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第１章  序 章 

  1.1 調査背景 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」という）は、国家の繁栄に伴い海運もま

すます発展するところとなり、海上交通に係る安全に関してもより重要な事項として捉

えられるようになった。 

インドネシア運輸省（MOT）海運総局（以下、「DGST」という）は、独立行政法人国際

協力機構（以下、「JICA」という）の協力のもと、1982 年 3 月に「海上通信システム長

期整備計画」を作成し、海上交通の安全のための整備計画を推進してきた。その後、1985

年 10 月には航路標識に関する整備計画の策定、2002 年には「インドネシア国船舶航行

安全システム開発整備計画調査」（前回マスタープラン）が実施されている。 

前回マスタープランで提案された幾つかの計画は、海運総局の努力により実施されて

きた。しかしながら、すでに前回計画から 20年近くの年月が経っており、インドネシア

の海洋政策を取り巻く社会環境は大きく変化するとともに、経済発展に伴う海上交通の

絶対量も飛躍的に増加している。加えて海事に係る技術の進歩もめざましいものがあり、

その一例として GPS精度の飛躍的向上や AISの出現が航行安全対策を検討する上で大き

な変革をもたらしている。 

ジョコ・ウィドド インドネシア大統領は、5 つの柱からなるグローバル海洋政策を

新たに発表し、その中には、海洋インフラ、東西経済回廊構想（海洋ハイウェイ）、島し

ょ間格差是正、通信整備、内航海運などの優先開発項目が盛り込まれている。このよう

な背景をもとに、インドネシア政府から日本政府に対し、前回マスタープランの改定版

作成について協力要請がなされた。 

これに対して、JICA はプロジェクトの準備のために 2016 年 3 月及び 2017 年 1 月に派

遣団をインドネシアに送り、最終的に、DGST と JICA 間において、「インドネシア国船舶

航行安全システム開発整備計画改訂プロジェクト」についての ROD(討議の記録)が 2017

年 3月 22 日に締結された。 

その後、JICA と一般財団法人日本航路標識協会（以下、「JANA」という）の間で、プ

ロジェクトの実施契約が 2019 年 2月 22日付で交わされた。JANAは、JICA Study Team(以

下、「JST」という) を編成し、プロジェクトを実施することとなった。 

 

  1.2 調査目的 

本プロジェクトの目的は、前回マスタープランを見直すとともにインドネシアの海運

を取り巻く現状を把握し、海上交通の安全と効率的運航に寄与する新たなマスタープラ

ンを提案することにある。 

このマスタープランでは、早期に取り込む課題を優先プロジェクトとして提案するこ

ととし、また大きな枠組みで時間を要するような重要な課題を長期計画として提案する。 
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 1.3 調査個所 

本調査の対象は、インドネシア全土とし、各管区航路標識事務所（以下、「DISNAV」と

いう）の所管範囲を下図に示す。 

 
第 1.3 -1 図 各 DISNAV 管区航路標識事務所の管轄範囲図 

  1.4 調査対象 

今回の調査においては、下記の項目について航行安全の観点から現状を調査解析する

とともに本調査に反映されるよう前回マスタープランの総括を行う。 

a. 海運に係わる社会経済分析 

b. インドネシアの海事政策 

c. 海上貨物と旅客運輸状況 

d. 海難統計 

e. 海上交通の流れ 

f. 関連統計情報 

g. 航路標識の現況 

 

  1.5 調査実施 

2019 年 2月 22 日、JANA によるプロジェクトが正式に開始された。 

初めに、インセプション・レポート作成のための情報収集が国内において実施され、

4月には、2017 年 3 月に取り交わされた RODに基づく合同調整委員会（以下、「JCC」と

いう）の第一回会合が開催され、インセプション・レポートについて討議が行われた。 
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その後、現地調査のための準備作業が行われ、25 管区あるうちの 15 の管区航路標識

事務所を 3つのグループに分かれて訪問することとし、同時に全管区航路標識事務所へ

向けての現状確認のための質問状が作成され、2019 年 7月～8月の間に配布・回収が行

われた。質問状の集計作業及び船舶通航量調査はインドネシアのコンサルタント会社に

業務委託がなされた。質問状の集計結果を付録 1.5 -1 に添付する。 

また、2019 年 5 月及び 6月にかけて第一回現地調査が実施されるとともに 6月下旬に

はワークショップがジャカルタで開催された。 8月初旬に第二回 JCC が開催されインテ

リム・レポートの取りまとめが行われた。10 月から 11 月にかけて、第二回目の管区航

路標識事務所への現地調査が行われた。その後、第三回 JCC が 2020 年 3 月にジャカル

タで開催され、プログレス・レポートの内容が説明された。 

この頃から新型コロナウィルスの影響が徐々に深刻化し始め、当初予定していた JCC

メンバーが海外渡航規制によって参加が見合わせられるという事態が発生した。その後、

コロナの感染状況が世界規模でより深刻となり、当初予定されていたフィージビリティ

スタディやジャカルタでのIWARPセミナー（IALA Waterway Risk Assessment Program）、

DGST 関係者の日本での研修など、2020 年 3 月中旬以降の予定が全てキャンセルとなっ

た。 

なお、ドラフトファイナルレポートの説明等のための第４回 JCC は、2020 年 8月 4日

に Zoom システムを用いてウェブミーティングにより実施された。 

 

  1.5.1 合同調整委員会（JCC） 

第一回 JCC が 2019 年 4月 19 日に開催された。この会議においてインセプション・

レポートに関し議論され、特に現地調査についての進め方について調整がなされた

（議事録は、付録 1.5.1 -1 に添付）。 

  

第 1.5.1 -1 写真 第一回合同調整委員会（於：ジャカルタ Mercure Hotel） 
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第二回 JCC は、2019 年 8月 7 日に行われた。 

本会議では、全体プロジェクトに係わる VTS、航路標識、沿岸無線局などの各分野

における概要について説明がなされた（議事録は付録 1.5.1 -2 に添付）。 

  

第 1.5.1 -2 写真 第二回委員会 （於：ジャカルタ Aryaduta Hotel） 

第三回 JCC は、2020 年 3月 5 日に開催された。 

プログレス・レポートの内容に沿いながら最終レポートの内容にまで踏み込んだ議

論が行われた。本会議は、コロナ禍により DGST、 JICA インドネシア事務所及び JST

の限定メンバーのみの参加となった（議事録は付録 1.5.1 -3 に添付）。 

  

  第 1.5.1 -3 写真 第三回委員会（於：ジャカルタ Sari Pacific Hotel） 

第四回 JCC は、2020 年 8月 4 日に Zoom によるウェブミーティングで実施された。 

ドラフトファイナルレポートの説明とともに最終報告書のとりまとめについて意

見交換がなされた。 

なお、その後数度のウェブミーティングを経て最終報告書が取りまとめられた

（議事録は付録 1.5.1 -4 に添付）。 
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  1.5.2 JST 概要 

JICA Study Team (JST) は業務主任を含めた 7名から構成され、下記業務を主に担

当する。 

   1) 業務主任 / 航行安全システム 

   2) 副主任 / 航路標識、VTS 

   3) GMDSS、IT 技術 

   4) 設標船 

   5) 経済社会分析 

   6) 教育訓練 

   7) 自然環境分析 

 

プロジェクトの実施組織図は下図のとおり。 

 

   第 1.5.2 -1 図 実施組織図 
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2019 年 7月時点でのタスクフォースチームの組織図を下図に示す。 

 

 

第 1.5.2 -2 図 DGST 及び NAVIGASI 組織図 

 

航行援助局（以下、「NAVIGASI」という。NAVIGASI : Directorate of Navigation）

の担当業務ならびに機能を次に記す。 

*任務 

NAVIGASI は、航行援助分野における方針の策定・実施、規範・基準・手順・

基準の作成、技術指導・監督、評価・報告などの任務を所掌する。 

*業務 

調査・研究、海上無線、航路標識用船、支援基地、航行安全などの分野にお

ける次の業務を実施する。 

>政策立案 

>政策実施  

>評価・報告 

>総務、財務人事関連業務の実施 
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  1.5.3 実施工程 

  全体の実施計画を第 1.5.3 -1 表及び付録 1.5.3 -1 に示す。 
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  1.6 外部委託業務 

次の 3件について、外部委託業務とする。 

        1) 質問票調査（インドネシア） 

        2) 海上交通量調査及びデータ整理（インドネシア） 

        3) AIS データ分析（日本） 

 

  1.7 ワークショップ・セミナー・トレーニング 

2019 年 6 月 27 日に開催されたワークショップセミナーは、DGST 及び DISNAV から約

50 名が参加した。DGST からの「インドネシアにおける安全航行政策」のプレゼンテーシ

ョンに引き続き、東京海洋大学今津名誉教授による「E-ナビゲーション技術」について

の発表がなされた（プレゼンテーション資料は付録 1.7 -1 及び付録 1.7 -2 に添付)。 

 

第 1.7 -1 写真 ワークショップ（於：ジャカルタ Aryaduta Hotel） 

 

前述のとおり、本来 2020 年 4 月に予定されていた IWRAP セミナー (IALA Waterway 

Risk Assessment Program)は、コロナ禍による旅行移動禁止措置等の為にキャンセルと

なり、引き続き 5 月に日本で予定されていた DGST 対象のトレーニングも同様にキャン

セルとなった。 

 

 



 

 

 

第２章 

海上交通安全政策を取り巻く現状 
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第２章  海上交通安全政策を取り巻く現状 

  2.1 国家海上運輸政策 

運輸行政を司る運輸省は、下記の国家政策を基に、政策の立案及び行政の執行を進めて

いる。以下は、「DGST」によるプレゼンテーションから抜粋した項目である。 

* 経済発展を成し得るために海に大きく依存する海洋国家として 

・海洋大国の一つ 

・世界最大の群島国 

・マラッカシンガポール海峡の一部を有する 

・13,466の島々を有する 

・総延長94,156 km の海岸線を有する（カナダ、米国、ロシアに次ぎ世界第四位） 

・アジアとオーストラリア両大陸に挟まれた位置に存在 

・3つの群島シーレーンの存在 

・2,400 数港の港湾を保有 

・合計10億トンの海上貨物の取扱量 

 

インドネシアの現政権は、海洋国家としての 5 つの柱からなる海洋政策を掲げ、その中

でも海洋インフラの整備は重要政策の一つであり、船舶交通の増大につながるものである。 

海洋インフラの整備概要を次に示す。 

 

第2.1 -1図 海洋国家としての5本柱  
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5本柱の一つである優先インフラ整備には、「海洋ハイウェイ（Sea Toll）」構想があり、

24の戦略港の整備、港湾の近代化、船舶が航行する通路の新規開拓及び新規貨物船の調達

などが含まれ、東西の経済格差是正が主目的となっている。戦略港は、列島全体で 5 つの

ハブ港と19のフィーダー港で構成されており、位置図は次のとおりである。 

 

出典：BAPPENAS マリンハイウェイ計画 

第2.1 -2図 戦略港位置 

これらにより、海上交通の増大とそれに伴う物流のさらなる発展が促進されるだけでな

く、東西地域の結びつきが強化される。また、フェリーターミナルの建設やフェリー航路

の新規開発、フェリーボートの調達なども「島しょ間の連結」、「近海海運」の施策に盛り込

まれており、島と島の結びつきが強化される。 

このような促進戦略の結果、東部への人と物の流れは、東部観光への発展にもつながる

ものと考えられる。 

なお、現在の主なフェリー航路は下図のとおり。また、インドネシア 5 大港の旅客・貨

物統計については、第2.2.3項に記載する。 

 

第2.1 -3図 主なフェリー航路  
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ハブ港に設定された 5 港のうちベラワン／クアラタンジュン港（スマトラ）及びタンジ

ュンプリオク／カリバル港（ジャワ島）の2港は国際ハブ港として位置付けられている。 

1. ベラワン／クアラタンジュン港 （Port of Belawan / Kuala Tanjung） 

2. タンジュンプリオク／カリバル港（Port of Tg. Priok / Kalibaru） 

3. タンジュンペラック（スラバヤ）港（Port of Tg. Perak） 

4. マカッサル港（Port of Makassar） 

5. ビトゥン港（Port of Bitung） 

 
第2.1 -4図 ハブ港位置図 

これら 5 つのハブ港の主な役割は、コンテナ船や旅客船の輸送力強化にある。国際ハブ

港は、3,000TEU 以上の大型コンテナ船（パナマックス級コンテナ船）の接岸を確保する必

要があり最低水深は12m、フィーダー港は最低水深7mが条件となる。 

“近海海運”は、陸運局の傘下にあり、島しょ間における陸上輸送から海上輸送への移

行を目指している。短距離の近海海運路事業における主な航路は、下図のとおり。 

  

第2.1 -5図 “近海海運” 

上記以外にも運輸大臣の省令で定められた港がある。このうち、集荷港として指定され

たものは167港あり、そのうち6港と一般ふ頭4箇所については航路が設定されている。 

また、一般港は365港あり、そのうち28港は航路が設定されているが、残りの337港に

ついては未定であり、必要に応じそれらの港にも航路が設定されることになる。 

航路設定が検討されることになる港湾の図を次頁に示す。 
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第 2.1 -6図  航路設定 

また、省令で指定されているものとしてペレン海峡及びセレ海峡がある。その他に港湾

関連施設として、通関ターミナル669箇所及び民間の港661箇所がある。 

いずれの計画も、旅客を含む船舶交通の流れが活性化し、海上交通量の増加につながる

ものである。 

 2.2 社会経済フレーム 

将来計画を検討する際には、目標年次の経済規模、すなわち人口規模や関連する分野、

ここでは海運に関連する経済規模等を検討しておく必要がある。 

  2.2.1 総人口と人口増減率 

国際連合の統計「世界人口予測」によると、2018年現在のインドネシアの総人口は約

2億 6,700 万人で、2000年以降は年＋1.4～＋1.2％の増で推移している。今後は、人口

増加率は小さくなるが、2030年には3億人に近づくと予測されている。 

関連する表とグラフを以下と次頁に示す。 

第2.2.1 -1表 総人口と増減率 
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男女の年齢別による人口構成（人口ピラミッド）は国の形態を示すと言われ、インド

ネシアの人口ピラミッドは、発展途上国に見られるピラミッド型から、国家の発展に伴

って見られるベル型へと変化している。これらの人口動態の傾向は、以下に述べる海運

関連分野でも似たような成長傾向を示している。 

 

第2.2.1 -1図 人口ピラミッド 

  2.2.2 経済成長と海上輸送量 

現在の社会情勢や経済の発展状況は、インドネシアのみならず世界的に見ても2002年

の前回調査時と比べ明らかに変化している。 

経済の発展は海上輸送量、すなわち船舶の交通量に反映されるため、船舶の安全対策

を検討する際には、社会の発展状況及びこれらの将来予測を行った上で、最先端技術を

取り込んだ新しいビジョンを提案する必要がある。  
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経済発展の指標は、実質 GDP 成長率の変化で大まかに表すことができる。インドネシ

アの実質GDPから算出された経済成長率の推移を以下に示す。 

第2.2.2 -1表 経済成長率（実質） 

 

  

2005年以降の経済成長率は、世界的な金融・経済危機に直面したリーマンショックの

2009年を除き、5％台から6％台と比較的高い成長率を維持している。関連する産業別成

長率を見ると、運輸・倉庫分野は、全体の経済成長率と同様に、下記のように安定した

成長を示している。 

第2.2.2 -2表 運輸、倉庫業の実質GDP伸び率 (業種別) 

 

経済成長率と海上輸送量の関係を見るため、インドネシアの海上貨物の統計から海上

輸送推移を以下に示す。 

次頁表は、インドネシアの物流移動統計を表す。 

（全てのデータは“Badan Pusat Statistik” (BPS – Statistics Indonesia) website 

 https://www.bps.go.idより引用。データコピーは付録2.2.2 -1参照） 

  

Year 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

Rate 3.6 4.5 4.8 5 5.7 5.5 6.3 7.4 4.7 6.4

Year 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

Rate 6.2 6 5.6 5 4.9 5 5.1 5.2 5.2
※Data from SNA (System of National Accounts)
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第 2.2.2 -3表 内航船及び輸出入貨物の積み出し積み込み総量推移（2000-2018年） 

                                      (単位：1,000ｔ) 

 

 

これらの統計からもわかるように、海上輸送量は経済成長とともに増加し続けている

ことを示しており、インドネシアの船舶交通量も増加していると見なすことができる。

すなわち、経済が成長すれば船舶の交通量も増大すると考えることができる。 

国家の海洋政策が加速すれば、海上輸送量が増加することは容易に推測でき、言い方

を変えれば、港や港湾の整備に伴って船舶数は増加し、港湾の変化や航行船が多くなる

ことにより海上交通はより複雑化することは間違いないところである。 

このような状況下において、海事行政をより円滑に進めるためには、海上交通の安全

のためのリスク管理が重要な課題となる。 

  2.2.3 船舶入出港数と総船腹量 

海上輸送の動向を見るには、船舶の入出港数と総船腹量の推移を見る必要がある。次

頁のグラフは、25の戦略港と他の全ての港の入出港船数及び総船腹量を示している。 
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第 2.2.3 -1グラフ 入出港船舶数及び総船腹量推移（1995-2018年） 

  
特に大規模戦略港では、船舶の入出港総数自体は横ばい、又は減少を見せているもの

の、一方で総船腹量、すなわち入出港した船舶の総容量は増加していることがわかる。 

これは船舶が大型化していると読み取ることができる。 

地域別の船舶入出港状況を見るために、2018 年における戦略 25 港の入出港数と総船

舶量統計を下記に示す。 

 

 

第2.2.3 -1図 戦略25港別の入出港隻数（2018年） 

上記の第2.2.3 -1グラフ「入出港船舶数及び総船腹量推移（1995-2018年）」の図表

からは、バタム港の入出港船数が除外されている。これは、バタム島とリアウ諸島間な

らびシンガポール間を結ぶ高速フェリーボートの総数が膨大で、数値が著しく突出して

いるため、全体のバランス比較のために省いたものである。  

Lhokseumawe Belawan Teluk Bayur Dumai Pekanbaru Palembang Panjang Tanjung Pinang Batam Tanjung Priok

397 3,780 1,781 4,980 25,808 4,142 4,990 20,962 71,629 15,284
Tanjung Emas Tanjung Perak Banten Benoa Tenau Pontianak Banjarmasin Balikpapan Samarinda Bitung

3,917 12,627 9,501 2,428 1,967 2,199 20,957 5,377 13,871 2,888
Makassar Ambon Sorong Jayapura Biak

5,088 3,323 1,259 486 684
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  第 2.2.3 -2図 戦略25港別の船腹量（2018年）（単位：1,000t） 

これらの図表から、スマトラ東部、ジャワ島及びカリマンタン東部に船舶の動きが集中

していることがわかる。 

次にインドネシア国内における港の乗降客数の推移を示す。 

第2.2.3 -2グラフ 乗船下船総数（単位：1,000人） 

(商業港及び非商業港統計、1995-2018年) 

 

旅客船の大型化や港湾の整備・開発が進んでいるにもかかわらず、最近の旅客数はあ

まり増えていないことがわかる。これは、空路、陸路、海路などの輸送手段が多様化し

たことが、一つの理由として挙げられる。  

Lhokseumawe Belawan Teluk Bayur Dumai Pekanbaru Palembang Panjang Tanjung Pinang Batam Tanjung Priok

3,492 28,488 12,434 39,346 15,610 8,019 36,683 3,694 31,318 160,558
Tanjung Emas Tanjung Perak Banten Benoa Tenau Pontianak Banjarmasin Balikpapan Samarinda Bitung

28,953 103,503 61,493 6,021 3,243 5,761 89,804 42,060 66,750 10,642
Makassar Ambon Sorong Jayapura Biak

34,232 17,124 5,464 4,432 2,743
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航空輸送と陸上輸送の発展に伴い、船舶を利用する旅客数に変動があるかもしれない

が、船舶による大量輸送機能は変わらないのでこのままの推移が続くものと思われる。 

次に、25の戦略港湾の利用乗客総数統計を下記に示す。 

 

 
第2.2.3 -3図 戦略25港の旅客数（2018年） 

インドネシア全体を東西に分けた場合の、人口、貨物取扱量、船舶寄港及び旅客数の

比較結果は、下表のとおり。 

       * 西部 : スマトラ、ジャワ（スラバヤを除く）、カリマンタン 

       * 東部 : 東インドネシア全体 

 

第2.2.3 -1表 東西比較 

 

 

上記表から、貨物取扱量及び船舶寄港数は人口に比例しているのは当然であるが、旅

客数はこれらに比べ、逆に東部地区が明らかに多い。 

  

West East Remarks

Population 84% 16% Total 255mil (2015)
Cargo volume 80% 20%
Ship calls 88% 12% Excluding Batam
Passenger 27% 73% Excluding Batam & Tg Pinang
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理由として、東部には多くの島しょが点在しており、島しょ間の移動は海上交通しか

無いことや海上交通網の整備が進んでいることが挙げられる。東部地域の発展に伴い、

より多くの島しょ間交通が拡大することが予測される。 

主要5港の利用乗船者数は、下記のとおり（2006-2019年）（単位：人）。 

 

第2.2.3 -4図 5大主要港における上下船乗客総数の推移 

 乗客数が最も多い港は、マカッサル、次いでタンジュンペラック/スラバヤとなってい

る。 

下図は、過去10年間の5大主要港の月別乗降客数を示している。 

 

第2.2.3 -5図 過去10年間の利用乗客数の推移 

乗降客数のピークは、各港ともほぼ7月となっている。 

このように戦略的に港湾整備が進められ、島しょ間に就航する旅客船が増加すれ

ば、それに伴って海上を移動する人命の数も増加し安全に係るリスクも増大する。 

海上交通の安全に関わるリスク管理を考える際には、大型船、特に大型客船が人災

や環境破壊を引き起こす事例が過去に多いことから、これらが入出港する港湾について

は他の港湾と比べ特に配慮がなされなくてはならない。  
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  2.3 海難事故 

国家交通安全委員会(KNKT : Komite Nasional Keselamatan Transportasi)発行の2012

年から2017年までのインドネシアにおける海難事故統計を下表に示す。 

第2.3 -1表 インドネシア国内の海難事故統計 

 

統計が示すとおり、インドネシアの海難事故は年々増加している。海上交通の活発化や

海上インフラ整備による交通量の増加に伴い、海難事故は必然的に増加すると考えられる

が、安全対策が十分に講じられていれば、海難事故を極力なくすことは不可能ではない。 

表から見て取れる特異性として、近年の乗揚げ座礁事故の増加が挙げられる。この原因

の一つには、海域に不慣れな船舶が多くなっており、海上交通の交流が広まっていると捉

えることもできる。 

また、人命に関わる死亡/行方不明総数は事故総数に比べてかなり多く、多くの乗客や乗

組員が、海難事故に遭遇している可能性が高いことを示している。つまり、事故の規模が

大きいと言える。 

事故の種類の中では、火災が後を絶たず発生している。これは機関の整備不良が主な原

因である。国家交通安全委員会(KNKT)は事故後、船主や船舶運航者に多くの勧告を出して

いるが、事故を未然に防ぐには、出航前の事前点検が非常に重要である。すなわちPSC（ポ

ートステートコントロール）の徹底を意味する。 

(統計報告書によれば、事故原因は、持ち込まれた発電機からの火災、積荷貨物からの出

火と記載されている。) 

 

第2.3 -1図 2017年の海難事故マップならびに事故別比率グラフ 
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沈没事故や浸水事故は、気象や海象の影響によるものが主因と考えられている。船舶に

とって気象情報の収集は一番の課題であり、現地における風向及び風速などの気象情報を

リアルタイムに提供できるシステムを全国的に構築する必要がある。インドネシアには現

在そのような船舶向けの情報提供システムはない。 

また、観光政策を推進するにあたっては、リゾート地における小型船舶やプレジャーボ

ートが増加することは必然であり、それらの燃料切れ、整備不良、操縦不良、過積載、定員

オーバー、夜間の無灯火航行などの海難事故が頻発することを考慮する必要がある。これ

らの船舶に対する管理運用は、海上交通の安全のために必要事項となる。 

小型船舶と陸上基地との通信手段として、AIS Class-B やスマートフォンが有効手段の

一つと考えられる。 

  2.4 シーレーン＆TSS 

1998年 5月19日、国際海事機関（IMO : International Maritime Organization）の海

上安全委員会（MSC : Maritime Safety Committee）において、インドネシアの群島シーレ

ーン（第 1シーレーン、第2シーレーン、第3シーレーン）の設定が、決議番号MSC.72(69)

として採択された。 

インドネシアにおけるシーレーンの配置を下図に示す。 

 

第2.4 -1図 第1、第2及び第3シーレーンマップ 

 

また、2019年6月5日から14日までロンドンで開催されたIMO第101回MSC会議にて、

スンダ海峡とロンボク海峡の交通分離スキーム（TSS）（2020年 6月発効）を盛り込んだイ

ンドネシア提案が正式に採択された。TSSの配置図を次頁に示す。 
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第 2.4 -2図 TSSスンダ海峡 

 

第2.4 -3図 TSSロンボック海峡 

シーレーンとTSSは、IMOが定めた海上交通管理ルートシステムで、シーレーンは、船舶

が航行するための通行路であり、航路標識等を設置することで船舶の安全を確保している。 

TSS は、TSS 内を航行する船舶の通常の流れを示し、通航船舶がみな同じ方向に航行する

か、或いは、できるだけ90度に近い角度でレーンを横切るようにするものである。 

国際的に採用されているこれらの海上交通安全システムは、安全対策の履行義務を果たす

ために、VTS（Vessel Traffic Service）システムのような、高度な管制・管理のもとで運用

される必要がある。 
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  2.5 海上交通の流れ 

マリントラフィックコム社提供による、2017年のインドネシア周辺におけるAIS船の

海上交通密度マップは、下図のようになっている。 

 

第2.5 -1図 AISによる海上交通密度マップ 

上記地図は、インドネシア近海における AIS 搭載船の航行動向を表しており、より濃い

赤色ほど交通量が多いことを示す。これは一年間の AIS 航跡データを描いたもので、地域

的な視点からの航行区域や船舶の全体的な相対交通量を把握するうえで大いに参考となる。 

 2.6 INAPORTNET（イナポートネット） 

船舶の港湾関連手続き（港湾サービスのデータや情報交換）を容易にする電子処理シス

テムがあり、VMS（Vessel Management System）システムとして各国に導入されている。イ

ンドネシアでは、DGSTが主体となって運営するINAPORTNETがそれにあたる。 

VTS は、地上レーダーや AIS を用いて船舶の海上での動静を把握し、海上交通の安全を

支援するシステムの一つであり、それと同様に VMS は、船舶の移動情報を収集するという

点では VTS と共通点が多い。これらのシステムが互いに情報を共有すれば、船舶の海上交

通安全支援機能が強化されることになる。VMSの一つであるINAPORTNETについても安全対

策の一環としてどのように取込むか港湾ごとに検討することになる。 

インドネシアは、2002 年に国際海上交通の円滑化に関する条約（FAL 条約）を批准し、

船舶の入出港手続きの標準化・迅速化に取り組んでいる。 

このINAPORTNETシステムは、2016年にDGSTを運営主体としてタンジュンプリオク港と

マカッサル港からスタートし、2017 年 10 月現在、16 港で実施されている。運用している

港を下図に示す。 

 

 第2.6 -1図 INAPORTNET 運用港  
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  2.7 需要予測 

海に囲まれた国にとって、国家の発展は、大量に物資の移動を可能とする海上輸送の発

達にかかっている。つまり、国が発展すれば海上交通が発達し、逆に海上交通が発達すれ

ば国も発展することになる。 

海上輸送が発達することは、海上交通の量が増えることであり、それは海難事故のリス

クが高まることでもある。 

大量の物資や人命を運ぶ船舶による海難事故を防ぐには、海上交通の安全対策を十分に

講じることが不可欠である。 

船舶は、安全を確認できる物標がなければ海上を移動することは出来ず、それら目標と

なる標識がなければ大量の物資や人命を危険にさらすことになる。 

今後の海上交通の安全対策を検討する上では、船舶の動向に関連する需要予測も整理し

ておく必要があり、特に海事関係や国家の発展予測について第 2.2 項の社会経済フレーム

でも触れられているが、改めて以下のとおり予測について整理を行う。 

  2.7.1 人口動向と国家発展状況 

インドネシアの総人口は、増減率では年々減少傾向にあるものの、過去10年間は年率

＋1.4％～＋1.2％のペースで増加している。 

2040年までの人口推移の予測を下表に示す。 

第2.7.1 -1表 人口推移表 

 

 

人口の増加率は、2040年までは＋1.1％～＋0.9％の範囲で推移するとみられ、2030年

には 3億人近くになり、2040 年には 3 億 2千万となって現在の約1.2 倍の人口となる。 
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また、2040年における人口構成の予測を下図に示す。 

 

第2.7.1 -1図 人口ピラミッド 

人口ピラミッドも安定型からやや先進国並みの壺型になりつつあり、順調な発展が

継続するものと見られる。 

（データの出典元）: Populationpyranid.net、United Nations, Department of Economic 

and Social Affairs, Population Division, World Population Prospects 

  2.7.2 経済動向 

経済発展の指標となるGDPの伸び率を見てみると、過去20年間、5％台半ばで順調に

成長しており、2009年のリーマンショックのような大きな社会異変が無いものとすれば、

統計的には下表及び下図のように 2040 年までは推移の下限幅及び上限幅も急激でなく、

5％半ばの成長率で推移していくとみられる。 

第2.7.2 -1表 予想経済成長率 

 

    

第 2.7.2 -1図 経済成長予測図  
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この度のコロナ渦による経済への影響は、今後の成長率に作用することは避けられ

なものと思えるが、過去のリーマンショック後と同じような経過をたどるものとして予

測すれば、下表及び下図のとおり推移の下限幅及び上限幅は大きくなるものの、やはり

2040年までは5％半ばの成長率で推移するものと思える。 

第2.7.2 -2表 予想経済成長率（コロナ渦） 

 

 

第2.7.2 -2図 経済成長予測図 

国家全体の成長については、大きな社会異変が発生したとしても、今日のインドネ

シアの国力からすれば2040年までは順調な安定した発展が望めるところであり、これ

らを支える海上輸送の分野においても同じような推移をたどると思える。 

運輸・倉庫業に係る2040年までのGDPの成長率は下表のとおり。 

第2.7.2 -3表 運輸・倉庫業予想経済成長率 

 

運輸・倉庫業における成長率は港湾計画の状況にも左右されるが、今日までかなり

の勢いで整備されてきた港湾インフラを考慮すれば成長率は横ばいもしくはやや減少す

るかもしれないが、運輸部門の成長は国の発展と呼応するものとなろう。 

インドネシアは「海洋国家としての5つの柱」の国家戦略に見られるように、成長戦

略の政策を採用しており、今後も海洋部門が成長していくことは容易に想定できる。 

（データの出典元）：Indonesia Central Bank Statistics  

Year 2001 2005 2008 2009 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

Rate (%) 3.6 5.7 7.4 4.7 6.4 4.9 5.2 5.3 5.4 5.5 5.6

Rate of Economic Growth

Year 2012 2014 2016 2018 2020 2025 2030 2035 2040

Rate (%) 7.1 7.4 7.5 7.0 7.1 7 6.9 6.8 6.7

GDP Growth Rate of Transportation and Warehouse
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  2.7.3 海上輸送貨物の動向 

海上輸送貨物の取扱量は毎年増加しているものの、内航貨物の取扱量の伸びに対し、

外航貨物の取扱量は横ばい状態である。これらを踏まえた2040年までの取扱量の予測は

下図のとおり。 

  

第2.7.3 -1図 海上輸送貨物総取扱量推移 

また、内航貨物及び外航貨物の取扱い推移傾向及び推移率を見てみると、下図のとおり。 

   

第 2.7.3 -2図 内航貨物取扱量推移 

   

第 2.7.3 -3図 外航貨物取扱量推移  
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第 2.7.3 -4図 内航貨物取扱推移率 

 

第2.7.3 -5図 外航貨物取扱推移率 

 内航貨物取扱量が一定の推移で伸び続けているのは、地方港湾の整備が継続的に実施

され拡大していることに伴うもので、今後も戦略政策が実施される限りこの傾向は続く

ものと思われる。外航貨物の取扱量も増加傾向にあるものの、大型港湾の拡張整備や大

型岸壁の整備の進捗状況により取扱い伸び率も上がると思われるが、内航貨物のような

大きな伸び率というよりしばらくの間はほぼ横ばいの状態が予想される。 

 インドネシア主要5港の2040年までの国内貨物取扱量の推移は、下図のとおり。 

   

第 2.7.3 -6図 主要５港貨物取扱推移  
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 現在の主要 5 港の取扱量は近年ほぼ一定しており、港湾の規模に見合う取扱量と見な

され、新たな拡張整備が行われなければこのままの推移を維持する予測となる。 

（データの出典元）：Badan Pusat Statistik (BPS - Statistics Indonesia) 

  2.7.4 船舶入出港数と総船腹量の動向 

 インドネシア全土の港を入出港する船舶の総数は年々増えているものの重要戦略港に

入出港する船舶総数は横ばい状態であった。ただし、入出港船舶全体の船腹量は着実に

増加している。 

 全土的には港湾整備が推進されており、港が増えることにより船舶の入出港数が増え

船腹量も増大すると思われるが、重要戦略港の入出港総数は、港の整備が一段落し船舶

を受け入れられる容量いっぱいに、すでに船舶が入出港しているとみることもできる。

過去10年間の船舶の出入りの実績を元に統計的累乗近似を用いた2040 年までの入港船

総数及び総船腹量の推移は下図のとおり。 

 

第2.7.4 -1図 入港船総数及び総船腹量（全港湾） 

 船舶数及び港の数も永遠に増えるものでは無いことから、船舶の入港船総数もグラフ

に示されるようにある地点に向けて収束する傾向にあるものと思える。 

 下図は、戦略25港の入港船総数及び総船腹量の推移を示す。 

 
第2.7.4 -2図 入港船総数及び総船腹量（戦略25港） 

戦略25港においては、船舶の入出港数はほぼ現状のままながら、船舶の大型化にとも

ない総船腹量は増加するものと思える。 

（データの出典元）：Badan Pusat Statistik (BPS - Statistics Indonesia) 
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  2.7.5 旅客動向 

港湾整備の推進、航路の指定、フェリー及びローロー（ρ-ρ）船の新規就航などの政

策により、海上交通の質、量が増大することは明らかである。しかし、最近の傾向とし

て、船舶の入出港数及び船腹量に見られるように船舶の大型化が進んでいるため、大型

船舶の数自体が海上交通の増加に見合うだけの急激な増加にはならない可能性がある。 

統計からも明らかなように、海上交通の発展により、島国である以上、船舶の乗降客

が増えることは間違いない。 

フェリー等による乗降客数の2040年までの推移は、下図のとおり。 

 

第2.7.5 -1図 船舶旅客数推移 

小さな島の間は船以外に移動手段がないため、フェリーターミナルの整備により、今

後も乗客数は増加していく。 

特に東部地区では、東西格差是正の政策に沿って港湾やフェリーターミナルの建設が

計画されており、今後も海上物流や旅客数が増加することが予測される。 
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  2.7.6 その他 

本プロジェクトにおいて、船舶の航行安全対策を検討するにあたって特出すべき事項

として、観光誘致に伴う小型船の事故、港湾整備に伴う航路設定、航行安全システムを

運用する人材等についても先を見通しておくことが必要である。 

1）観光誘致とプレジャーボートの事故 

海上交通量の増加に伴い、海難事故の発生確率が高くなることは避けられない。 

大型船については、近年、航海計器の発達により様々な安全対策が自ら講じられて

いるが、小型船については、無線通信装置や航海計器などの装備の面や船舶の登録な

どの面について十分な管理が行き届いているとは言えない部分がある。 

観光政策の推進により、観光地での小型ボートの増加が予想される。 

すでに政策が実行されているラブアン・バジョにおいては、行動している小型ボー

トの9割が無登録であるとの報告がある。 

以下は、新聞記事の写しである。 

 

小型船舶の運航は気象・海象の異変に影響されやすく、海難の原因と結びつくこと

が多い。さらに、一般的には小型船の維持管理は個人によって行われている場合が多

く、保守点検が十分に行き届いていないことによる機関故障や漂流などの事故が多い。 

このような特徴を踏まえ小型船を多く抱える港湾においては、小型船の運航管理が

海上安全対策を考えるうえで大きな課題となる。 

2）港湾整備と航路設定 

第 2.1 項に述べているように国家政策として戦略 24 港の港湾整備をはじめとし、

多くの地方港湾が国の指定を受け整備が促進されているところであり、整備に合わせ

て航行安全対策として各港湾に適した航路の設定や航路標識の設置が関係者との協

議の中で検討されなくてはならない。 

次頁に示す国家港湾マスタープラン（NPMP）の中で述べられている戦略24港の2009

年から 2030 年までの貨物取扱量の予測では、貨物全体では約 2.1 倍の伸びとされて

いるが、コンテナの取扱いについては約5.4倍の伸びが予測されており、コンテナふ

頭及びコンテナーヤードの整備が反映されているとみられる。 
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このようにコンテナ船の増加が予想されることはもちろんのことであるが、近年の

傾向としてコンテナ船の超大型化も予測できるところであり、新しく整備される港湾

や拡張される港湾については、入湾する新しい船舶の形態や大型化した船舶に対応し

た航路幅の設定、回頭等に必要な安全水域の明示のための標識の設置が、港の特徴に

合わせて個別に検討されることになる。 

 

 

第2.7.6 -1図 戦略25港貨物取扱量 

また、航路標識が十分に整備されていない港や可航幅が限定された河川港の航路で

は、他の船舶の動静や気象・海象による海難事故のリスクが常に存在している。 

これらの海域では船舶関係者と協議しながら情報の提供手段や航行管制を含めた

海上安全対策を検討することになる。 
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例えば、サマリンダ港があるマカハム川には川の中に橋脚が設置されており、可航

幅が制限された狭い航路で船舶の行合や橋下通過にも制約ある。タンジュンペラク港

では浅瀬に囲まれた何キロにも及ぶ細長い航路となっており、非常時に避航する水域

さえ無いところもある（第4章「現地調査」参照）。 

他にもこのような航路の形態となる個所に港湾整備が計画される場合は、航路の設

定具合により安全交通対策が不可欠となる。 

3）人材育成 

海運総局（DGST）には、航路標識に係わる多くの現業部門があり、それぞれの分野

で教育指導員、無線オペレータ・技術者（VTSオペレータを含む）、船舶オペレータ・

技術者（造船技師を含む）などの専門家が必要とされている。 

いずれの分野においても、無線通信士、VTS 運用官、航海士・機関士などの資格が

必要であり、それらの資格取得だけでなく、取得後の訓練も不可欠となる。 

沿岸無線局は1級局、2級局で約20局（3級及び4級を含めると合計151局）、VTS

センターは23局、航路標識関連の船舶は約70隻あり、これらの業務に従事する専門

職員は数百人は下らない。 

人材育成のためには、常設の教育機関を設置することが望ましいことは間違いなく、

更に、このような多くの特定分野の人材を育成するためには、他の教育機関との連携

が必要となる。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

第３章 

前回のマスタープランの考察

と DGST の略的整備計画 
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第３章 前回マスタープランの考察とDGSTの戦略的整備計画 

 3.1 2020年までのマスタープラン 

前回のマスタープラン（以下、「MP」という）では、航路標識の整備計画は年度毎に記載

され、次の7分野に分類されている。 

1) 光波標識

2) 電波標識

3) 航路標識のための支援施設

4) VTSシステム

5) GMDSS

6) インドネシア船舶通報制度

7) 通信システム

今日の航路標識を取り巻く技術的な状況は、特に、無線システムの分野においては前回

の調査時とは著しく変化を成し遂げており、この点を考慮したうえで考察を行うものであ

る。 

航路標識を取り巻く環境の変化については、第6章の「現状と課題」で述べる。 

 3.1.1 光波標識 

2019 年 3月現在、DGST の管理のもとに運用されている灯台は284基あり、前回のMP

（2002年）策定時における235基から49基が増設されている。 

第3.1.1 -1写真 灯台 

また、現在、DGST が管理している灯標は1,877 基あり、前回のMPから709 基増えて

いる。さらに、DGST 以外が管理している灯標を含めると、現在、2,720 基が運用中であ

る。 

第3.1.1 -2写真 灯標 
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灯浮標は、1,180基あり、そのうち553基がDGSTによって維持管理され、残り627基

はDGST以外の事業者により運用されている。 

 

           第 3.1.1 -3写真 灯浮標（Lighted Buoy） 

2019年3月現在、無灯火の立標、無灯火の浮標を含めた航路標識の総数は下表のとおり。 

第3.1.1 -1表 インドネシア国の光波標識の基数

 

前回のMPでは、灯台の整備については、2010年までに18基（第1期：8基、第2期：

10基）、2020年までに91基の新設が提案されていた。 

2019年末までの整備状況から考えると、91基の計画に対して49基が設置されている

ので、約半数（約54％）が整備されたことになる。 

ただし、この結果は必ずしも計画のようには実施されなかったとは言い切れない。 

DGST non-DGST DGST non-DGST DGST non-DGST DGST non-DGST

1 Sabang 10  35  1  28  10  0  0  0  0  73  11  84  

2 Belawan 5  50  17  42  35  0  0  0  0  97  52  149  

3 Sibolga 9  65  1  2  10  3  2  0  0  79  13  92  

4 Teluk Bayur 9  71  22  10  2  2  0  0  0  92  24  116  

5 Tg. Pinang 25  93  114  44  29  57  2  9  0  228  145  373  

6 Dumai 6  55  61  52  40  0  0  0  0  113  101  214  

7 Palembang 4  87  1  39  6  0  0  1  0  131  7  138  

8 Pontianak 7  51  6  30  7  0  0  1  0  89  13  102  

9 Tg. Priok 29  91  137  48  73  8  0  0  0  176  210  386  

10 Cilacap 8  35  33  5  60  0  0  0  0  48  93  141  

11 Semarang 7  52  33  14  16  11  3  3  0  87  52  139  

12 Surabaya 22  51  18  29  53  0  11  11  0  113  82  195  

13 Benoa 16  91  29  33  15  6  3  1  7  147  54  201  

14 Kupang 21  92  30  13  6  12  2  0  3  138  41  179  

15 Banjarmashin 11  97  68  15  75  0  2  4  0  127  145  272  

16 Tarakan 3  49  17  10  15  0  0  0  0  62  32  94  

17 Samarinda 6  64  142  41  139  2  1  5  3  118  285  403  

18 Makassar 16  109  16  20  0  0  0  0  0  145  16  161  

19 Kendari 6  87  33  12  1  1  17  0  0  106  51  157  

20 Bitung 24  134  7  25  6  0  11  0  0  183  24  207  

21 Ambon 12  154  24  6  0  10  11  4  3  186  38  224  

22 Sorong 6  93  20  33  29  0  5  1  7  133  61  194  

23 Jayapura 8  48  1  2  0  4  1  0  0  62  2  64  

24 Merauke 3  51  0  0  0  0  0  2  0  56  0  56  

25 Tual 11  72  12  0  0  10  0  0  0  93  12  105  

284  1,877  843  553  627  126  71  42  23  2,882  1,564  4,446  

235  1,168  437  332  396  260  105  103  45  2,098  983  3,081  

Total

Number of ATON in 2002

List of ATON (DGST, non-DGST)                                                                      as of March, 2019

DISNAV Lighthouse
Light-Beacon Light-Buoy Unlighted-Beacon Unlighted-Buoy

DGST non-DGST Total
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なぜならば、前述したように、前回のMP当時とその後の海上交通を取り巻く環境が大

きく変わったためであり、米国が開発し運用している GPS を使って自動測位が可能とな

ったことにより、多くの船舶は通常の航海では灯台を使って自船の位置を知る必要がな

くなったことも一因にある。 

下図は、GPS や LORAN システムなどの電波航法がなかった時代に灯台を使って自船の

位置を得る測位方法(クロスベアリング方式)と、灯台を必要としない電波航法の概念を

示したものである。 

 
第3.1.1 -1図 クロスベアリングの測位概念 

GPS の出現によりどこでも、いつでも測位ができるようになったことから、必ずしも

多くの灯台があれば良いと言うことで無く、今後は必要な箇所に必要な種類の標識を整

備していくことになる。光波標識は今日でも必要不可欠なものであるが、陸地初認標識

の分野で重要な役割を果たす灯台については、時代と海運の発展とともに進化していか

なければならない。 

環境が変わっても全体から見れば、大型灯台を含む航路標識の必要性は変わらず、光

波標識は不可欠なところであるが、必要とされる航路標識の種類は変化している。 

このことは、灯台が整備された基数は提案されたものより減っているが、灯標の整備

基数は、322基提案されていたところ、その倍以上の数（709基）が新たに設置されてい

ることからでもわかる (灯標は、港や危険水域において、必要とされる箇所にその都度

検討され設置されるものである) 。 

下図はインドネシアにおける光波標識の年間設置基数の状況を示したものである。 

 

第3.1.1 -2図 光波標識の設置基数の変化  
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港の入口や航路を示す灯標や灯浮標は、船舶を安全に誘導するために設置されるもの

であり、各港の形状や機能によって標識の種類や設置場所が異なってくる。そのため、

これらの光波標識の設置場所や種類については、港ごとに、また港湾の改修や拡張の都

度、利用者の声を聞きながら検討・決定されることになる。 

新港の建設や港の拡張に伴い、灯標や灯浮標のような視認標識が増えるのは当然のこ

とである。よって、灯標の増加は、港湾開発が順調に進んでいることを示していると言

える。 

また、灯標の中には、測位に利用できるものもあり機能面で灯台と言えるものもある。 

2002 年以降に新設された灯台について、前回の MP で提案された場所に設置されてい

るかどうかを「灯台表」（INDONESIAN LIST OF LIGHT）の2013年版で確認したが、提案

箇所に設置されているかどうか判明できず、前回の MP との関連性は見つからなかった。 

DGST は 2015 年に航路標識の中期開発計画を作成し、2019年までの灯台や灯標などの

整備計画を別途目標に掲げている。詳細は 第3.3 項に記載している。 

 

  3.1.2  電波標識 

インドネシアでは、電波標識として中波無線標識局とレーダービーコン局が運用され

てきた。 

中波無線標識局は、中波の信号を受信できる装置を船舶に搭載する義務がなくなった

ことから完全に廃止された。 

これに代わり、中波標識用無線周波数を用いて GPS の誤差補正データを送信すること

により、GPSの精度を高める方式（DGPS: Differential Global Positioning System）

が計画され、前回のMPでは15局の既存中波無線標識局をDGPS局に改修することが提案

されていた。 

しかし、改修されたのは1局のみであった。しかも、2000年５月に、故意にGPSの精

度を劣化させるシステム（SA : Selective Availability)が停止されたためGPSの精度

が向上し、DGPSの必要性が薄れたため、その後改修は行われていない。 

灯台に併設されていたレーダービーコン局は、前回 MP の調査時（2000 年）には無線

局として84箇所に設置されていたが、そのほとんどが落雷等により故障していた。 

当時のレーダービーコン局の改修計画では、灯台や灯標の改修が完了した後、2011年

からレーダービーコンの改修を開始することになっていたが、その頃から、レーダーを

搭載した船舶は、GPS受信機とENC（Electronic Navigational Chart）からなるECDIS

（Electronic Chart Display and Information System）を使用するようになり、レーダ

ービーコンの役割も変化してきた。その結果、レーダービーコン局の修理や改修につて

の改善は行われなかったと思える。 
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  3.1.3 航路標識のための支援施設 

航路標識のための支援施設の現状を調査するため、全25箇所の管区本部（DISNAV）に

てアンケート調査が実施された。 

また、NAVIGASI本部からも必要なデータを取得し集計したものを、下表に示す。 

第3.1.3 -1表 支援施設集計結果（2019年 9月25日現在） 
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2002年の調査時（前回のMP）には、15箇所のワークショップ、9箇所の浮標基地、3

箇所の係留ヤード（桟橋）があり、前回のMPでは、これらの施設を全DISNAVに設置す

ることが提案されていた。 

下の写真は、これらの支援施設の現況の一部である。 

 

第3.1.3 -1写真 航路標識の支援施設 

今回のアンケート調査等によると、第3.1.3 -1表に示すように、25箇所のDISNAVに

は、ほぼ各種の支援施設が設置されていることがわかった。 

これらの陸上支援施設に加えて、離島の灯台や洋上の標識を保守整備するための航路

標識業務用船が必要とされる。 

これらの船舶は、設標船（KIP：Kapal Induk Perambuan）、補給船（KBP：Kapal Bantu 

Perambuan）、航路標識見回り船（KPP：Kapal Pengamat Perambuan）の 3 種類に分類さ

れている。 

航路標識支援のための代表的な業務用船は次のとおり。 

 

第3.1.3 -2写真 NAVIGASI航路標識業務用船  

補給船 

航路標識見回り船 

設標船 
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前回調査時には、支援船は76隻がDGSTに在籍しており、船種は違うものの今回の調

査においてもほぼ同数の船舶が在籍していた。 

下表は、管区に配備されている航路標識業務用船のクラス別隻数を示す。なお、括弧

内の数字が2002年のマスタープラン調査時の隻数を表す。 

第3.1.3.-2表 船舶の種類及びクラス別航路標識業務用船の配備数 

 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

3-8 
 

 

航路標識業務用船は、下表のように5つのクラスに分類されている。 

第3.1.3 -3表 クラス別 

 

クラスⅢの小型補給船数は減少し、一方でクラスⅠの大型設標船は 5 隻から 23 隻へ

と増強されている。 

各管区に配属されている航路標識業務用船の一覧表を、付録3.1.3 -1に添付する。こ

れには船齢並び2001 年及び 2018 年における船舶の状態を評価する技術点が記されてい

る。 

このデータを基に、船齢について2002年のマスタープラン調査時と2018年現在の状

況を下表のとおりとりまとめた。 

第3.1.3 -4表・図 航路標識業務用船の船齢 

 

 

2001 年当時の船齢の平均は 30 年で、全体の 3分の 2が 25 年を超えている。2018 年

の船齢の平均は23年で、3分の2は25年以下でありながら、3分の1は35年を超えて

いる。 

次頁の表は前回のマスタープラン調査時以降に新たに建造された設標船及び補給船

の一覧表である。 
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第3.1.3 -5表 新造設標船及び補給船 

日本財団の援助により設標船１隻が 2003 年に新造され、マラッカ海峡協議会（MSC）

と共同運用を行っている。2008年に設標船１隻、補給船3隻がDamen社の設計、技術援

助及び機械・装置の供給、すなわちパッケージ案件としてスラバヤのPT. Dumas Tanjung 

Perak Shipyardにて建造された。2016年、2017年には15隻がインドネシアの造船所に

よって新造されている。 

2014年、ジョコ大統領新政権発足時にガソリンなどの燃料費に含まれる政府補助金の

全面的な撤廃が行われ、余剰になった国庫から予算の再配分が行われた。補助金の削減

という目的よりも、むしろ財政支出へという転換策であり、2015年6月に9分野におい

て配分が行われた。海上運輸部門には合計11.9兆ルピア（約100億円規模）が新規に予

算化され、各種船舶の新造や港湾改修、各種無線システムの設置などに費やされた。前

記の政策のもと、15隻の船舶が2016年及び2017年に建造された。 
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  3.1.4 VTSシステム 

前回のMP調査時においては、航行援助施設の一つとしてマラッカ・シンガポール海峡

及び第1、第2、第3シーレーンに VTS を設置することが検討されていた。 

また、海外の国によるインドネシア国内への VTS 設置のための調査が行われており、

2020年までに3つのメインセンター、2つのサブセンター、2つのレーダー局、14のAIS

局からなるVTSを4段階に分けて整備することが提案されている。 

現在のインドネシアの VTS は、提案されていたものとは若干異なるが、港湾型 VTS、

沿岸型VTS、海峡型VTSの3種類に分類されている。 

現在、インドネシアにはDGSTの管轄下で設置され運用されているVTSは23施設（セ

ンターを含む）あり、石油・ガス会社などの民間企業が運営するVTSセンターも3施設

以上ある。これらのセンターにはAIS局も装備されている。 

VTSの設置場所は下図に示す。 

 

第3.1.4 -1図 VTS位置図 

 

近年、VTS の機能の一つとして、航行の安全や海洋環境保護の目的だけでなく、船舶

の動向を監視するセキュリティ面でのニーズがある。今後は、関係機関や情報受益者と

の情報共有が課題となってくる。 

VTS センターの設置管区及び製造機器メーカ一覧を次頁に示す。 
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第 3.1.4 -1表 VTS施設一覧 

 
 

代表的なVTS施設の外観及び内部運用室の一部を紹介する。 

 

第3.1.4 -1写真 代表的なVTSの建物とその運用室 

  

No. VTS Brand DISNAV

1 Belawan VTS Transas 1st Class Belawan

2 Teluk Bayur VTS Transas 2nd Class Teluk Bayur

3 Batam VTS Center JRC 1st Class Tanjung Pinang

4 Dumai VTS Sub-Center JRC 1st Class Dumai

5 Palembang VTS Transas 1st Class Palembang

6 Panjang VTS Kongsberg 1st Class Tanjung Priok

7 Merak VTS Kongsberg 1st Class Tanjung Priok

8 Tanjung Priok VTS Kongsberg & Transas 1st Class Tanjung Priok

9 Cirebon VTS Kongsberg 1st Class Tanjung Priok

10 Semarang VTS Transas 2nd Class Semarang

11 Surabaya VTS Sanatos 1st Class Surabaya

12 Benoa VTS Transas & Kongsberg 2nd Class Benoa

13 Lembar VTS Transas 2nd Class Benoa

14 Pontianak VTS Transas 3rd Class Pontianak

15 Banjarmasin VTS Transas 2nd Class Banjarmasin

16 Batulicin VTS Transas 2nd Class Banjarmasin

17 Balikpapan VTS Transas 1st Class Samarinda

18 Samarinda VTS Transas 1st Class Samarinda

19 Tarakan VTS Vissim 3rd Class Tarakan

20 Makassar VTS Vissim 1st Class Makassar

21 Bitung VTS Vissim 1st Class Bitung

22 Sorong VTS Transas & Kongsberg 1st Class Sorong

23 Bintuni VTS Kongsberg 1st Class Sorong



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

3-12 
 

 

  3.1.5 GMDSS 

前回調査時の2002年時点では、DGST は 30 箇所の沿岸無線局（CRS）を運用してお

り、そのうちSOLAS 条約で必要とされるA-3 エリア（HF DSC）の無線設備が備えられ無

線局が 12 箇所、A-2 エリア（MF DSC）が 30 箇所、A-1 エリア（VHF DSC）が 30 箇所

に設置されていた。インドネシア内の HF DSCによる A-3 エリアはこれらの局で完全に

カバーされている。 

しかし、MF DSC によるA-2 エリアには不感地帯があり、将来の改善が期待されてい

た。また、VHF DSC によるA-1 エリア は、主要な港など重要な海域をカバーしなけれ

ばならないところが多く、将来の拡張が期待されていた。そこで、A-2 エリアに 29 局、

合計 59 局、A-1 エリアに 48 局、合計 78 局の無線局 を追加することが提案された。 

現在、112 箇所の無線局が GMDSS に対応しており、インドネシアのほとんどの沿岸水

域と重要な港湾地域をカバーしている。 

これらの無線局の他に、GMDSS の装置が設置されていない無線局が 39 局ある。現在、

合計151箇所の沿岸無線局（CRS）が運用されている。151局は1級、2級、3級A、3級

B、4級A、4級Bの6つに分類されており、その内訳は、下表のとおり。 

第3.1.5 -1表 沿岸無線局（CRS）の区分 

 
 

CRS の位置図を下図に示す。また、付録 3.1.5 -1にCRS一覧表を添付する。 

 

第3.1.5 -1図 沿岸無線局の位置図  
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航行警報、気象予報・警報、船舶への捜索救助情報などの海上安全情報を配信する

NAVTEXは、ジャカルタ、マカッサル、アンボン、ジャヤプラの4つの無線局（CRS）から

発信され、当該無線局は、概ねインドネシアの領海をカバーしている。カリマンタン北

部の一部海域はサービスエリアから除外されているが、NAVAREA-XI の調整会議でシンガ

ポールとマレーシアが担当することになった。そのため、この海域での新たな拡大計画

は検討されなかった。 

また、サービスの充実を図るため、インドネシア語による情報提供が提案された。前

回のMPでは、インドネシア西部海域をカバーする送信局の増設と既存局の改修が提案さ

れ、その中にインドネシア語での送信を可能にするための改修も含まれている。 

現在のNAVTEXの送信局（4局）とその有効範囲図を示す。 

 

第3.1.5 -2図 NAVTEX送信局とその有効範囲図 

  3.1.6 インドネシア船位通報制度（ISRS; Indonesian Ship Reporting System) 

SAR 条約に基づく船位通報制度の重要性が認識され、既存の沿岸無線局を利用してイ

ンドネシア海域に船位通報システムを構築することが提案された。 

システムは、ジャカルタの本部にあるMCC（Marine Command Center）が運用に入った

2013 年から開始された。一部の沿岸無線局は通信回線を介して MCC に接続されている。 

通報制度は現在も運用されているが、通報船はほとんどない。その理由は、この通報

制度が強制的ではないことと自動的に位置を知らせる AIS が普及してきたことにある。

MCCはAISだけでなく、衛星システムを利用したLRIT（Long-Range Identification and 

Tracking of Ships）でも船舶の情報を受信している。 
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下図は、運用指令室（MCC）の総合表示盤の写真である。 

 

第2.1.6 -1写真 MCC運用指令室 

  3.1.7 通信システム 

DGST では、管区本部と地方事務所間の通信手段として HF 無線通信を使用している。

しかし、低速テレックスや SSB を使った可聴通信にとどまっているため利便性に欠ける

ことから、地上の通信回線や衛星通信システムを利用したインターネットによる通信ネ

ットワークが計画されていたが、その後のスマートフォンの急速な発達により、検討さ

れていた通信網の整備は実施されていない。  
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  3.2 2007年までの短期整備計画 

前回のMPでは、2007年までの短期優先業務として次の4業務が提案されていた。 

1) GMDSSの拡大 

2）灯台の改修・整備 

3) スンダ海峡、ロンボク海峡におけるVTSの整備及びISRSの整備 

4) DGPSの整備 

今回の調査では、提案に対する個々のプロジェクトの実施内容（実施年、場所等）につ

いては確認できなかったが、現状の整備状況を基にレビューを行った。 

  3.2.1 GMDSS 

緊急性が要求されたGMDSSの整備に関する提案に対しては、日本のコンサルタントと

日本の財政支援を受けて整備がなされていた。2011 年までに GMDSS装置を導入した33

箇所の CRS が整備され、そのうち4局はAIS基地局も併設されている。 

  3.2.2 航路標識（光波標識） 

短期計画で計画された灯台・灯標の改修・整備内容については、実施年毎に確認でき

なかったが、現状の整備状況から判断して、いずれにしても必要とされる箇所に航路標

識が整備されていると言える。 

航路標識支援施設の整備については、提案通り拡充されていると考えられる。航路標

識の整備と合わせて現状から判断すると、ほとんどの管区本部で支援施設が整備されて

おり、現状では充実していると言える。 

  3.2.3 VTS 

短期計画では、スンダ海峡とロンボク海峡にそれぞれ、メインセンター1 箇所、サブ

センター2箇所、レーダーサイト2箇所、遠隔AISサイト12箇所からなるシステムが提

案されていたが、2007年を目標年度とした短期計画ではVTSの計画は進んでいなかった。 

それから10年が経過し、システム構成は異なるものの、提案された個所にVTSが設置

された。 

  3.2.4 DGPS（ディファレンシャルGPS局） 

短期計画期間内では、DGPS局は１局のみ整備されていた。 

その後は、GPSのSA廃止や測位精度の向上によりDGPSの必要性が低下したことなど、

GPSを取巻く環境が大きく変わったため、DGPSは整備されていない。 

  3.3 DGSTの戦略的整備計画（2015 - 2020） 

DGST は 2015 年 12 月に国家中期開発計画（RPJMN）をもとに戦略的整備計画（RENCANA 

STRATEGIS[RENSTRA]）を作成した。この計画には、目標、政策、戦略、プログラム、開発活

動の方向性などが、それぞれの業務や機能に応じて盛り込まれている。 
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当然のことながら、航路標識の分野についても記載されており、航路標識の設置場所や

設置年などが詳細に示されている。 

本整備計画書の表紙の写しを下図に示す。また、灯台、VTS、GMDSS、支援施設等の航行

援助施設の設置場所等が示されている図を、付録 3.3 -1に添付する。 

 

第3.3 -1図 戦略的整備計画書の表紙 

この報告書によると、光波標識についてのみ挙げれば、2019 年までの整備目標として、

灯台306基、灯標2,281基、灯浮標771基の設置が計画されている。 

2015年に発表された当時の報告書の一部を次に示す。 

 

 

第 3.3 -2図 戦略的整備計画の説明資料 
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第3.3 -1表 航路標識の開発整備計画（2015-2019） 

 

参考として、2019年3月現在、DGSTが運用する光波標識は、第3.1.1項及び第3.1.1-1

表に示すように、灯台 284 基、灯標 1,877基、灯浮標 553基となっている。 

     ＊ DGST 所管外の標識を含むインドネシア国の光波標識の総合計（2019 年 3 月現在）

は、以下のとおり。 

灯台    284基 （DGST所管のみ） 

灯標   2,720基 （DGST所管 1,877基＋DGST所管外843基） 

灯浮標  1,180基 （DGST所管   553基＋DGST所管外627基） 

Plan
2015 2016 2015 - 2019

Shipping Telecommunications
  a.Vessel Traffic Service (VTS) Station 20 Station 20 Station

    1) VTS Station Development 0 Station 0 Station 0 Station 0 Station

    2) Upgrade VTS Station 6 Station 3 Station 34 Station

  b. Beach Radio Stations (GMDSS) 84 Station 138 Station

    1) GMDSS Development 13 Station 9 Station 32 Station 54 Station

    2) GMDSS upgrade 9 Station 4 Station 69 Station

Visual Aids to Navigaton (SBNP)
  a. Lihght House 282 Unit 0 Unit 4  Unit 20 Unit 306 Unit

  b. Light Beacon 1540 Unit 116 Unit 100 Unit 525 Un it 2281 Unit

  c. Lighted Buoy 466 Unit 86 Unit 18 Unit 201 Unit 771 Unit

  d. Day Markss 135 Unit 0 Unit 2  Unit 0 Unit 137 Unit

  e. Small Buoy 40 Unit 0 Unit 0 Unit 0 Unit 40  Unit

Navigating State Vessel (KNK)
  a. Class I ship 27 Unit 10 Unit 5 Unit 24 Unit 66  Unit

  b. Class II Ship 32 Unit 0 Unit 0 Unit 0 Unit 32  Unit

  c. Class III ships 4 Unit 5 Unit 0 Unit 25 Un it 34  Unit

  d.Rigid Inflatable Boat (RIB) 44 Unit 44 Unit 0 Unit 0 Unit 88  Unit

  e.Flat Work 5 Unit 5 Unit 0 Unit 0 Un it 10  Unit

DEVELOPMENT OF Aids to Navigation (SBNP) AND Radio Telecommunicatons

Existing
Implementation

Total



 

 

 

第４章 

現地調査 
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第４章  現地調査 

  4.1 現地調査概要 

本事業では、関連分野の現状把握と課題の抽出を目的として、DISNAV（管区航路標識事務

所）訪問、アンケート調査、海上通航量調査等の現地調査を実施した。 

DISNAV訪問では、JSTメンバーがNAVIGASI本庁職員とともに、DISNAV職員と打合せを実

施し、ヒアリング調査や関連施設の視察を行った。現地調査時の関連施設等の写真を付録

4.1-1（１～14）として添付する。 

アンケート調査は、現地調査の補足及び関連情報を把握するため、航路標識及び関連施

設等に関わる調査表が作成され、現地コンサルタント会社に委託して2019年 7月～8月の

間に全DISNAV事務所に送付された。回答率は38％でかつ空白欄が多かったが、それら関連

資料を付録4.1-2として添付する。 

海上通航量調査は、第 1 回 JCC で提案された場所において、AIS 受信機を設置して実施

し、そのうち一部の箇所ではレーダー及び目視による通航実態調査が行われた。 

現地調査のDISNAV箇所及び訪問日を下表と、位置図を次頁に示す。 

 

第4.1 -1表 管区本部事務所等訪問日一覧表 

番号 管区本部事務所等 クラス 訪問日 備考 

１ クパン（Kupang） 2 2019.7.1-5  通航量調査 

2 アンボン（Ambon） 1 同上  

3 ツアル（Tual） 3 同上  

4 タンジュンプリオク（Tg.Priok） 1 2019.7.10  

5 サマリンダ（Samarinda） 1 2019.7.15-19  

6 タラカン（Tarakan） 3 同上  

7 マカッサル（Makassar） 1 同上 通航量調査 

8 ベラワン（Belawan） 1 2019.10.13-15  

9 サバン（Sabang） 2 2019.10.16-18 通航量調査 

10 ポンティアナック（Pontianak） 3 2019.10.21-24  

11 ビトゥン（Bitung） 1 2019.10.22-27  

12 スラバヤ（Surabaya） 1 2019.10.28-31 通航量調査 

13 トゥルクバユール（Teluk Bayur） 2 2019.11.4-7  

14 （ラブアンバジョ（Labuan 

Bajo）） 

 2019.11.4-7 通航量調査 

  

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

 
4-2 

 

 

   

第4.1 -1 図 管区事務所等訪問先位置図 
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  4.1.1 クパン管区航路標識事務所（DISNAV Kupang）2級 

1) 位置 

    東ヌサテンガラ州 

 

第4.1.1 -1図 クパン管区航路標識事務所所在地 

 2) クパン概要 

クパンは、東ヌサテンガラ州都として、2011 年の時点で人口 35 万人（州全体 260 万

人）を有し、熱帯モンスーン気候下に属している。 

主たる産業はセメントであり、他にもクパン港に敷設された州政府所有の4,000 haを

有する50万 tの天然塩貯蔵施設事業が2013年より開始され、また漁業や家畜産業も一

般的に行われている。 

3) クパン港 

230m 長を有するコンテナふ頭は、ペリンド 3 のクパン事務所によって運用されてい

る。これは 2005 年に日本の ODA で整備されたもので、湾の南岸から漁港、コンテナふ

頭、多目的ふ頭、そして旅客ふ頭と並ぶ。 

 

      第4.1.1 -1写真 クパン港のコンテナヤード  
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4) クパン管区航路標識事務所 

約 180 名の職員が配置されている。担当エリアには 2 級沿岸無線局1 箇所、3級無線

局2箇所及び4級無線局6箇所を擁する。2級局と3級局にはGMDSSが配置されている。 

また、設標船と補給船が配置されている。灯台は21箇所あり各箇所2名が常勤として

保守管理業務に当たっている。 

 a)クパン2級沿岸無線局 

延べ18名の職員による3交替制で、各2名が24時間勤務を行っている。勤務シフ

トは8-14時、14-20時、20-翌8時である。 

 

第4.1.1 -2写真 クパン管区航路標識事務所のGMDSS運用室 

送信局と受信局は混信を避けるため10km離れており、両者間は、マイクロ波通信回

線中継局を一箇所介して接続されているが、回線機器が現在故障中であり、両者間は

簡易無線機によってのみ交信を続けている。受信局にはAISが併設されている。 

AIS の受信域は半径 46 海里となっているが、60 海里遠方も不安定ではあるが受信

可能である。局舎には、光ファイバーによるインターネット網が敷設されていて、送

信状況、船舶用の貯蔵燃料の残量、運用や保守等に関する情報を日報として担当者間

で情報共有されている。 

 
第4.1.1 -3 写真 通信業務運用室  
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 b）クパン灯台 

白色塗装された鉄骨建の 29m 高を擁する灯台で、灯火は 15 海里まで到達する灯器

が設置されている。商用電源のバックアップ用として太陽光パネル発電が備わってい

る。2 名のスタッフが常駐し 3 箇月毎に交替している。クパン管内計 21 箇所の灯台

に、延べ42名の灯台スタッフが勤務している。 

   

第 4.1.1 -4写真 クパン灯台 

 c）設標船及び補給船 

 a. KN NIPA (設標船) 

設標船 NIPA は 2017年建造、船体、エンジン、艤装に関して良好な状態を保っ

ている。当船は、2018年に5基のブイ交換と9基のブイの補修に従事した。 

 

第4.1.1 -5写真 設標船（KN NIPA）  
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 b. KN MINA (補給船) 

1997 年建造で主機は、初代の新潟鐵工製から 2015 年にスペイン製の Dresser 

Ruascor Guascor に載せ替えられたものの、保守用交換部品の入手に3箇月間も要

しており問題となっている。船艇下部甲板の肉厚は薄くなり、船首部分は錆が発生

し補修が必要な状態である。2018年度は、4基のブイの補修作業に従事した。 

 

第4.1.1 -6写真 補給船（KN MINA） 

5) レポーティングシステム（マスターケーブルシステム） 

クパン沿岸無線局では、船舶に対する“マスターケーブルシステム”と呼ばれるレポ

ーティングシステムを義務化している（第4.1.1-2図参照）。 

2019年に施行されたUndang Undang No.9/2019という政令に基づく。船舶が入港する

際に、クパン沿岸無線局に対して到着予定時刻や船舶名、水先人、タグボートの必要性、

仕向地などの必要情報を海上無線または E メールなどで通報し、沿岸無線局は港長（ハ

ーバーマスター）に情報を提供、船舶代理店はそれに基づき港湾使用料を銀行経由で振

り込み、確認された後、港長から着岸許可が下りる流れとなっている。 

 

         第 4.1.1 -2 図 マスターケーブルシステム図  
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6) 課題 

クパン管区航路標識事務所への聞き取りや各種調査などを介して、下記の課題が浮き

上がってきた。 

 a) 灯台無人化及び灯台監視システムの導入 

灯台の近代化により、灯器部分のLED化が進み、従来のような電球の交換などの定

期的保守が不要になりつつある。また無線を用いた監視化が可能となっていることか

ら、監視システムの導入により無人化が将来的に可能となる。 

 b) 3級ならび4級の沿岸無線局統合 

ICT（Information and Communication Technology）技術を活用し無線局の統合を

行い、他の局に集約化することによる無人化等の効率的運用を図ることが望ましい。 

 c） 船舶用必要補修部品の調達 

船舶の運用効率を維持するためにも、最低限必要な交換及び保守用部品を調達し保

管しておく必要がある。 

 d） 航路標識の設置 

クパン管区航路標識事務所が管轄する港湾の多くが周囲を岩礁に囲まれているた

め、暗礁を避けるための水深制限区域が多くある。これらの場所に暗礁明示のための

標識をさらに設置することが望まれる。 
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  4.1.2 アンボン管区航路標識事務所 (DISNAV Ambon）１級  

1) 位置 

マルク州 

 

           第4.1.2 -1図 アンボン管区航路標識事務所所在地 

2) アンボン概要 

アンボンは港湾都市として南から西に開けた湾に面し、マルク諸島の経済と運輸の中

心としての役割を担っており、東インドネシアの中では最大規模の都市である。2014年

時点で人口 39 万人を擁し、熱帯モンスーン気候下に属しており乾季が実質存在しない。

赤道に近いため年間平均気温は25-27℃である。 

3) 船舶ならびに他の航行援助施設 

アンボン管区航路標識事務所においての聞き取り及び調査結果を記す。 

 a) 設標船  

2隻の設標船、KN.ALPHARD 及び KN.BACON が管区に所属し、航路標識の保守、灯台

への補給ならびに灯台常駐スタッフの交替に用いられている。 

KN.ALPHARD はドック入りが済み、KN.BACON はプロペラシャフト、バウスラスター、

ECDIS、INMARSATなどの補修や整備が予定されていた。 

  

   第4.1.2 -1写真  KN.ALPHARD（左）及び KN.BACAN（右） 
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 b) アンボン沿岸無線局 

中波と短波受信機が設置されているが、いずれも大変古いものである。またVHFと

NAVTEXの運用も行っている。送信機は、当該無線局から少し離れた無人施設に設置さ

れている。雨天中は信号出力がダウンするため、システム再起動等に手間が掛かって

いる。 

  

第4.1.2 -2写真 中波/短波機器及び空中線結合器 

 c) 送信局 

送信局は、受信局から車で20分の距離にある。中波/短波ならびにNAVTEX機器は、

常にスタンバイモードに設定してある。VHF機器は、DSCユニットならびに送信および

国際チャンネル内にセットされている。空中線鉄塔は古く、定期的なメインテナンス

が必要である。 

 

第4.1.2 -3写真 送信局機器及び空中線鉄塔 

 

 d) アンボン灯台 

高さ30mの鉄塔型で、海抜117mの岬上部に設置されている。灯器はLED製で、電源

は太陽光発電蓄電池から供給されている。 
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第 4.1.2 -4写真 アンボン灯台 

 

 e) 港湾 

比較的大規模な貨物船や 14,000 t クラスの客船が日常的に出入港を繰り返してい

る。課題は、岸壁の路面状態が悪く、かつ電源ケーブルが路上をまたいでいることか

ら、コンテナの荷下ろしに支障を来している。湾内は水深が深いため、灯浮標は設置

されていない。 

 

                      

 

第4.1.2 -5写真 アンボン港 
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  4.1.3 ツアル管区航路標識事務所 (DISNAV Tual) ３級 

1) 位置 

マルク州 

 

第4.1.3 -1図 ツアル管区航路標識事務所所在地 

2) ツアル管区航路標識事務所の概要 

ツアル管区航路標識事務所は、ツアル街中から陸路60km南部に位置し、湾内のふ頭及

び浮標基地と隣接している。位置的に携帯電波の圏外で固定電話線が整備されていない

ため、外部との通信手段がない。唯一短波による無線施設が設置されているが、日常的

には使用されていないようである。管区航路標識事務所であるにも関わらず機能に支障

を来している。湾内は、携帯電波受信圏内となるため3Gのブースターリレー等を設置す

ることで解消すると思われる。 

 

           第4.1.3 -2図 事務所、無線局、灯台位置図  
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第 4.1.3 -1写真 ツアル管区航路標識事務所 

3) 沿岸無線局 

4 箇所の無線局が管区内に存在する。うち 3 箇所は GMDSS が備わっている。ツアル沿

岸無線局は、管区航路標識事務所から離れ、港に隣接する街中に位置する。当無線局は

中波、短波帯において極端なシティノイズによる干渉に悩まされており、本来の無線通

信が行えない状態で何らかの抜本的解決が望まれる。基本的に、シティノイズは、過去

10年来に急速に普及したインターネット系の様々な信号がアンテナを経由して入ってく

るものであって、小手先の対応では簡単には解決できない。 

SIMRAD製のAIS受信機が導入されているが、的確に運用活用されている風はなく、ま

た受信している船舶も限られている（スタンドアローンの運用）。  

 
第4.1.3 -2写真 ツアル沿岸無線局  
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第4.1.3 -3写真 短波送信機及びGMDSS（表示画面） 

       

第4.1.3 -4写真 AIS ディスプレイ 

4) 航路標識 

管内には灯台11基、湾内に灯標19基、湾外に灯標59基、標柱10基、管区航路標識

事務所管轄外灯標12基の、計111基が存在する。 

(灯浮標が無いため、設標船は配属されていない。) 

  

第4.1.3 -5写真 SAVIK製 LED 灯器及び太陽光パネル 

複数の灯器製造メーカによる異なる機器仕様となっているため、交換部品の共用が困

難なことや調達が容易でないことなどに考慮し、整備性に焦点をあてた航路標識の再分

類作業を行うことが望ましい。 
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5) Tg. Burang 灯台 

 

第4.1.3 -3図 事務所、無線局、灯台位置図 

2014年に建造されたもので北端のKei Bosar岬に位置する。 

海抜40mの絶壁突端に建てられた高さ40mの鉄骨型タワーで、光源はLEDを採用、電

源はソーラーを用いている。予備電源にディーゼル発電機を有する。2名の職員が3箇

月交代で常駐する。 

灯台の電源が自動化されたが、現在でも職員が3箇月交替で常駐しており、主に施設

の維持管理にあたっている。灯台の有人化に伴う維持経費は依然として掛かり続けてい

ることは改善の余地がある。 

   

第 4.1.3 -6写真 Tg. Burang 灯台及び灯台用鉄塔 
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第 4.1.3 -7写真 職員居住区及び発電機 

 

第4.1.3 -8写真 本島との交信に使用される短波無線機 

灯台は交通の要所にあり、北オーストラリアからフィリピンへ抜ける南北ラインと

パプア、スラウェシ、ジャワの東西ラインの最短交差箇所に位置する。この灯台は最近

出来たばかりで、この新規ルートは今のところそれほどの交通量はないが、今後交通量

の増加が見込まれることから、この地点でAIS等を用いて交通量調査を管区航路標識事

務所において実施し将来の航行安全対策を検討することになろう。このルートは、実質

的な第4シーレーンと言える。 

将来的には、56km先のTual 局とAIS局を接続し、Tualからの船舶動向監視、気象

情報提供、データ蓄積(クラウド化)等が可能となれば、大きな相乗効果が期待できる。 

    

第 4.1.3 -4図 ツアル沿岸無線局及びTg. Burang灯台周辺の通航船舶実態図 
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6) ツアル港 

ポルトガル、オランダ進出時代からの歴史的な胡椒ルート沿いにある。入港船は

15,000t(最大)、平均 8,000t クラスである。スラバヤからツアル経由の近隣諸島への定

期便が多い。平均して一日に貨物船が約6隻と月に一度客船が入港する。 

現行300mのバースを600mに拡張する工事が計画されている。 

 

  

     第4.1.3 -9写真 貨客船ふ頭の状況

 

第4.1.3 -5図 インドネシア国有海運会社PELNIの運航経路図 

7) 通信ネットワーク環境 

海運総局の将来構想に含まれる通信ネットワーク化に関して、訪問先にてネットワ

ークの回線速度の計測を行った。 

実際のデータ通信には十分な帯域が保たれている。沖合15マイル洋上でも継続して

データを取り込めることができた。 
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下表に測定結果を示す。 

      第 4.1.3 -1表 主要な場所における通信ネットワークの現状 

 

  

場所 Ambon Tual Tual Tual 

  空港 街中 南部 Jetty CRS 

時間 15:50 18:29 11:31 15:30 

回線 4G/LTE 4G/LTE 4G/LTE IP 

Down (Mb/s) 32.8 19.23 3.28 18.8 

Upper (Mb/s) 23.8 5.64 5.62 4.2 

Ping ms 69 182 326 86 
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  4.1.4 タンジュン プリオク管区航路標識事務所 (DISNAV Tanjung Priok) １級 

     1) 位置 

ジャカルタ 

  

第4.1.4 -1図 タンジュン プリオク管区航路標識事務所所在地 

2) タンジョン プリオク管区航路標識事務所の概要 

庁舎は、ジャカルタ北部のタンジュン プリオク港内に位置する。 

タンジュン プリオク港は、インドネシア第1位の貨物扱高を誇り、ペリンド2による

オペレーションが行われている。 20 のターミナルを備え、一般貨物ターミナル、廃棄

物、旅客、ドライバルク、石油、ケミカル及び３つのコンテナターミナルからなり、新

プリオク拡張工事が2023年まで進行中である。 

 

  第 4.1.4 -1写真 荷揚げ待ちの多くの錨泊船舶 

3) 沿岸無線局 

無線局は庁舎の前に配置され、下記が主な装備である。 

a) 短波、中波、VHF、無線システム 

b) VTS, AIS 

スタッフは3交替制で、NAVTEX、 GMDSS、レーダー、AISをVTSが担当する。 
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           第 4.1.4 -2写真 中波、短波空中線鉄塔及び送信制御器 

 

   

第 4.1.4 -3写真 VTS 運用室 

   

       第 4.1.4 -4写真 レーダー画面及びAIS画面 

 

上記のシステムによって集約された情報ならびに気象、海難、航行警報など他の機関

から収集された情報は、航行船舶に対しVHF無線で通報される。NAVTEXはGMDSSの重要

な機能の一つで、航海情報ならびに気象警報、気象予報、また海上安全情報を 4 時間毎

に1日6回放送される。当沿岸無線局は、インドネシアが担当するNAVAREA XI地区にあ

る4箇所の送信局(Jayapura, Ambon, Makassar, Jakarta)の一つとして任に当たってい

る。 

NAVTEXは中波帯の490 kHz及び518 kHzにて送信され 沿岸から 約370 km (200 海

里)をカバーする。  
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第 4.1.4 -5写真 NAVTEX 運用卓 

NAVTEX の発信情報は、E メールまたはファックスにより入電され、その発信源は海軍

水路部、BMKG、BASARNAS、海運総局のメッセージセンターなどである。 

  

第4.1.4 -2図 NAVTEX経路図 

上記機関とは、マイクロ波無線回線(7.6 GHz)で結ばれている。 

一般電話回線やEメールはGMDSS のネットワークとして、Panjang、Cirebon、Begkura、 

Cigadeng、Sunda Kelapa の各局で用いられ、それらのデータは、KPLP、BASARNAS、 

Maritime police、Syabandar、タンジュン・プリオク管区航路標識事務所（VTS）DGST 

Massage Centerに送られる。 

情報収集と発信は効率的に行われているとは言えず、情報をより簡潔にスピーディに

かつ効率的に配信するか検討の余地があり、クラウドシステムなどの ICT(Information 

and Communication Technology)を導入し効率的なシステムへの改善が必要である。 
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  4.1.5 サマリンダ管区航路標識事務所 (DISNAV Samarinda) １級 

1) 位置 

東カリマンタン州 

 

第4.1.5 -1図 サマリンダ管区航路標識事務所所在地 

2) サマリンダ概要 

東カリマンタン州都として人口80万人を抱え、古くは原木輸出で栄え、近年はボルネ

オ島内陸の石炭や鉱物資源の輸出港として、海運業で栄えている。町は、総延長 1,000

㎞に及ぶマハカム川の河口からデルタ地帯を西方に 50 ㎞上った地点を中心として広が

っており、1980年代にマハカム橋が完成する前までは、フェリー（はしけ）による河川

横断に頼っていた。 

河川の内陸水源地は標高1,600mに及ぶため、雨季には水流が増し、内陸奥地から多く

の灌木や浸食された土壌が河川に流れてくるため、水上交通の支障となっている。また、

熱帯性モンスーン気候のため、乾季と雨季の水量差が大きく、さらに赤道直下であるた

め大きな干満差も合わせると上流では 10m 以上の水位差が生じる。乾季の満潮時には、

海側より海水が逆流してくるため、壌土塩害なども発生している。 

これらの事象を考慮すると、特にマハカム橋梁通過の際には水位に対する注意が必要

となり、またサマリンダ市内から河口までの50㎞近くはデルタ内を複数の河川が蛇行し

ているため、河川底深度の把握も重要な通航要因となっている。 

3) マハカム川の概況 

a) マハカム川の航行管理を担当する PELINDO によると、年間 4-5 回のマハカム橋脚と

の接触事故が発生している。 

b) タグボートが曳航するバージが主たる船舶形態であり、エンジンは 850 馬力２機掛

け、バージは300ft長、船腹は4,000トンを有し、喫水は5mである。 

c）雨季には上流からの膨大な水量により、タグボートの操作が困難となって橋脚との衝

突が起き易い。 

d) 約 40隻のタグボートが毎朝7-11時の間に、満載のバージを曳航して橋を通過する。 
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橋の近くでは、荷物の積み替えのため無積載のバージが係留することがある。また

通行方向に関係なく、石炭満載のバージは満潮時には積載高のため橋の下を通過出来

なくなることもあり、特に水流が早いときは事故の危険性を秘めている。 

  

第4.1.5 -1写真 マハカム橋（左）及びタグ曳航のバージ（石炭満載状態）（右） 

 

第4.1.5 -2写真 白い矢が航行中のバージ (Google image より) 

 

    第 4.1.5 -3写真 黄色い矢印がサマリンダから300km上流の積載地の一つを示す 
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4) サマリンダVTS 

2箇所にVTSセンサーが配置されている。一つは、サマリンダから50km下流の河口付

近に位置するMuara Pegahで、このルートは、主に深喫水のバージや大型船のマハカム

川への入口として用いられている。  

 

第4.1.5 -2図 VTSセンサー設置位置図 

1 箇所のセンサー局で広大なデルタ全体をカバーすることは不可能なことから、もう

1箇所のセンサー局がTg Mangkalihatに配置されている。この場所は、スラウェシ島を

対岸に見るボルネオ島の東岸半島の付け根に位置している。AIS データは、マイクロ波

無線回線でサマリンダまで送信されている。このセンサー局では、対岸スラウェシ北西

端に位置するManimubaya 灯台との間（75NM)をマカッサル向けに航行する船舶のAIS情

報を入手することにある。 

 

第4.1.5 -3図 AISデータ経路図  
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5) サマリンダ VTS及び沿岸無線局  

VTS及び無線局は、同一局舎内に配置され運用されている。VTSは、気象局ホームペー

ジからの気象情報を VHF により送信し、無線局は、航行警報を配信している。海難情報

を入手した場合、運用官は船舶代理店であるBASARNAS、Syabandar、その他の関係先に携

帯電話により連絡を入れる。また、サマリンダ管区航路標識事務所あてには書簡により

通知される。 

 

第4.1.5 -4写真 サマリンダVTS運用室 

6) バリクパパン VTS 及び沿岸無線局 

バリクパパン VTS 及び沿岸無線局は、サマリンダ管区航路標識事務所から約90km南

西に位置し、カリマンタン島では最も船舶がふくそうするバリクパパン港内にある。 

港内の係留地は 7 箇所に分かれ、船舶は大きさや種類によって指定された地域に係留

しなくてはならない。VTSオペレーターは、BMKG（気象・気候・地球物理学局）からの気

象情報や航行警報などを基に、最適係留場所の通知を VHF により行うことが義務付けら

れている。 

   

第 4.1.5 -4図 各種情報の伝達経路図  
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   第4.1.5 -5図 海難事故発生時の伝達経路図 

        
第 4.1.5 -5写真 バリクパパン VTS運用室 

7) Tukong Hill 灯台 

Tukong Hill 灯台は、バリクパパン湾入口に位置している。灯器は鉄塔の上部に設置

され、同じくレーダー、AISもタワー上部に設置されている。レーダー及びAIS情報は、

バリクパパンVTSに送られる。 

灯器はLEDに換装されており、5名が常駐し、機器の保守管理を担当している。 

 

第4.1.5 -6写真 Tukong Hill 灯台  
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8) 沖合積み替え係留地  

多くのバージは、マハカム河口から沖合10㎞程度の外洋上にて、石炭などの積み替え

作業を行っており、南北100 ㎞に渡って係留地が点在する。現在の２箇所のAISセンサ

ーではこれらの全域をカバーすることは不可能なため、複数箇所にセンサーを設置して、

VTSにて効果的な安全対策を講じることが望ましい。 

            

        第4.1.5 -6図 サマリンダ及びバリクパパン周辺の航行状況図 

9) 設標船、補給船 

 a) KN MIANG BESAR (設標船) 

2017年竣工の新造船であり、状態は良好である。同船により、2018年には灯浮標3

基の交換、25基の見回り整備が行われた。 

 b) KN MITHUNA (補給船) 

1974年建造で、2014年にスペインDresser Ruascor Guascor製のエンジンに置き

換えられている。保守用予備品の入手が困難である。2018 年に 2 基のブイ交換と 37

基の灯浮標の保守を行っている。建造後45年が経ているが、船体自体は使用には問題

ない。 

 

第4.1.5 -7写真 設標船と補給船  
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10) 調査結果に基づく課題 

a) 潮流観測機器を設置し、サマリンダVTSから河川潮流情報を配信する。 

b) 5 人体制で 6 箇所の灯台を管理していることから、LED 化及び無線監視制御システ

ムを導入し、無人化及び効率化を図る。 

c) 無線空白域が洋上で存在することから、VHF のカバレージを拡大するための送受信

局及び中継局を増設する。 
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  4.1.6 タラカン管区航路標識事務所 (DISNAV Tarakan)  1級 

1) 位置 

北カリマンタン州 

 

第4.1.6 -1図 タラカン管区航路標識事務所所在地 

2) タラカン概要 

タラカンは、カリマンタン島最北東に位置し、北部はマレーシアサバ州と接する。25

万人（2017年）の人口を有し、多くのフェリーが近郊諸島や対岸スラウェシ島の間を

行き交っている。また、マレーシアサバ州のタワウ市とも定期便を結び、バーター貿易

が盛んである。 

東オランダ会社時代に開発した油田によってかつて繁栄を遂げたが、現在の石油産業

は、タラカン産業全体の6％にしか満たない。主産業は漁業、鉱業及び林業である。 

 

第4.1.6 -2図 定期便経路図  
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3) VTS 及び AIS  

VTS 運用室は、タラカン管区航路標識事務所の3 階に配置され、屋上には高さ 40m の

鉄塔にX-Bandレーダーが設置されている。タラカン島の南部が丘陵に遮られ、AIS信号

が受かりにくいため、中継局の設置計画がある。湾内には1基の灯浮標があり、AtoN AIS

の設置試験が行われている。 

  

第4.1.6 -1写真 VTS 運用室（左）及びAIS 運用卓（右） 

4) 設標船 

設標船は浮標の保守管理、灯台への補給だけでなく、海難救助にも用いられている。 

  

第4.1.6 -2写真 設標船 

しかしながら設標船には下記の問題が発生している。 

a) 設標船は、河口域のような浅瀬では喫水制限があるため作業が行えない。 

b) 頻繁な燃料フィルター交換が不可避である(20% バイオディーゼル、80% 石化ディ

ーゼルB20ラベル)。 

c) クレーン操作性に問題ある。 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

4-30 
 

 

d) 乾舷が高いため、強風や高波に弱い。 

e) 灯浮標の交換は、モンスーン気候による高波のため10月に限定される。 

f) 自動操舵装置が十分でない。  

g) 乗組員が不足している。 

 

5) 浮標基地 

施設、機材、部品ならびに工作機械などは整然と管理されている。 

  

     第 4.1.6 -3写真 工作機械類（左）及び予備灯浮標（右） 

6) 灯標及び灯浮標 

毎月保守点検が行われているため、外観は非常に良好であった。 

  

第4.1.6 -4写真 灯標（左）及び灯浮標（右） 

7) 沿岸無線局 

GMDSS、短波、中波、超短波通信ならびにAISが設置されている。機材は、比較的新し

く設置されたものである。空中線鉄塔は古いが、保守は行き届いている。 
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第 4.1.6 -5写真 GMDSS 運用室及び局舎、空中線鉄塔 

 

8) その他 

60トン以上の船舶はAIS Class Bが義務付けられ、管区内の200隻の貨物船及び漁船

にも搭載される予定である。 
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4.1.7 マカッサル管区航路標識事務所 (DISNAV Makassar)  1級 

1) 位置 

南スラウェシ州 

  

第4.1.7 -1図 マカッサル管区航路標識事務所所在地 

2) マカッサル概要 

人口 130 万人を超える東インドネシア第一の都市で、南スラウェシの主要港として歴

史的にも重要な交易拠点の役割を担ってきた。主要漁港も併設されている。 

3) マカッサル管区航路標識事務所及びVTS 

管区内には、設標船、浮標基地、VTS及び沿岸無線局を有する。マカッサルVTSには、

JAIF(日本アセアン統合基金)により整備された VTS オペレーター研修設備が設置され、

各地からのオペレーターの訓練に用いられている。 

   

     第 4.1.7 -1写真 VTS及び運用室 
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第 4.1.7 -2写真 VTS運用官研修用装置 

4) 沿岸無線局 

管区内には5局のGMDSS局が運用されており、マカッサル局もそのうちの一つであ

る。  

また、全土4箇所(Makassar、Tg. Priok、Ambon、Jayapura)に設置されたNAVTEX送

信局の一つでもあるが、機器故障のため過去数年間運用されていない。システムは10

年前に導入された旧式アナログ機種であり全ての操作を手動で行わなければならない。 

特に、緊急放送が必要とされる津波や火山噴火情報などに自動対応できない点が大き

な課題といえる。機器の換装を早期に検討する必要がある。 

 

第4.1.7 -3写真 GMDSS 運用室 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

4-34 
 

 

5) マカッサル港 

インドネシアの中でも重要な港湾の一つであり、スラウェシでは旅客、貨物扱い高で

トップである。しかしながら港湾施設は十分とは言えず、他の重要港である Tanjung 

Priok (Jakarta)、Tanjung Perak (Surabaya)、Belawan (Medan)に比べると見劣りがす

る。 

  

第4.1.7 -4写真 ガントリークレーン及びコンテナヤード 

現在、大規模な新港が工事中であり、現行コンテナ取扱量が最大年間80万 TEUである

のに対し400 万 TEU程度まで拡張されることになっており、併設されるスラウェシ島縦

断鉄道や高速道路網との相乗効果もあって、大幅に入出港船が増えることが予想される。 

  

第4.1.7 -5写真 新港完成イメージ 

 

マカッサル沖合には、重要航路であるロンボク－マカッサル海峡とジャワ海－東イン

ドネシアを結ぶ主要内海航路が交錯しており、通過船及び新港への出入港船に対する航

行安全政策が課題となる。 

今後、VTSの設置等についても検討する必要がある。 
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第 4.1.7 -2図 主要な交通流図 
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4.1.8 ベラワン管区航路標識事務所（DISNAV Belawan）１級 

1) 位置 

北スマトラ州 

  

第4.1.8 -1図 ベラワン管区航路標識事務所所在地 

 

2) ベラワン概要 

ベラワンは、人口 220 万人（2019 年）を擁するスマトラ 1 位の都市であるメダン市

（ジャカルタ、スラバヤに次ぐインドネシア3位の都市）の15㎞北側の港湾都市で、ス

マトラ北部の海運窓口としての役割を担う。オランダ植民地時代の16世紀に、プランテ

ーション開発目的で開港された。ベラワンを含む大メダン圏は、北スマトラ全体のビジ

ネスハブとして発展中である。ベラワン管区は、北スマトラの北東沿岸部 280 マイルと

アチェ州の半分をカバーし、主要航路であるマラッカ海峡の北半分を担当している。  

3) ベラワン港 

インドネシアの国家重要ハブ港の一つとして年間 120 万 TEU の貨物取扱高を誇るが、

処理能力は、北スマトラの全需要に対しほぼ限界に達している。その補完対策として、

南部に新港のクアラタンジュン港が建設された（フェーズ１）。 

ベラワン港はデリ川の河口に建設されたため水深が浅く、深喫水の大型船の入港を妨

げている。浅瀬は沖合7マイルにまでおよび、航路確保のため浚渫作業が年2回行われ

ている。 
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第 4.1.8 -2図 ベラワン港 

浚渫後も水深が 7m までしか確保できないため、最大 5 万トンクラスまでしか入港で

きない。航路周知のための航路標識が数多く設置されているが、航路の最大幅が100mし

かなく航行に支障をもたらしている。 

航路の限界とは別に、16基のガントリークレーンとコンテナ置き場のスペースの狭さ

から港湾貨物取扱能力も限界にきている。 

 

第4.1.8 -1写真 ベラワン港 

      

             第 4.1.8 -2写真 航路通行船  
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4) ベラワンVTS 

VTSは港内に位置しており、11名の運用官、3名の技術者、2名の事務員体制で運用さ

れている。事故情報、航路標識の状況、船舶の行合い情報、気象情報などが1日 4回定

期的に発信されている。港務通信は、ペリンドが担当している。  

   

第 4.1.8 -3写真 ベラワンVTS運用室 

 

5) ベラワン沿岸無線局(GMDSS) と VTS 

GMDSS と VTS の運用は運用室で行われており、当管区航路標識事務所内の緊急信号の

受信は、過去1箇月間に1回のみであった。情報は確認後、BASARNAS, 海軍、マリンポ

リス、ハーバーマスターなどの関係先に転送される。受信信号が他管区航路標識事務所

管轄内からのものである場合は、当該管区航路標識事務所に転送されることになってい

る。 

 

  

第 4.1.8 -4写真 VTSと GMDSSの運用室 
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ベラワン管区航路標識事務所は 7 箇所の無線局を担当しており、これらは全てスマト

ラ東海岸のマラッカ海峡沿いに配置されていることなどから、運用の効率化を図るため

にもベラワンVTSにAISやVHF無線通信と合わせて1箇所に統合することも可能である。 

 

第4.1.8 -3図 管区内の無線局配置図 

6) 設標船及び補給船 

設標船KN Berhala (2017年にバタム造船所製)及び補給船KN Arcturusが配属されて

いる。KN Berhalaは、2018年中に187日間の航海を行い、灯台5基、灯標50基、灯浮

標41基及び浮標11基の保守管理を行った。 

船舶の状態は良好であるが、エンジンからの振動が激しく、高速回転での運航ができ

ない問題が起きている。これは他の管区航路標識事務所に所属する同一造船所で建造さ

れた船舶にも同じ現象が発生しており、エンジンと推進軸の芯が合致していないことが

根本原因であると推測される。  

   

第 4.1.8 -5写真 KN Berhala及び浮標基地 

 

7) クアラタンジュン新港概要 

ベラワンから 80 ㎞南西に位置する新港はいくつかのフェーズに分けて建設中である。 
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第 4.1.8 -4図 クアラタンジュン新港位置図 

現在、長さ500mのバースが完成しており、3基のガントリークレーンが設置され貨物

置き場も確保されている。ただし、このバースは、沿岸が遠浅地域のため、水深が十分

確保される沖合2.8㎞まで直角に伸びた桟橋を経由したところにある。 

今のところ国内航路向けにはすでに開港しているものの、需要の中心となるメダン市

から港までのアクセス道路や鉄道がまだ建設中でありベラワン港の役割をすぐに補完す

るというところまでには至っていない。 

将来の年間扱い高の目標は 60 万 TEU とのことであるが、北スマトラ需要貨物だけで

なく、マラッカ海峡の主要ハブ港であるシンガポールや、ポートクラン、タンジュン・

ペラパスなどと競合してシェアを競い合うためには、課題が多く残されている。 

貨物取扱いだけでなく大型クルーズ船を寄港させ、近くの有名なトバ湖観光用に周遊

バスを走らせる計画もある。ペリンドが運用する政府所有桟橋とは別に、２本の民間ア

ルミ精錬工場用の桟橋が挟むように並行して隣接しており、エリア拡張にはスペース的

に限界がある。 

   

第 4.1.8 -6写真 2.8km長桟橋 及び 500m長バース 
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第 4.1.8 -5図 ペリンド事務所に掲げられている航路標識設置図 

 

8) クアラタンジュン沿岸無線局 

ベラワン管区航路標識事務所には、3 級無線局がクアラタンジュン港から 1 ㎞内陸に

入ったところにある。GMDSS の A2 域用の装置として JRC 製及び Sailar 製が混在してい

る。AISはスタンドアローンで運用されている。 

AIS 情報は港湾オペレーションを担当するペリンドとは共有されておらず、ベラワン

VTSを有効活用するためにも入港船舶等の情報を共有化することが望まれる。 

       

         第 4.1.8 -7写真 クアラタンジュン無線局及びAIS画像 

第4.1.8 -9写真 運用室

  

Operation room 
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  4.1.9 サバン管区航路標識事務所 (DISNAV Sabang) 1 級 

     1) 位置 

アチェ州 

  

第4.1.9 -1図 サバン管区航路標識事務所所在地 

     2) サバン概要 

サバンは港の名称であり、アチェ州都バンダルアチェ市の北に位置するウェー島の一

つの町であり通称サバンと呼ばれている。サバンはオランダ植民地時代に発展した港町

で、インド洋からマラッカ海峡や東南アジア全体を経由して太平洋を最短で繋ぐ最も重

要な海上交通の要所である。 

19 世紀にオランダにより 2万 5 千トンの石炭貯蔵庫がこの地に建設された。これは、

インド洋やマラッカ海峡を横断して来た当時の蒸気船の燃料を補給する基地として重要

な役割を果たし、北のシンガポールと呼ばれ繁栄した時代もあった。 

サバンの西に位置するブレー島には、1875年に建設されたインドネシア最古の灯台が

現存する。また最初の沿岸無線局もサバンに建設された。しかしながら、蒸気船の終息

後は主だった産業もなく寂れてしまい、現在に至っている。  

 
                       第 4.1.9 -1写真 サバン港（1920年）   
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     3) サバン管区航路標識事務所 

サバン港内に庁舎が置かれ、浮標基地と 2 隻の補給船を管理する。2 級沿岸無線局は

丘の中腹に位置し、その他 5 箇所の無線局を当管区事務所は保有する。VTS は整備され

ていない。新規に設置された AIS は常時監視の状態でなく、必要に応じて保存されたデ

ーターを確認するに留まっている。 

調査訪問前の1箇月間に38回のGMDSSによる緊急信号を受信したとのことであるが、

直近での重大な海難は、2010年に沖合ロンド島の暗礁に船舶が乗り揚げた事故で、最終

的に船体はその場で解体されシンガポールまで運ばれた。 

管区には9箇所の有人灯台があり、そのうちの最古のものが前述のブレー島灯台であ

る。 

   

   第4.1.9 -2写真 沿岸無線局（左）及びAIS表示（右） 

   

第 4.1.9 -3写真 GMDSS 送受信機（左）及び設標船（右） 

   

第 4.1.9 -4写真 補給船(左)及びLe Meuse 灯台（サバン）（右） 
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     4) サバン沖合主要通航域 

サバン沖 10-60 マイル北側に主要通航域があり、1 日数百隻の船舶が通過している。

前述のとおり、インド洋からマラッカ海峡に抜ける最短ルートであり、サバン沖を西向

きに通過した後、ルートが二つに分かれる。一つは真西に向かうルートで、スリランカ

南岸を経由してインド、中東に向かうもので、もう一つは南西にルートを向けて南アフ

リカ沖を目指すものである。 

この沖合を航行する船舶の大半はインドネシアに寄港しないため直接の裨益は薄い

が、東南アジア地域全体の海運や経済ならびに安全保障の観点から船舶の動静監視は重

要であり、航行安全対策を進める最優先地区として検討を進める必要がある。 

 

第4.1.9 -2図 AIS交通量密度図 

上記は、２日分のAISによる交通量密度分析である。特に西海域でふくそうし交通流

が交錯しているのがよくわかる。最優先課題として、この海域に VTS を設置して船舶の

動静を監視するとともに航行安全に関連する情報を提供することで海難防止に取り組む

ことが重要である。 

 

   第4.1.9 -5写真 大型コンテナ船が暗礁とロンド島の間の海域を通過  

     5) サバン管区航路標識事務所 

地政学的に最重用地区であることは言うまでもないが、この地域について優先重点箇

所として焦点があてられて来なかった。  
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その理由については次のようなことが考えられる。 

➣ サバン自体の経済社会活動が活発でない。 

➣ 多くは通過船であって、サバン自体への裨益に直接貢献しない。 

➣ 自由アチェ運動 (Gerakan Aceh Merdeka、GAM) が1970年代から活発となり、イ

ンドネシアからの独立を求め、過去 30 年に亘る実質内戦が繰り広げられて来た。 

よって、アチェ州自体の発展は遅れ、2005 年に和解が成立した（2004 年 12 月の

大地震による大津波によって、アチェが大被害を被ったことが主因）。その後、中

央政府による開発が進められたが、他州と比べるとその発展は遅れたままである。 

➣ このような状況下、前回 2002 年のマスタープラン時には、重点箇所として優先

設定が行われなかった。現地出張も見合わされた。これらがDGST内部での優先開

発地に上がってこなかった主因と言えよう。 

 

これらの背景を考慮に入れ、今後の対応策を検討する必要がある。 

AIS による交通量調査等から見てもこの地に航行安全対策を講ずる必要性があること

は認められるところであり、VTS の設置により、他のスマトラ東海岸に設置されている

べラワン、ドマイ、バタムの各VTSと連携を取って情報の共有化が図れれば、マラッカ・

シンガポール海峡を通航する船舶にとって大いに航行の安全と効率的運航に貢献するこ

とになろう。また、ロンド島周辺の暗礁に航路標識を設置することや沿岸無線局の刷新

を行うことで、インド洋からマラッカ海峡、またマラッカ海峡からインド洋に向かう各

船舶に対する安全通報の提供も可能となる。 

a)VTSのセンサー局候補地 

現在の無線局は丘陵中腹にあり、標高が 100m 程度で周囲を他の丘陵に遮られてい

るため、電波伝搬上の有効範囲が限定されているので、業務の拡充を図るため次の候

補地への移設を検討する必要がある。 

➣ ロンド島の既存有人灯台 

➣ ブレー島灯台（データ伝送が途中の山に遮られる可能性） 

➣ サバン最北端のインドネシア0㎞ポスト 

➣ ウェー島最高標高点（海抜955m）の山頂（ただし、アクセス道の建設必要） 

 

  第 4.1.9 -6写真 ロンド島灯台、ブレー島灯台、0kmポスト 
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b)人材確保の課題 

現行サバン管区には、VTS の運用や施設管理を行える人材がいないため、他の VTS

から人材派遣を行うか、インターネット回線を使って遠隔操作によりサバンに設置さ

れるセンサー局を他の地区から操作することも検討する必要がある。 

施設の設置に当たっては、運用面を最優先に考慮したシステムを構築することが重

要である。 

マラッカ・シンガポール海峡を通峡する船舶にとって、同海峡で重大海難事故が発生も

しくは有事が発生した場合、すでに当該海峡に入航している船舶は、その場で折り返して

第2、第3シーレーンへ迂回することになり、最低でも数日間の余計な旅程と運航経費をか

けることになる。 

このような状況を避けるためにも、常にリアルタイムな交通情報を VTS からサバン沖航

行船舶に提供できるシステムを構築する必要がある。また、運航者の経費削減はもとより、

インドネシアにとっての環境保全のほか、マラッカ・シンガポール海峡を共同管理する立

場としてマレーシア及びシンガポールの信頼向上につながる。 
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  4.1.10 ポンティアナク管区航路標識事務所 (DISNAV Pontianak) 3級 

1) 位置 

西カリマンタン州 

 

    

第 4.1.10 -1図 ポンティアナック管区航路標識事務所所在地 

2) ポンティアナック概要 

18世紀頃からポンティアナックの発展が始まり、天然資源の原木、鉱物、ゴム、ヤシ

のプランテーションなどの輸送港として開発された。かつてポンティアナックは世界の

原木市況をコントロールする地位にまで至ったこともある。しかしながら、原木伐採が

全面禁止された後は農産品が主産業として置き換わった。  

人口57万人を擁し、多くのエスニック系住民で占められ、中華系、ダヤック、マレー

系などがジャワ人以外が多く定住している。3 割は中華系といわれ、多くの商業やプラ

ンテーションを手掛けている。 
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Dwikora港（ポンティアナック市内）は、大河であるカプアス川からの多くの流土によ

る堆積のため水深が6-7mしかなく、水深12m以上を必要とする大型船の入港を妨げてい

る。貨物扱い高は年間25万 TEUであり、西カリマンタン州の需要を充足するには港の規

模が小さく新港の計画が進められている。 

現状は、シンガポールで積み替えを行った小型フィーダー船がポンティアナックに横

持ちされており、これらの改善を目的に、70㎞離れたKijing 港を幾つかのフェーズに

分けて拡張整備を進め、将来的には取扱高100万 TEU単位の港を目指している。 

3) 設標船及び他の施設の現状 

a) 設標船 

ポンティアナック管区航路標識事務所は、1級の設標船KN. ALNILAM、3級の警備艇

KN. PENGIKI 及びKL. ALNILAMA（2009年スラバヤのDemas造船所製、オランダのDamen

社からのライセンス製造）が配属されており、船舶自体は良好であるが、下記の点に

課題がある。 

        • ECDIS（電子海図）の更新が必要である。 

        • 救命用ゴムボートのゴム部に耐熱性がなく、経年劣化を起こしている（ゴム素材

自体に、当目的用の物が使われているか疑問）。FRP製の船体構造が望ましい（ただ

し不沈構造で、なくなる）。  

        • ウインチの作動が非常に遅い。 

        • クレーンが大きすぎ、作業の視界が妨げられる。 

   

第 4.1.10 -1写真 設標船 KN.ALNILAM 
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b) 浮標基地 

洋上及び河川の双方に灯浮標が多く設置されている。LED ランタン部も含め定期的

な維持管理が行われている。 

  

第4.1.10 -2写真 浮標基地 

       c) VTS 

2017 年にトランザス製の VTS が、ポンティアナック管区航路標識事務所に設置さ

れた。ここでは、河川を航行する船舶の状況が 24 時間モニターされている。レーダ

ー、CCTV及びAISを併用しながら、かつ河口から10マイル離れたTg. Intamのリモ

ートセンサーより多重無線回線を介して送信されてきたデータを同時に監視してい

る。 

港内コンロトールはペリンドが担当しており、潮流の観測をもとに入港船の航行管

制が行われている。 

  
                                  第 4.1.10 -3写真 ポンティアナックVTS 

   

第 1.10 -4写真 Tg. Intan 無人センサー局 
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d) 沿岸無線局 

管区内に 3 箇所設置されている。ポンティアナック無線局（3 級）は中波、短波、

VHF GMDSS からなる。2014 年に JRC 製の製品から Sailor 製に置き換わっている。

Sintete無線局 及び Ketapang無線局にはAISが設置され、IP回線にてポンティアナ

ックの無線局（VTS ではない）にデータが転送されている。海難救助等の情報も含め

無線局の運用状況は、MCC にはオンラインでは伝送されていない。1 箇月に 1 回定期

報告がなされるのみである。 

 

第4.1.10 -2図 沿岸無線局 

e) Tg Intan 灯台 

2016年に新設された鉄筋コンクリート製であるが、強風にて外壁がはがれ、雨漏り

と高潮時の海水流入という被害に侵されている。 

                

             第 4.1.10 -5写真 Tg. Intan 灯台  
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  4.1.11 ビトゥン管区航路標識事務所  (DISNAV Bitung)  1 級 

1) 位置  

         北スラウェシ州 

     

第 4.1.11 -1図 ビトゥン管区航路標識事務所所在地 

2) ビトゥン概要 

ビトゥンは、22万人の人口（2019年）を持つ港湾都市で、人口45万人の州都のマナ

ドに次ぐ北スラウェシの主要窓口である。マナドは、オランダ植民地時代にすでに繁栄

していたが、天然の良港を備えるビトゥンの開発は、1945年のインドネシア独立後であ

る。スラウェシ北部には、スラウェシとフィリピンのミンダナオ島間のスルー海に数百

の島が点在する。 

ビトゥンは、Tol-Laut政策の中でも東インドネシア全体のハブ港としての位置付けを

持っている。しかし、貨物扱い高は年間15万 TEUしかなく、スラウェシ南部のマカッサ

ルの80万TEUと比較すると規模が小さい。 

 

第4.1.11 -2図 Tol-Laut図とDISNAV管轄図 

マカッサルとマナドの間には、スラウェシ縦断ハイウェイと鉄道が建設中であり、陸

路の経済回廊として大きな期待が寄せられており、海運も陸路とのマルチモーダル機能

の一つとして大きな役割を果たすことが期待される。  
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3) ビトゥン管区航路標識事務所 

同事務所は、VTS、1 級沿岸無線局（送信、受信別施設）、ならびに 3 隻の設標船と補

給船を擁し、かつ浮標基地とも隣接する。管区内には14の無線局が管区に配置されてお

り、25管区の中で最大数である。スラウェシ島の複雑な地形と点在するスルー海の諸島

間を無線の有効範囲として確保するためこのような局数になっている。また24箇所の有

人灯台があり、管区の業務は膨大なものがある。 

   

第 4.1.11 -3図 無線局は位置図 

無線局の業務として、1 日 1 回の気象情報を送信する以外、他の通信目的にあまり活

用されていない。その一つの理由として、長距離用短波及び中波での通信は、他管区で

も同様の電波干渉が発生しているが、インターネット関連が原因と推測されるパルス波

状のシティノイズが著しく混信しており、遠隔地の微弱電波の受信障害となって、実質

的に当該目的では使用できない状況下にある。 

無線局が設置された時点は、インターネットが存在しなかった時代であり、また当時

は無線局の周囲に居住区が少なかったこともあって、これを根本から解決するには、受

信感度を下げるか、無線局自体を無人の遠隔地に移設することも検討する必要がある。 

  

           第 4.1.11 -1写真 無線局運用室及び無線局外観   
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                      第4.1.11 -2写真 GMDSS画面 

VTSは、ビトゥン及びTg. Kapas（有人灯台）の2箇所のセンサー局から船舶の動静に

関するデータを取り込んでいるが、港務通信は、ペリンドが行っている。 

現状のVTSは港内の船舶の動静を監視する機能しかなく、スルー海諸島全体の航行安

全に関する情報を収集するには至ってない。今後監視区域の拡充や情報の提供のあり方

を検討する必要がある。 

     
             第 4.1.11 -3写真  ビトゥンVTS及び運用室 

 

第4.1.11 -4写真 VTS表示画面  
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第 4.1.11 -5写真  VTS 画像 

 

  
第 4.1.11 -6写真 設標船 

 

   
第 4.1.11 -7写真 浮標基地及び整備場 

4) その他の施設 

    a) Tanjung Kapas有人灯台 

灯台は、ビトゥンから南20㎞のところにあり、VTSセンサーとして、AIS情報とレ

ーダー画像をビトゥンVTSに多重無線回線を介して送信している。  
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第 4.1.11 -8写真 Tanjung Kapas有人灯台 

b) マナド沿岸無線局（4級） 

  

第4.1.11 -9写真 マナド無線局 

マナド無線局は、スラウェシ北部の航行安全情報を扱う唯一の施設であるが、マナ

ド港への出入港船や世界的ダイビングリゾートの一つのブナケン島への数多いモー

ターボートの監視機能はない。4 級局ではあるが、レーダーなどのセンサーを設け、

ビトゥンVTSとの統合が望まれる。 

         c) Gn.Wenang (マナド) 灯台 

マナド市内の名所としての位置付けであり、近年再構築がなされた。しかしながら、

水はけ処理が悪く水漏れに悩まされており、般公開はされていない。 

   

第 4.1.11 -10写真 マナド灯台 
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  4.1.12 スラバヤ管区航路標識事務所  (DISNAV Surabaya)  1 級  

1) 位置 

    東ジャワ州 

 

  

第 4.1.12 -1図 スラバヤ管区航路標識事務所所在地 

2) スラバヤ概要 

ジャカルタに次ぐ 350 万人を有する第 2 の都市である。西ジャワの中心として商業、

工業ならびに東インドネシアへのハブ港として機能している。港はTanjung Perak港と

も呼ばれている。貨物扱い高は、年間80万TEU又は250万トンに達する。 

 

第4.1.12 -2図 Tol-Laut 航路図  
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スラバヤは、東インドネシアのゲートウェイとして国際貨物だけでなく、内航船も高

いシェアを占めており、Tol-Laut政策の占める割合も高い。 

スラバヤはジャワ島本島に位置するが、北部対岸にマデュラ島が位置し、その間の水

路はスラバヤ海峡と呼ばれる。この水路での海難事故回避が安全航行対策の重要課題と

なる。 

下図は、IWRAP 解析による交通量密度図である。赤字はより交通量が多いことを示し

ている。港域から北部の水深のある海域まで直線距離で25マイルあり、この間が非常に

狭い水路となっている。 

これは沖合までかなりの遠浅となっているためであって、水路保全のため浚渫により

水深が常に保たれている。港湾を運営しているペリンドは、年間を通じて水深13-14mを

保つよう浚渫作業を行っている。 

 

第4.1.12 -3図 スラバヤ港周辺海域の船舶通航状況 
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3) スラバヤ管区航路標識事務所 

管区には VTS、９局の沿岸無線局及び設標船が配置されている。管区の主な任務はス

ラバヤ港の航行安全とジャワ海北側の半分を所掌する。  

a) VTS  

海峡において船舶が行き合う最も狭いところは Sembirangan 灯台前で、航路幅

が0.5マイル程度しかないため、スラバヤ港入港に際して航行管制が行われている。

VTSには SNATOS製の機器が備え付けられ、12名のオペレーター、3名の技術者、3

名の事務員の体制で、3交替制による24時間運用が行われている。 

2 箇所のセンサーによって海峡を監視しており AIS、VTS、CCTV のデータは多重

無線回線によって伝送されが、そのうちの幾つかは故障中である。Sembirangan 灯

台は、対岸のマデュラ島に設置されている。 

下記A、B、Cのセンサー3箇所はそれぞれ単独で監視されている。 

 

第4.1.12 -1写真 ラバヤVTS及び局舎 

 

第4.1.12 -4図 センサー位置図 

b) 航路標識 

海峡沿いに 26 基の航路標識が設置されている。船舶の通路として西側ルート

（APBS：Alur Pelayaran Barat Surabaya)及び東側ルート（APTS：Alur Pelayaran 

Timur Surabaya)が設定されており、40マイルある西側ルート（APBS）には37基の

灯浮標が設置されている。  
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c) 沿岸無線局 

スラバヤ管区航路標識事務所は下図に示す9箇所の無線局を運用しており、ジャ

ワ海に浮かぶ離島にも無線局がある。これらの局は有人で運用されており、運用の

効率化と局職員の生活環境の改善のため集約化が望まれる。  

 

第4.1.12 -5図  沿岸無線局は位置図 

 

d) 海難レポート 

次頁に、スラバヤ管区の過去数年間の海難統計を示す。 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

4-60 
 

 

第 4.1.12 -1表 スラバヤ管区内の海難統計（2014-2017） 
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  4.1.13 トゥルクバユール管区航路標識事務所  (DISNAV Teluk Bayur)  2級  

1) 位置 

     西スマトラ 

 

  
第 4.1.13 -1図 トゥルクバユール管区航路標識事務所所在地 

2) 概要  

トゥルクバユールとは、州都パダン市の港名を指す。パダンは人口93万人（2018年）

を有し、パームプランテーションやセメント産業の輸出港としてトゥルクバユール港が

利用される。 

トゥルクバユール管区航路標識事務所は、トゥルクバユールの隣のテロブガス湾にあ

る。オランダ時代の19世紀に港湾建設が行われ、150mのバースが近年500mを有するバ

ースへと拡張工事が行われ７つのガントリークレーンが導入された。取扱高は、年間 7

万TEUレベルまで伸びてきている。 
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3) 設標船及び他の施設 

a) 船舶 

設標船KN Much及び設標船KN Sibaru-Baruが配備されている。KN Muchは、1974年

新潟鐵工製で保守も行き届いているが老朽化が著しい。クレーンの能力も半分の1.5t

にまで落ちている。 

ECDISはトランザス製を装備されている。乗組員によると、古船のKN Muchは安定

性にすぐれるが、新造KN Sibaru-Baruは横揺れが激しいとのことである。 

  

第4.1.13 -1写真  KN Muci及び船橋 

 

b) 航路標識 

10基の浮標と108基の灯浮標が管区に存在する。蓄電池や灯器の盗難が多発してお

り、根本的な解決策が模索されている。  

  

第 4.1.13 -2写真 浮標基地 

c) 保守工場 

トゥルクバユール管区航路標識事務所に隣接しており、溶接や旋盤によりブイの保

守作業が行われている。多くは予備品を在庫しているが、一部は外注によって作業が

進められることもある。  
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    第 4.1.13 -3写真  溶接機、旋盤、クレーン車 

d) VTS 

➣ トゥルクバユール管区航路標識事務所から４kmのところにある。2000年に建築

された無線局を 2014 年に改修した建屋にTransas 製の装置が設置され運用され

ている。 

トゥルクバユールとテロブンガスの 2 つの港湾をモニターし、12 名のオペレ

ーターによる3交替24時間運用が行われている。 

➣  沖合50マイルまでの船舶の航行、出入港の監視を行うが、港務はペリンドの

担当となる。 

➣  レーダーは、2015年に落雷によって故障となったまま改修されていない。 

➣  VTS オペレーターは、ジャカルタのBPPTLによって訓練を受けている。  

   

第 4.1.13 -4 写真 VTS施設 

e) トゥルクバユール沿岸無線局（2級） 

➣ VTSと同じ施設内にあり、中波、短波、VHF、GMDSSを運用している。2009年の

第4次プロジェクトによりJRC製が導入されている。  

➣ 中波、短波は故障のためICOM製に置き換えられたが、シングル周波数モードで

は帯域が狭いため感度が落ちてしまい、改修が必要な状態にある。 

➣ VHFも感度の低下が著しい。 

➣ 捜索救助業務は運用されていない。 

➣ IP化の光通信網は敷設されているが、帯域が広く取れない状態である。 
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第 4.1.13 -5写真  MF/HF, VHF 送受信及びGMDSS 運用卓 

 

             

    第 4.1.13 -2図 無線局位置図 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

4-65 
 

 

f) 灯台 

8箇所の有人灯台を有する。下記はトゥルクバユールから90㎞離れた灯台で、1975

年に建てられたコンクリート製の塔である。 

      

第 4.1.13 -6写真 灯台外観およびレンズ部 

4) 将来計画 

a) VTS、無線局 (GMDSS)は、当灯台の横に現在建設中の新局舎に移転する予定である。 

 

第4.1.13 -7写真 New building under construction 

b) 現在、2つの港が監視可能であるが、将来的に北部にもセンサーを設置して、それぞ

れを統合した監視体制の検討が必要である。 

c) AIS は 3箇所の無線局に設置されている。Air Bangis には IP 回線が来ているが、

Sipora と Sikakap 島 （150km西）には無いため、ネットワーク化を検討する際は他

の手段を検討する必要がある。現在の通信体制は、携帯電話と短波SSBにより通信が

行われている。 

d) トゥルクバユール港は、将来的に月間 125 隻の船舶が入港することが検討されてい

る。  
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  4.1.14 ラブアンバジョ(クパン管区内コモド国立公園) Labuan Bajo 

1) 位置 

 フローレス島 

  

第4.1.14 -1図 ラブアンバジョ所在地 

2) ラブアンバジョの概要 

ラブアンバジョ（コモド国立公園全体を総称）は、人口1万人に満たない小さな漁村

であるが、現在ではインドネシア最優先のツーリズムスポットとして、第二のバリ島を

目指すべく焦点があてられている。2018 年には計 16 万人の観光客が押し寄せ、その過

半数は海外からの観光客が占めている。 

 

第4.1.14 -1写真 ラブアンバジョ湾（多くのツーリズムボートが係留されている） 

観光ブームは、過去数年間に突如押し寄せた。バリ島から東500kmのヌサテンガラ（NTT）

州のフローレス島の西側に位置し、コモドオオトカゲの生息地として有名なコモド国立

公園へのゲートウェイである。  
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コモド島は、ドラゴンの生態系保護のために入島規制を行っているが、ビーチやダイ

ビングスポットなど多くの観光スポットが公園内に点在する。コモド島や隣のリンチャ

島は、海底火山の噴火によってできたカルデラが島になったもので、険しい絶壁と青い

海の見事なコントラストが観光客を魅了している。 

  

第4.1.14 -2写真 カルデラによってできた湾 

  

    第 4.1.14 -3写真 コモド島ピンクビーチ及びコモド島入口の桟橋 

  

第4.1.14 -4写真 サンゴ礁の浅瀬及びコモドドラゴン 

 

3) ツーリズムボート 

少なくとも25箇所のダイビングと観光スポットへのアクセスとして、約500隻の観

光船が在籍しており、毎日各スポットにラブアンバジョから往復ツアーが実施されてい

る。これら船舶以外に約200隻以上の小型船があると見込まれている。観光客は基本的

にはラブアンバジョのツアーエージェントにて申し込むことになる。 
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第 4.1.14 -2図 観光スポット 

観光船は、3種類に分類される。 

a) 10人以下、10トン未満の船外機付きFRP製スピードボート 

b) 10人以下、30トン未満の伝統船（木造またはFRP製） 

c) 20人以下、50-100トンのホテルボート、宿泊完備で複数日のクルージング可能  

  

第 4.1.14 -5写真  スピードボート（10トン以外）（左）及び伝統旅客船

（10トン以下）（右） 

  

             第 4.1.14 -6写真 ホテルボート（50-100トン） 
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現在、これら船舶に対する航行安全対策、報告義務等は課されていない。DGST傘下の

UPP (Unit Perniangaan Pelabuhan = Port Business Unit) が唯一の担当当局と言える

が船名、乗客名を事前に提出する以外、航行ルート、運航計画などの報告義務がないた

め海難事故が起きてもフォローアップが一切出来ないのが実情である。  

    

第 4.1.14 -3図 AISトラッキングによる園内航行イメージ 

4) 現行UPP 

AIS の航跡から見ると、観光船は定まったルートを航行するでもなくポイントに向か

って自由に航行している。海難がどこかで発生した場合、UPP は無線機器も持たないた

め、航行船舶との交信が一切取れない。UPPの業務は、1日1回の大型貨物船の入港管理

だけである。観光船は、管轄化に含まれていない。よって、海難が起きても救助体制が

無いため自己リスクで対処しなければならない。海難についての統計データも無い。 

   

第 4.1.14 -7写真 UPP 事務所 、桟橋、建設中灯台  

 



 

 

 

第５章 

通航実態調査 
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第５章  通航実態調査 

 5 通航実態調査 

船舶通航実態調査が、AIS装置及び携帯型レーダー装置を用いて、下表及び下図に示されて

いる9箇所で実施された。 

第5 -1表 データ収集時期 

 

 

第5 -1図 船舶通航量調査箇所 

AIS を用いての調査では、AIS 空中線、AIS/GPS 受信機、PC、可搬型電源などの機材を現場

に持ち込み、データの収集が行われた。空中線は、海抜高 50ｍ以上の鉄塔又は建屋の屋上な

どの港が見下ろせる場所に設置され、データは少なくとも2日間は収集された。 

収集されたAISデータは、IWRAP（IALA海上交通リスク評価プログラム）と呼ばれているソ

フトウェアを用いて解析された。  

No Location Means of Collection Date at Site AIS DATA

1   Sabang AIS Sep. 23 - 24, 2019 9.23~24

2   Tanjung Perak (Surabaya) AIS, Radar Oct. 1 - 8, 2019 9.25, 10.~7

3   Kuala Tanjung (Belawan) AIS Sept. 18 - 20, 2019 9.18~19

4   Makassar AIS, Radar Sept. 1 - 9, 2019 9.2~10

5   Kalukalakuang (Makassar Offshore) AIS Sept. 9 - Oct. 6, 2019 8.29~30, 9.4, 9.10~18, 9.29~10.5

6   Labuan Bajo AIS, Radar Nov. 1 -7, 2019 11.4~6

7   Kupang AIS Oct. 10 - 13, 2019 7.3~4, 11.10~12

8   Tanjung Dehekalano (Ambon) AIS Oct. 23 - 28, 2019 10.23~28

9    Merak AIS Jan. 8 - 20, 2020 1.8~20

Maritime Traffic Volume Survey



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

5-2 
 

 

 

第 5 -1写真 AIS、GPS等の資機材搬入 

 

第5 -2 写真 AIS空中線、GPS空中線取付け 

レーダーを用いての調査は 3 箇所で実施され、それぞれの箇所にレーダー送受信機、制御

装置、電源、PC、記録装置が持ち込まれそれらを設置するとともに2日間レーダー映像が記録

された。 

 

第5 -3 写真 レーダー空中線設置状況 
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AIS及びレーダー調査に合わせ昼間は目視で船舶の通航状況の調査を行い、船の大きさ、

船の種類、時間帯に別けて通航隻数を確認した。船の大きさの基準を下表に示す。 

第5 -2 表 船の大きさ分類 

 

船舶の大きさについて、仕分けの判断がわかりやすいように参考に船舶の写真を次に示す。 

 
 AIS、レーダー及び視認調査のイメージを下図に示す。 

 

第5 -2図 調査イメージ図 

 調査時の写真を付録5として添付する。 
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  5.1 サバン（Sabang） 

サバンは、スマトラ北東端に位置し、マラッカ・シンガポール海峡の西側入口に面して

いる。 

マラッカ・シンガポール海峡を通過してインド洋方面に向かう船舶及びその反対にこれ

から海峡へ向かう船舶の動静を把握するためにAIS装置をサバンに設置した。 

AIS基地局が仮設されている場所を下図に示す。 

   

第5.1 -1図 AIS基地局の位置図 

2019 年 9月 23 日から 25日までの3日間に収集された AIS 搭載船の航跡を下図に示す。 

         

第5.1 -2図 AIS搭載船データの密度状況 

3日間で確認された船舶の総数は310隻で、船舶の種類と大きさについて、次頁の第5.2 

‐1表に示す。  
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第5.1 -1表 船舶の種類 

  

この海域を航行する船舶の多くは巨大船であり、船の種類のほとんどは石油タンカーと

貨物船である。船種別の通航密度図を下図に示す。 

   

 第5.1 -3図 船種別の通航密度図 

この海域を航行する船舶数について単純計算すると、1日 100 隻、1年に約35,000隻が

通航しており、それらの約85％は大型船舶である。 

船舶の通航状況を見ると、2つに分離された通航路がある。 

この 2つの通航路を通航する船舶の状況をIWRAP で分析すると、通航路の任意のポイン

トにおける側位分布（ヒストグラム）として次頁の図のように表すことができる。 

  

                   Ship Type

Length

Fast ferry
Fishing

ship

General

cargo ship

Oil

products

tanker

Passenger

ship

Pleasure

boat

Support

ship
Other ship Total

   1～50m 0    0    0    2    1    0    0    28    31

   51～150m 0    4    6    10    0    0    0    1    21

   151～250m 0    0    92    29    0    0    0    4    125

   251m以上 0    0    83    50    0    0    0    0    133

Total of ship types 0    4    181    91    1    0    0    33    

Total of all ship types 310

高速フェリー 漁 船 
一般 

貨物船 

石油 

タンカー 
旅客船 

プレジャー 

ボート 
支援船 その他 

一般貨物船 石油タンカー 

その他の船 漁船 
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第5.1 -4図 側位分布のヒストグラム 

通航密度図から、通航路は、幅約25kmと約5kmの2つに分かれていることがわかる。 

これらのヒストグラムから、東行きの船舶と西行きの船舶の両方が通航路幅全体に分布

しており、定められた航路のように明確に分離された通航状況とはなっていない。 

IWRAP によるリスク分析計算では、正面衝突の可能性は明らかに高いが、データ数が非

常に少ないため、さらなる検証が必要である。 

大型船、特に巨大な石油タンカーが通過するこのような海域での海難は、多大な損害と

環境破壊を引き起こす可能性が高いことから、通航分離帯の設置は安全対策の一つとなる。 

IWRAPによるリスク分析計算結果を下表に示す。 

第5.1 -2表 IWRAPによるリスク分析計算結果 

 
  

追い越し時 

正面衝突

変針時 
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また、この地点はマラッカ海峡の玄関口であり、船舶の動向を管理するのに最適な場所

である。AIS データによる通航船舶の分布では、全隻数の 57％がシンガポール方面への東

行船で、30％がベンガル湾を通過する中東方面への西行船であり、残り13％が喜望峰方面

へ向かうインド洋の南西向き船舶であった。これらのデータを下図に示す。 

   

第5.1 -5図 船舶の動向図 

 

第5.1 -6図 通航船舶の航行方向別分布グラフ 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

5-8 
 

 

参考に、ベンガル湾からインド洋までのAIS船の密度マップを以下に添付する。 

（出典：Marinetraffic：Global Ship Tracking Intelligence/AIS Marine Traffic） 

 

第5.1 -7図 参考図 
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  5.2 タンジュンペラック（スラバヤ）Tanjung Perak (Surabaya)   

タンジュンペラック港は東ジャワのスラバヤに位置しており、マドゥラ海峡（25マイル、

100ｍ幅、9.5ｍの水深で、東ジャワ島とマドゥラ島の間の海峡）の北側からアクセスする

港である。下図に位置を示す。 

  

第5.2 -1図 タンジュンペラックの位置図 

タンジュンペラック港の北西7 kmにあるグレシック港にAIS受信機が設置された。ここ

では、レーダー装置も設置され、船舶の映像も記録された。機器が設置された場所を下図

に示す。 

 
第5.2 -2図 AIS及びレーダー設置位置図 
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2019年 10月2日から7日までの6日間、AISにより収集された船舶の航跡図と種類につ

いて一覧表を下図に示す。 

 

第5.2 -3図 AISによる船舶の航跡と船種一覧表 

この海域の特徴として、船舶は約20海里（36 km）の狭い水路を通ってペラック港に向

かうことになる。また、第 2 章の第 2.3 項に示すように、ペラック港はインドネシアの 5

つの主要港の中で2番目に大きい旅客港である。 

今回の調査で得られた AIS のデータによると、AIS を搭載している船舶の総数は 6 日間

で544隻であり、1日あたり約100隻である。 

航行船舶の約85％は中型船及び小型船であり、その理由は、船舶が通航できる水路幅が

狭く浅いためと思われる。 

今回実施した調査の AIS データから、下図に示すように実際に船舶が航行した水路幅が

算出された。 

   

第5.2 -4図 交通路の幅を示す図  
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東ジャワ島とマドゥラ島の間の距離は2,750mで、船舶が航行している交通路幅は約900m、

小型船や雑船を除く船舶が通過する交通路幅はわずか450mである。 

レーダー映像調査からわかるように、ジャワ島とマドゥラ島の間の海域は十分な広さが

あるにもかかわらず停泊する船舶が多く存在するため交通路幅が狭くなっている。レーダ

ー映像画面（左）とそのデジタル処理化画像（右）を以下に示す。 

 

 

第5.2 -1写真 停泊船の状況及びレーダー画像（左）とデジタル画像（右） 

このような状況から、交通路幅の確保や停泊する船舶の区域を指定するなどの安全対策

が必要である。 

IWRAPにより、南北に延びる約20海里の航路を航行する船舶の動きを分析した結果のヒ

ストグラムを下図に示す。 

 

第5.2 -5図 船舶の航行状況のヒストグラム  
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ヒストグラムが示すように、船舶は限られた狭い交通路の中心付近を航行しているた

め、交通路内での行合い、追い越し、追い抜きは危険である。また、交通路から出て航行

すると浅瀬に乗り上げて座礁する危険性もある。  

進入水路付近の水深とパイロット昇降位置を示す海図及びその海域のAIS密度図を下図

に示す。 

 

第5.2 -6図 海図及び船舶密度図 

 

IWRAP によるリスク分析計算結果を見ると、追い越し事故と正面衝突の可能性が高いこ

とがわかる。残念ながら、電子データには水深のデータがないため、乗り上げの確率は計

算されていない。 

2017年の海難事故報告では、乗り上げによる事故は年間5件であった（他の海難に比べ

て、乗り上げの発生確率が異常に高いと言える）。乗り上げ事故が発生した位置を次頁に示

す。 
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第5.2 -7図 乗り上げ海難事故位置図（2017年） 

IWRAPによるリスク分析計算結果を下表に示す。 

第5.2 -1表 IWRAPによるリスク分析計算結果 
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交通路幅と操船の観点から、航行可能幅450mは、特定の条件下では、コンテナ船5万GT

（LOA 300m）と貨物船1,000GT（LOA 90m）が、安全にすれ違うための限界幅である。（計算

方法については、次頁に示す。） 

交通路幅を設定するための基準はいくつかあるが、その一つに「PIANC ガイドライン」

（注）がある。 

（注）「PIANC」とは国際航海協会であり、その使命は、水路（例えば、運河や川、港や

マリーナ）を航行する移動体を含む、水上輸送インフラストラクチャに関連する技術

的、経済的、環境的な問題について専門家のガイダンスと技術的アドバイスを提供す

る専門組織である（Wikipediaから）。 

 

以下は、航行ルートの設計に関する一般的な概念の一部である。交通路幅の要素を次の

図において示す。 

    

第5.2 -8図 交通路幅の要素 

 

直線交通路に 2 方向航路と内部航路（保護水域）の場合を想定して、適切な航行可能な

安全性を持つ航路幅について、PIANCガイドラインの考え方に基づいて概算を算出した。ま

た、交通路幅を400m程度に設定することで、すれ違いができる船の大きさや種類の目安を

見積もった。行合いのイメージを次頁に示す。 

  

交通路幅の要素 
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   第5.2 -9図 交互通航のイメージ図 

この計算に使用されたパラメーターは、日本の港湾の交通管制を検討する際に適用され

る安全係数であり、計算例を以下に示す。 

 

(例-1) 

Vessel A:  Container      52,000GT     La:  290m     a: 32m 

Vessel B:  Cargo           990GT     Lb:   87m     b : 13m 

Formula 

W (Channel Width) = 1.8 x b + 1.7x b + La + 1.7 x a + 1.8 x a = 447.5m 

 

(例-2) 

Vessel C  Bulk Carrier 50,000GT  Lc : 210m   c : 37m 

Vessel B  Cargo        990GT  Lb :  87m    b : 13m 

Formula 

W (Channel Width) = 1.8 x b + 1.7 x b + Lc + 1.7 x c + 1.8 xc = 376.4m 
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以上のことから、交通路幅が400mの場合、52,000GTのコンテナ船（LOA 290ｍ）や50,000GT

のばら積み船が交通路に入る場合、1,000GT 以上の船舶が航行の制限を必要とする管制の

対象船舶となり、交通路への入航時間調整や警戒船の配備等の対策を講じる必要がある。

反対に1,000GT以上の船舶が交通路にいる時は、50,000GTクラスの大型船は交通路内に入

れないことになる。 

この交通路を航行する船舶の安全を確保するために、VTS がこのような海上交通の管制

を実施する必要がある。 

この海域では、大型の貨物船や石油タンカーが交通路を航行する時は、航路の入口から

針路を警戒する船舶やタグボートのような支援船を随行させていることがわかる。 

船舶の種類毎の通航密度図を下図に示す。 

 
第5.2 -10図 船舶の種類毎の通航密度図 

 

スラバヤでのレーダーによる交通量調査は、次頁に示すように、GRESIKの沿岸無線局

の鉄塔にレーダー装置を設置して実施された。 
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第5.2 -2写真 通航量調査のためのレーダー装置の設置状況 

レーダー装置による調査は、AISを搭載していない船舶の動向を調査することができ、

目視調査と併せて実施された。 

レーダーにより収集した画像を以下に示す。 

 
第5.2 -3写真 レーダー画像とデジタル画像 

調査のために設置したレーダー装置の設置場所からの交通路を見通した状況は次の写真

でも判るように、航行可能な交通路内に多くの船舶が停泊している。 
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第5.2 -4写真 航路の状況 

多くの小型船が停泊中の船舶の間をぬって航行している。 

目視調査の結果を下表に示す。 

第5.2 -2表 視認調査結果 
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スラバヤでの目視調査は日中のみ3日間行われた。合計約17時間の調査中に218隻の船

舶がレーダー設置場所の前を通過した。つまり、1時間あたり約14隻が航行していること

になる。そのうちの約半分（50％）は小型船（S：25m以下）、40％は中型船（M：25〜50m）

である。 

大型船は、1時間あたり約1隻が航行している。 

第5.2 -3表 目視船舶の分類 

   

ペラック港とグレシック港においては、多くの小型船が停泊中の大型船の間を自由に航

行していることが分かった。 

船舶の種類を下図に示す。 

  

 第5.2 -11図 マドゥラ海峡を航行する船舶の大きさ船種別隻数 

S

M

L

Classification

Visually Observed Size of Vessel

Gross Tonnage Reference  Length

Less than 30 G/T Less than  25 m

30 G/T ～ 500 G/T 25 m ～ 50 m

More than  500 G/T More than  50 m

40% 
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  5.3 クアラタンジュン（Kuala Tanjung） 

クアラタンジュンはスマトラの中央部に位置し、ベラワン港の南にあり、マラッカ海峡

に面している。 

沖合船舶の動静と港周辺を航行する船舶の動きに関するデータを収集するため AIS 装置

が設置された。 

AISの設置箇所を下図に示す。 

  

第5.3 -1図 AIS基地局の位置図 

 

AIS装置の設置状は次のとおり。 

  

第5.3 -1写真 AIS装置設置状況  
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2019年 9月18日から19日までの2日間のAIS搭載船舶の航跡を下図に示す。 

 

第 5.3 -2図 AIS搭載船舶の通航密度図 

2 日間で 406 隻の船舶が確認された。上図に描かれている航跡の北側の航路帯はマラッ

カ海峡とシンガポールを通過する船舶で、南側の狭い航行帯はマラッカ海峡の主航路から

離れて北部のべラワン港に向かうものである。その内の一部の船舶がクアラタンジュン港

に出入港している。現状では1日数隻のみである。 

クアラタンジュン港は現在も工事中であり、将来的にはベラワン港に代わり、主要なハ

ブ港となることが期待されている。 

今回の調査で収集したAISデータの船種と大きさを下表に示す。 

第5.3 -1表 船舶の種類と大きさ区分表 

  

 

中心となる航行区域を航行している船舶のほとんどは大型船で、その船種は貨物船と石

油タンカーである。 

航行船舶の船種別密度図を次頁に示す。 

  

                   Ship Type

Length

Fast ferry
Fishing

ship
General

cargo ship

Oil
products

tanker

Passenger
ship

Pleasure
boat

Support
ship

Other ship Total

  1～50m 2   0   45   6   5   3   21   124   206

  51～150m 1   0   49   30   12   2   0   10   104

  151～250m 0   0   45   9   3   0   0   1   58

  251m以上 0   0   36   2   0   0   0   0   38

Total of ship types 3   0   175   47   20   5   21   135   

Total of all ship types 406

Kuala Tanjung 

Belawan  
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第5.3 -3図 船舶の種類別の通航密度図 

クアラタンジュン港は、戦略的港25港のうちの１港で国際ハブ港として位置付けられて

おり、将来、スマトラ島における最大の港となり多くの船舶が入出港することが期待され

ている。 

クアラタンジュン港沖合を航行する船舶の動静に焦点を当てて IWRAP によりそれらの動

きを分析し、ヒストグラムで示すと下図のようになる。 

    
第5.3 -4図 側位分布のヒストグラム 

このヒストグラムからは今のところ船舶の密集や特別な航行形態の特徴は見受けられな

いが、港湾の整備に伴い大型船の入出港が見込まれるこの区域については、港の整備状況

に併せ航路標識の設置や VTS などによる航行支援の安全対策を検討していかなくてはなら

ない。  
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クアラタンジュンで取得されたAISデータをIWRAPによりリスク評価した結果を下表に

示すが、正面衝突の確率については同様に評価されたサバン沖の数値と比べ非常に小さい

ことが判る。これは、クアラタンジュンで取得されたデータには、通航分離されたマラッ

カ海峡を航行している多くの船舶が取り込まれているためである。 

第5.3 -2表 IWRAPによるリスク分析計算結果 

 

クアラタンジュン港では、沖合に延びる長い桟橋の計画がある。下の写真は建設中の状

況を示す。 

   

第5.3 -2写真 建設中の長桟橋 
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  5.4 マカッサル（Makassar） 

マカッサル港はスラウェシ島の南西に位置し、インドネシアの港湾で最も多い旅客数を

誇る。また、第2シーレーンがマカッサル沖に南北に設定されている。 

マカッサル沖合の船舶及び港湾を航行する船舶の動静に関するデータを収集するために、

AIS受信機が設置された。 

しかし、マカッサル港から第2シーレーンまでの距離が200 kmと離れていることから、

無指向性の一般的な AIS 受信アンテナでは第2シーレーンに沿って航行する船舶の AIS 信

号を受信することは困難なため、同シーレーン沿いにあるカルカルクアン島にも AIS 受信

機を設置しデータの収集を行った。 

マカッサル及び第2シーレーン周辺の位置図を下図に示す。 

               

第5.4 -1図 マカッサル港及びカルカルクワン島周辺図 

AIS 受信機の設置個所を下図に示す。また、その場所にレーダー装置も設置し小型船等

の通航実態を調査した。 

 

第5.4 -2図 AIS受信機及びレーダー装置設置場所  
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今回設置したAIS受信機により取得したデータのほか、マカッサルVTSセンターに設置

されているAIS受信装置の2020年3月18日から24日までの7日間のデータを受領し整理

したものを下表に示す。 

第5.4 -1表 船舶の種類及び大きさ 

  

マカッサル港周辺海域を航行する船舶の航跡は下図のとおり。 

 

第5.4 -3図 船種別の航行密度図 

 

この海域を航行する船舶の動きの特徴は、第 2 シーレーンとマカッサル港の間を航行す

る船舶と、港を中心に様々な方向に航行する船舶の2つの傾向に分かれる。 

このことは、あらゆる海域で船舶同士が交差し行合う可能性を示している。 

今回の調査では調査期間が短かったことや調査海域の絞り込みができなかったので、

IWRAPによるリスク分析では特徴を示す目立った結果は得られなかった。 

IWRAPによるリスク分析計算結果を次頁に示す。 

  

                   Ship Type

Length

Fast ferry
Fishing

ship

General

cargo ship

Oil

products

tanker

Passenger

ship

Pleasure

boat

Support

ship
Other ship Total

  1～50m 0   5   0   0   0   0   2   79   86

  51～150m 0   0   16   21   0   0   0   2   39

  151～250m 0   0   94   37   0   0   0   6   137

  251m以上 0   0   54   32   0   0   0   0   86

Total of ship types 0   5   164   90   0   0   2   87   

Total of all ship types 348
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第5.4 -2表 IWRAPによるリスク分析計算結果 

 

 

IWRAPによる側位分布のヒストグラムを下図に示す。 

   
第5.4 -4図 側位分布のヒストグラム  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

5-27 
 

 

マカッサル港沖合の海域毎のIWRAP側位分布のヒストグラムを下図に示す。 

      

      

       

第5.4 -5図 側位分布のヒストグラム  
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この海域の特徴は、船舶は多方向に航行しており特定された船舶の通航路は設けられて

いない。第 2 シーレーンと港との間の通航路には、大型船を含む多くの船舶が行き来して

おり、これらの船舶の動きを継続して監視し、横切り船や追越し船などの情報を船舶へ提

供するシステム（VTS）は航行の安全に寄与する。 

これに加え、港湾周辺を航行する小型船舶には、スマートフォンで大型船舶の動静情報

を提供するシステムを構築することも有効である。 

この海域では、レーダー調査と目視調査を実施した。レーダー画像とレーダー設置場所

から見たマカッサル港周辺の状況は次のとおり。 

 

 

第5.4 -1写真 マカッサル港周辺の状況 

レーダー画像にも表示されているように、多くの小型船が港内や港周辺を航行している

ことがわかる。レーダーは AIS を搭載していない小型船の動向についての情報を取得する

ことは効果的ではあるが、この海域では周囲の建物等により電波が反射する偽像が多く確

認された。この偽像の出現は設置されたレーダーの位置に関連することから、レーダーを

設置して小型船の動静を監視する場合、事前に設置場所周辺の建物等の位置関係を調査し

ておく必要がある。  
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視認調査結果を下表に示す。 

第5.4 -3表 視認調査結果 

    

        

視認調査は、午前6時から午後6時まで実施し、12時間で100隻が確認された。これら

のうち、76％は小型船であった。わずか 1 日間の観測であったため入出港した大型船は確

認できなかったが、港内には多くの中、大型船が係留されているのが確認できた。 

  

第5.4 -2写真 港内の船舶出入港状況 
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  5.5 カルカルクワン（Kalukalukuang） 

カルカルクアン島は、第2シーレーンに近い小さな島で、マカッサルの西方200 km沖合

にある周囲13 kmの島である。 第2シーレーンとその周辺を通過する船舶の動静に関する

データを収集するために、この島にAIS受信機が設置された。 

マカッサルからこの島への交通手段は船舶のみである。島には船着場がないので、AIS受

信機等の測定機材は浜辺から人肩で運び込まれた。 

 

第5.5 -1写真 測定機材運搬状況 

 

AIS受信機が設置された場所を下図に示す。 

 
  

第5.5 -1図 AIS受信機の設置場所位置図 

 

2019年 8月29日と30日、9月4日、9月10日から18日まで、そして9月29日から10

月5日までの計19日間のAISデータが収集され、その航跡を次頁に示す。データが連続し

て収集されていないのは、AIS機器の電源を灯台から受電していたため、灯台の電源が切替

えられる度にAIS機器の電源もオン・オフとなり断続的な記録となった。 
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第5.5 -2図 AIS搭載船舶の通航密度図 

 

調査中に記録された多くのデータは、第 2 シーレーンを航行する船舶が多数を占めてい

るが、島周辺は水深が深く広大に四方に広がった海域であることからあらゆる方向に航行

している船舶が確認できた。 

この調査（19日間）では、合計1,194隻が確認された。これは、1日約63隻の船舶が航

行していることになるが、この数値はこの調査中に検出された船舶識別符号（MMSI）の数

であり、同じ船舶が複数回航行している可能性もあることから、実際に航行している船舶

の数はこの数より多くなる。 

船舶の種類と大きさの分類を以下の表に示す。 

第5.5 -1表 船舶の種類及び大きさ 

  

  

                   Ship Type

Length

Fast ferry
Fishing

ship

General

cargo ship

Oil

products

tanker

Passenger

ship

Pleasure

boat

Support

ship
Other ship Total

   1～50m 0   0   17   6   5   1   29   256   314

  51～150m 0   0   126   50   11   1   10   28   226

  151～250m 0   0   276   58   5   0   1   7   347

  251m以上 0   0   300   0   1   0   0   6   307

Total of ship types 0   0   719   114   22   2   40   297   

Total of all ship types 1,194
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この海域は、小型船から大型船まで全ての分類の船舶が航行しており、多くの船舶が第2

シーレーンに沿って航行しており、かなり密集していることがわかる。 

インドネシアの島しょ間には、島々を縫うように南北に 3 つのシーレーンが設定されて

おり、インドネシアの船舶だけでなく多くの外国船がこれらのルートを主要な海上交通路

として使用していることが今回の調査においてもわかった。 

国ごとに割振られている AIS 搭載船の船舶識別符号を国籍別に分析した結果を下表に示

す。 

今回の調査で記録した1,194隻の船籍については、約60％がインドネシア船籍であった

が、以下のグラフと表に示すように、インドネシアを含む45箇国の外国船籍が航行してい

ることがわかった。 

第5.5 -1グラフ 国別の船舶隻数 

    

船籍順に、インドネシア、香港、リベリア、パナマ、マレーシア、シンガポールが主要国

で、このうちリベリアとパナマは便宜置籍船である。45箇国全ての船舶数を下表に示す。 

第5.5 -2表 国別の船舶隻数
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890 135 106 82 69 50 22 17 16 14
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Japan Northern Ireland Malta Bahamas Viet Nam Italy Madeira Taiwan Malaysia UK

13 9 8 8 7 6 6 6 6 4

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

Luxembourg Norway Korea Bermuda Cayman Islands Tuvalu Netherlands Antigua and Barbuda India Mongolia

4 4 4 3 3 3 2 2 2 2
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Niue Philippines Thailand Germany Spain Gibraltar Dominica US Saudi Arabia Pakistan

2 2 2 1 1 1 1 1 1 1

41 42 43 44 45 -----
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1 1 1 1 1 118
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45箇国の船舶がこの海域を航行しているということは、国際的な交通路であることは間

違いないところであり、航行安全上の問題だけでなく外交上の観点からも諸外国の船舶の

動静を把握しておくことも考慮されなければならない。 

船舶の種類毎の通航密度図を下図に示す。 

 

第5.5 -3図 船舶の種別毎の通航密度図 

 

一般貨物船及び石油タンカーの多くは第 2 シーレーンを航行しており、客船や内航船と

見なされる他の多くの船舶はマカッサルとスラバヤ間を往来している。 

マカッサル港に入出港する船舶が辿る東西に伸びる航路は北と南に別れておりいずれも

第2シーレーンと交差することになる。 

IWRAPでリスク分析するために、側位分布図は次頁のように作成した。  
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第5.5 –4図 リスク分析のための航路ライン設定図 

船舶は航路に沿って航行しているが海域が十分に広いため航行幅は広くなっている。船

舶の航行状態についての側位分布図がそれを示している。各ヒストグラムバーの幅は1 km

としている。 

航路の各区間のヒストグラムを下図に示す。 

  

第5.5 -5図 側位分布のヒストグラム 
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IWRAPによるリスク分析計算結果を以下の表に示す。 

第5.5 -3表 IWRAPによるリスク分析計算結果 

  

 

この結果から、船舶の航行可航幅が広く、絶対的な交通量もそれほど多くないことから、

目立った計算結果は得られなかった。しかしながら、船舶の航跡を見る限り、この地域に

は船舶の交差路が多く衝突する可能性を秘めている。 
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  5.6 ラブアンバジョ（Labuan Bajo） 

ラブアンバジョは、インドネシア東部のヌサテンガラ地域にあるフローレス島の西端に

あり、近くにはコモド国立公園がある。近年、周辺地域には観光活動を支援する施設が数

多く整備され、海洋レジャーに興じる観光客も増加している。 

コモド島周辺を航行する船舶の動静に関するデータを収集するために、ラブアンバジョ

にAIS受信機が設置された。 

AIS 受信機の設置場所を下図に示す。この場所では、レーダーによる調査も実施された。 

   

第5.6 -1図 AIS及びレーダーの設置位置図 

2019年 11月4日から6日までの3日間のAIS受信機による航跡データを下図に示す。 

  

第5.6 -2図 AIS搭載船舶の通航密度図  
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3日間で確認されたAIS搭載船の総数は82隻である。船舶の種類と大きさについて下表

に示す。 

第5.6 -1表 船舶の種類と大きさ 

  
 

船舶の種類毎の航跡を下図に示す。 

 

  
第5.6 -3図 船舶の種類毎の通航密度図  

                   Ship Type

Length

Fast ferry
Fishing

ship

General

cargo ship

Oil

products

tanker

Passenger

ship

Pleasure

boat

Support

ship
Other ship Total

  1～25m 1   0   0   0   1   8   1   2   13

  26～50m 0   0   1   0   5   2   0   18   26

  51～150m 0   0   12   8   4   2   1   1   28

  151～250m 0   0   4   1   0   0   0   0   5

  251m以上 0   0   10   0   0   0   0   0   10

Total of ship types 1   0   27   9   10   12   2   21   

Total of all ship types 82
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大型、中型の貨物船や石油タンカーのほとんどがコモド島や港の外側を航行しているこ

とがわかる。コモド島と港に囲まれた湾内を遊覧船、客船、その他小型船が巡航し、島間を

行き来している。 

また、AISを搭載していないため、航跡図には表れていないが、小型ボートが湾内を巡航

している。今回はレーダー装置と目視調査により、湾に停泊している小型ボートが多数存

在することが確認された。  

レーダー装置は、下の写真に示すように、丘の上の建物に一時的に設置され、映像が収

録された。 

  
第5.6 -1写真 レーダー装置設置状況 

海上監視に使用されるレーダー（Xバンドレーダー）の受信範囲は、通常10 km〜20 km

（アンテナの設置高により異なる）であることから、将来、コモド島までを含む湾内を航

行する小型ボートの動静を把握するためには、複数のレーダーサイトが必要となる。 

下図は、小型ボートの動静把握に必要な受信範囲を示す。 

 

                  第 5.6 -4図 受信範囲図  
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レーダー装置による湾内の船舶の様子を下図に示す。 

 

第5.6 -5図 湾内におけるレーダー映像図 

湾内には、多くの小島が点在し、小型ボートはその間に係留されていることがわかる。 

レーダー設置場所からのコモド島方向の視認状況を下に示す。 

 

第5.6 -2写真 船舶が停泊している状況のレーダー画像  
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視認調査によると、レーダー設置場所の前面の海域を横切る船舶の数は、下表のとおり

であった。 

第5.6 -2表 視認調査による船舶隻数 

 

 

視認調査は、人員の配置の関係から午前中１時間と日没前 1 時間のみの実施となった。

この時間帯は、観光客の移動時間帯にあたり港に出入りする小型船が多く確認された。 

なお、遠方海域は、夜間は完全に暗闇の世界となり、航行の手助けとなる灯火はほとん

ど確認できなかった。そのため、夜間は小型ボートの動きも確認されなかった。 

今回の調査では、1時間に通過する船舶隻数は約25隻で、長さ25m以下の小型船が多く、

その95％が客船（観光船）であった。 

レーダーサイトから撮影したパノラマ写真と同じ角度の衛星写真（Google Earth）を、

次頁に示す。（ただし、撮影日時は異なる）。 
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ラブアンバジョは、近年、観光の起点地となり、近くの島々にはシュノーケリングポイ

ンチやダイビングポイントが数多く点在する。 

 

第5.6 -4写真 ダイビングスポットと客船（観光船） 

 

国策として観光が推進されており、今後は海上活動に係わる船舶の乗組員や観光客の増

加、それに伴い客船や大型プレジャーボートの増加が見込まれ、海上での船舶事故や人命

に係わる海難を防止する海上安全対策を講じる必要がある。 

 

第5.6 -5写真 プレジャーボートの種類 
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  5.7 Kupang（クパン） 

クパンは、ティモール島の西端（西ティモール）にある港町で、オーストラリアに最も近

い島である。 

港を航行する船舶の動静に関するデータを収集するために、AIS受信機が設置された。 

AIS受信機の設置場所を下図に示す。 

 

第5.7 -1図 AIS受信機設置場所位置図 

AIS受信機の設置状況を次に示す。 

 
第5.7 -1写真 AIS受信機設置状況 

2019 年 7月 3日、4日、10月 10日〜12日の5日間のAIS搭載船舶からの受信データを

もとに描いた航跡を次頁に示す。  
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  第 5.7 -2図 AIS搭載船舶の通航密度図 

5日間で確認された船舶の総数は209隻であった。 

クパンの沖には、第3シーレーンの南側の出入り口の1つである通航路があり、主にオ

ーストラリアに行き来する船舶が利用しており、そのほとんどは大型船である。 

また、もう 1 つの特徴は、アドゥナラ島とレンバタ島の間を通航する船舶が多いことも

わかる。 

船舶の種類と大きさについて下表に示す。 

第5.7 -1表 船舶の種類と大きさ 

  

250m以上の巨大船は第3シーレーンを航行している船舶で、その他の船舶はクパン港内

とその周辺を航行しており、１日当たり約27隻の船舶が航行（72隻の巨大船を除く）して

いる。船舶の種類毎の通航密度図を次頁に示す。  

                   Ship Type

Length

Fast ferry
Fishing

ship

General

cargo ship

Oil

products

tanker

Passenger

ship

Pleasure

boat

Support

ship
Other ship Total

  1～50m 1   1   3   0   10   4   6   46   71

  51～150m 0   0   15   12   8   0   1   11   47

  151～250m 0   0   13   5   0   0   0   1   19

  251m以上 0   0   60   11   0   0   0   1   72

Total of ship types 1   1   91   28   18   4   7   59   

Total of all ship types 209
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第5.7 -3図 各種船舶の航行密度図 

 

前述のように、ほとんどの船舶は第 3 シーレーンを航行しており、その主な船種は、貨

物船と石油タンカーである。 

その次に多い船舶は旅客船で、集落が集中する島の西側を航行している。  
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下図は、IWRAP によるリスク分析された港周辺における船舶の動きの側位分布を示した

ものである。 

 

第5.7 -4図 側位分布ヒストグラム 

 

北方からクパン港に向かう船舶は、陸側を航行して右側通航を行っており、一方、港を

出て北航する船舶は、進路の北西側から半島が突き出ており前方見通しがはっきりしない

ことから船舶は右側寄りを通航しており、入出港船とも右側通航が守られている。 

この海域は、全般的に右側通航が守られていることがわかる。 
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  5.8 タンジュン デヘカラノ（Tanjung Dehekalano） 

タンジュン デヘカラノは、北マルク州のスラ・アイランド・リージェンシーの東に位置

するパガマ島の最東端に位置し、海を挟んで対岸100km先のオビ島に対している。 

2つの島の間には、第3シーレーンが南北に延びている。 

AIS受信装置の設置場所を下図に示す。 

  

第5.8 -1図 AIS受信装置設置位置図 

 

AIS受信装置の設置状況を下に示す。 

  

第5.8 -1写真 AIS受信装置設置状況 

 

2019年 10月23日から28日までの6日間のAIS搭載船舶の航跡を次頁に示す。 
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第5.8 -2図 AIS搭載船舶の通航密度図 

6 日間で確認された船舶の総数は 150 隻であった。このうち約 3 割（46 隻）がインド

ネシア船籍であり、その他は、外国船籍の船舶であった（国籍不明の15隻を含む）。 

この海域の航行船舶の通航路は下図に示すように第 3 シーレーンに沿った航行が主であ

り、この地点は通航帯のボトルネックとなっていることから、通航船舶の確認や監視に適

した箇所でもある。 

     

第5.8 -3図 第 3シーレーン及び通航密度図  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

5-49 
 

 

船舶の種類と大きさを下表に示す。 

 

第5.8 -1表 船舶の種類と大きさ 

  

船舶の種類毎の通航密度図を下図に示す。 

  

第5.8 -4図 船舶の種類毎の通航密度図 

上図に示すように、この海域を航行する船舶の多くは、一般貨物船や石油タンカーであ

り、その周辺を航行しているのは、支援船やローカル客船などの小型船のみである。 

                   Ship Type

Length

Fast ferry
Fishing

ship

General

cargo ship

Oil

products

tanker

Passenger

ship

Pleasure

boat

Support

ship
Other ship Total

  1～50m 0   0   1   1   3   2   10   18   35

  51～150m 0   0   11   8   3   0   0   4   26

  151～250m 0   0   26   0   0   0   0   0   26

  251m以上 0   0   38   25   0   0   0   0   63

Total of ship types 0   0   76   34   6   2   10   22   

Total of all ship types 150
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この海域では航行可能幅は非常に広く、IWRAP によるリスク分析による側位分布は下図

のようになっている。 

    
第5.8 -5図 側位分布のヒストグラム 

側位分布のヒストグラムを見るとわかるように、任意のポイントにおけるヒストグラム

は、幅50km以上の可航幅となり、そこを船舶が航行していることがわかる。 

今回の調査ではデータ数が少ないことから、IWRAP によるリスク分析の計算結果の数値

は非常に小さいものになっている。参考までに計算結果を下表に示す。 

第5.8 -2表 IWRAPリスク分析計算結果 

 



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

5-51 
 

 

  5.9 メラク（Merak） 

メラクはジャワ島の北西端に位置し、2020年7月1日にTSS（Traffic Separation Scheme）

が施行されたスンダ海峡の東側に面している。 

スンダ海峡を通過・横断する船舶の動静を把握するためAIS装置が設置された。 

調査のために設置されたAIS装置の場所を下図に示す。 

 

第5.9 -1図 AIS装置の設置位置図（VTS局内） 

2020 年 1月 8 日から28日までの21日間に調査したAIS 搭載船舶の航跡を下図に示す。 

  

第5.9 -2図 AIS搭載船舶の通航密度図  
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メラクはスンダ海峡を挟んでジャワ島とスマトラ島を結ぶ旅客フェリーや商業フェリー

の往来の要港であり、インドネシアが設定している 3 つのシーレーンのうちの 1 つである

第１シーレーンに面している。 

多くの船舶がこの海峡を横断し、また通過していることがわかる。 

21日間の調査において確認された船舶の総数は998隻であり、船舶の種類と大きさの分

類を下表に示す。 

第5.9 -1表 船舶の種類と大きさ 

  

 

今回の調査では、1日のAIS搭載船舶隻数は数字的には50隻程度であるが、同名の旅客

フェリーについては 1 日に何度も運航されているため、これを１隻としてカウントしてい

る。 

海峡を横断する旅客フェリーは20分おきに往復しており、実際の通航数は1日 50隻以

上となる。メラクVTS局によると、海峡を通航する船舶の隻数は、1日約120隻とのことで

ある。 

船舶の種類としては、一般貨物船や石油タンカーが多いが、タグボートなどの支援船も

多く、大きさは大型船から小型船まで幅広く分布している。 

これらの船の船籍の比率を以下の表とグラフで示す。 

 

第5.9 -2表 インドネシア船籍と他国船籍の比率 

 

 

                   Ship Type

Length

Fast ferry
Fishing

ship

General

cargo ship

Oil

products

tanker

Passenger

ship

Pleasure

boat

Support

ship
Other ship Total

  1～50m 3   4   15   14   13   10   193   90   342

  51～150m 0   0   95   115   53   2   6   24   295

  151～250m 0   0   198   75   7   0   1   0   281

  251m以上 0   0   67   13   0   0   0   0   80

Total of ship types 3   4   375   217   73   12   200   114   

Total of all ship types 998
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2020 年 2 月現在、この海域を航行する旅客フェリーは 73 隻が在籍し、運航中の定期船

は35隻となっている。 

船舶の種類別の通航密度図を下図に示す。 

  

第5.9 -3図 船舶の種類別の航行密度図 

 

スンダ海峡は、海峡を通峡する多くの一般貨物船や石油タンカーと、海峡を途切れなく

横断する旅客船が交差していることがわかる。海峡の東側には TSS 以外にも南北に通航す

る航路があり、海峡を横断する旅客船は、海峡を通過する船舶と2回交差することになる。 

この海域では、海峡を通峡する船舶及び海峡を横断する船舶と双方の船舶が常に見合い

関係にあり慎重な操船が求められている。 

内航船を中心とした小型船の航跡を次頁に示す。  
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第5.9 -4図 船舶の種類毎の通航密度図 

 

この海域にはプレジャーボートなどの小型船も航行していることがわかる。 

海峡を横断する旅客船の動きをIWRAPによりリスク分析した結果を下図に示す。 

 

第5.9 -5図 側位分布のヒストグラム  
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第 5.9 -5図の側位分布図からわかるように、海峡を横断する船舶は、右側通航を守って

いることがわかる。 

リスク評価の計算結果を下表に示す。 

第5.9 -3表 IWRAPリスク分析計算結果 

  

上記の計算結果は、海峡を横断する船舶のみを対象としたものであるため、これらの船

舶の間で横断事故が発生する確率はゼロである。 

次に、海峡（TSS）を通峡する船舶と海峡を横断する船舶の見合い関係を分析した結果を

下図に示す。 

側位分布のヒストグラムを下図に示す。 

  
第5.9 -6図 側位分布のヒストグラム 

この海域では、通航量が多いことから対向している船舶や同一方向に航行している船舶

に注意を払うだけでなく、交差する船舶に注意を払うことが求められる。 

IWRAPによるリスク分析計算結果を次頁に示す。 
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第5.9 -4表 IWRAPによるリスク分析計算結果 

 

海峡の東側とバンダランプン港に接続するスマトラ側の交通ゾーンの側位分布を下図に、

また、IWRAPによるリスク分析計算結果を次頁に示す。 

  

  
第5.9 -7図 側位分布のヒストグラム  
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第 5.9 -5表 スンダ海峡東側航路のリスク分析計算結果 

 
 

第5.9 -6表 スンダ海峡側航路のリスク分析計算結果 
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スンダ海峡の TSS は 2020 年 7 月から実施されており、海上交通の安全に関する情報

提供や TSS 用に設置された航路標識の整備、航行の安全に関する交通管制・管理を実施す

ることが義務づけられている。船舶はTSS 及びTSS入域前の警戒区域への進入・横断に際

しては事前に位置通報を VTS に行うことになっており、メラク VTS がこの任務を果たすこ

とになる。 

AIS による交通調査でもわかるように、この海域はふくそうしておりかつ船舶の動きは

複雑でVTSの役割は重大である。 

下図にTSS設定図を示す。 

  

第5.9 -8図 スンダ海峡のTSS（海図番号170） 

VTSにおいては、定期的に運航している旅客船（フェリー）の運航情報を取得し、TSSを

通過する大型船にそれらの情報を提供するとともに大型船からの位置通報に関する情報を

運航中の旅客船に提供するシステムを構築することが望まれている。  
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メラクVTSの建物の外観を次に示す。 

   

第5.9 -1写真 VTS局舎及びレーダー局 

  

第5.9 -2写真 メラク港（メラクVTS局運用室から撮影） 

 

第5.9 -3写真 メラクVTS局の運用卓（レーダ－及びAIS受信信号の表示） 
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  5.10 サマリンダ（Samarinda） 

サマリンダ港はマハカム川の上流約40kmに位置しており、その河口には、AIS局とレー

ダ－局が設置されている。 

今回の調査では、マハカム川河口に設置されたAIS局で受信したAIS信号をDISNAV サ

マリンダから提供してもらい、河口付近を航行する船舶の動静をIWRAPで分析した。 

AIS局の位置を下図に示す。 

   

第5.10 -1図 AIS局の位置図 

2020年 2月14日から17日までの４日間のAIS搭載船舶の航跡を下図に示す。 

         
   第 5.10 -2図 AIS搭載船舶の通航密度図  
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サマリンダ港はマハカム川上流の川岸に位置しているため、大型船は喫水や航行幅の制

限から川を遡上することができず、河口付近で小型船に貨物の積み替えを行っている。 

AIS 搭載船の航跡からもわかるように、沿岸付近や河川では船舶が混雑しており、4 日

間で確認された船舶数は 931 隻である。 

船舶の種類と大きさを下表に示す。 

第5.10 -1表 船舶の種類と大きさ 

  

大型船の多くはマカッサル海峡を通過する船舶で、小型船は河川を遡上する船とそれに

付随する船と見られる。 

上記の表から小型船を単純計算すると約700隻あり、これを1日あたりに換算すると、

約175隻となる。 

船舶の種類毎の通航密度図を下図に示す。 

 

  

                   Ship Type

Length

Fast ferry
Fishing

ship

General

cargo ship

Oil

products

tanker

Passenger

ship

Pleasure

boat

Support

ship
Other ship Total

  1～25m 0   0   10   0   0   256   116   65   447

  26～50m 1   0   2   5   9   4   147   124   292

  51～150m 0   0   12   10   2   0   8   14   46

  151～250m 0   0   56   29   5   1   0   5   96

  251m以上 0   0   41   6   0   0   1   2   50

Total of ship types 1   0   121   50   16   261   272   210   

Total of all ship types 931
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第5.10 -3図 各種船舶の通航密度図 

サマリンダ港まで遡上する船舶の多くは、デルタ支流の西側水路を利用している。 

デルタの沖合4海里までは水深が25mと浅く、沖合では船舶間の貨物積み替えが行

われている。 

デルタ沖を航行する船舶を、IWRAPによるリスク分析した結果の側位分布を下図に

示す。 

    

第5.10 -4図 側位分布のヒストグラム  
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船舶はある一定の限られた通航帯内を航行しており、リスク計算の結果、下表のように

事故発生の高い確率を示していることがわかった。 

第5.10 -2表 IWRAPによるリスク分析計算結果 

  

デルタ支流を航行する船舶の側位分布を下図に示す。 

 

第5.10 -5図 側位分布のヒストグラム 
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各支流の側位分布を下図に示す。 

  
第5.10 -6図 側位分布のヒストグラム 

サマリンダ港への主流となる河川の航行可能幅が最も広いところは河口付近で約

1,300m、中流では300m程度であり、ヒストグラムのバーの位置からもわかるように通航

帯全般にわたり船舶は川の中央を航行していることがわかる。 

河川を航行する船舶を、IWRAPによるリスク分析した計算結果を下表に示す。 

第5.10 -3表  IWRAPによるリスク分析計算結果 

  

リスク計算結果では、河川を航行している船舶がデルタ地域の沖合を航行する船舶より

高い値を示していることがわかる。  
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サマリンダ港の南西約 80 ㎞に位置しているバリクパパン港も重要戦略港湾の一つであ

り、同港を往来する船舶のIWRAPによる側位分布図を参考に作成した。 

ほぼ一定の定まった航路帯があることがわかる。 

 

  

第5.10 -7図 側位分布のヒストグラム 



 

 

 

第６章 

現状と整備計画作成に当たっ

ての課題 
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第6章 現状と整備計画作成に当たっての課題 

 6.1 総説 

今後の航行安全対策に係わる整備計画を作成するにあたり、NAVIGASI（航行援助局）職員

への聞き取り調査、アンケート調査、管区航路標識事務所（DISNAV）訪問などによる現地調

査とインドネシアの海事行政の動きを調査した結果をふまえ、各分野における課題を以下

に示す。 

なお、航行安全対策に大いに影響するところの一つである船舶の測位方法が、前回調査

時にはまだ一般的に普及していなかった GPS の利用が今日では欠くことのできないものと

なっており、航路標識の整備の在り方にも直接かかわることから測位の現状について先に

述べておく。 

 6.2 測位方法と航路標識 

大型船の測位方法についての移り変わりを、下図に示す。 

 

             第 6.2 -1図 測位システムの変遷 

大航海時代は、天測（天文学）航法とランドマークを目印とする地文航法が行われてい

たが、夜間や視界の悪い場所でも測位ができるラジオビーコン、ロラン、デッカ、オメガな

どの電波航法が出現したことにより航海の方法が大きく変わってきた。 

しかし、電波航法は測位精度や利用範囲に限度があるため、沿岸付近を航行する船舶に

とってはまだ不十分であり、灯台は航行の安全のために必要不可欠なものであった。 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

6-2 
 

 

20 世紀末から 21 世紀初頭にかけて、GPS は地球上でどこでも利用できるようになった

が、政治的背景による安全保障上の理由から、民間で利用できる信号の精度が意図的に劣

化されていたため、GPS の精度を補正するためにディファレンシャル GPS システムが開発

され、補正値を送信する陸上無線局が各地に設置された。 

その後、補正値を、衛星を利用して送信するシステムも開発され、ディファレンシャル

GPSシステムの有効範囲は飛躍的に拡大された。 

衛星による有効範囲を下図に示す。 

 
  第 6.2 -2図 SBAS(静止衛星型衛星航法補強システム) 

2002 年に、GPSの SA（Selective Availability）が解除され、GPS の測位精度が著しく

向上した。その結果、地上系のディファレンシャル GPS や他の電波航法の必要性が大幅に

低下し、世界的にも徐々にこれらの運用が停止されてきた。 

沿岸大型灯台も同様に、レーダー、AISその他最新技術を用いた航海計器を搭載している

大型船にとって、灯台の役目は大きく変わってきた。機器が故障するなどの非常時以外、

従来のように測位に利用されることはほとんどない。 

しかし、目標となる物標が無い場合や特に航行が制限された海域においては、航路標識

は不可欠なものである。 

それらは、次のように仕分けられる。 

➣ 水路に対する方位を示すもの 

➣ 水路に対し距離を示すもの 

➣ 危険水域及び危険物標を示すもの 
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  6.3 安全対策と航路明示 

第２章で述べられているように、インドネシアは、海洋国家構想を掲げて国家指導のも

と海洋開発に力を注いでおり、港湾整備の促進や海上輸送の東西交流拡大は、船舶交通量

の増大を示すものである。 

大型船や国内外の不特定多数の船舶が航行するメインとなるルートは、すでに群島航路

帯（Archipelagic Passage）として国連海洋法条約に基づくシーレーンが設定されている

（第2.4 -1図 シーレーン参照）。これは特別の航法を定めるものではないが、外航船は

無害通航権による通過が可能となることから、主にこの航路帯を通航することになり、地

元船舶と交通流が交錯することにもなる。今回の調査においても、マカッサル沖合の南北

に展張するシーレーン２と同沖合を東西に航行する船舶との交錯が見られるが（第5.5 -2

図：AIS 搭載船舶の通航密度図 参照）、今のところ交通量が少ないこともあって公海上の

交通ルール(International Regulations for Preventing Collisions at Sea 1972 : 

COLREGs)が守られる限り、特別な安全対策を立てるほどでもない。 

また、国際法に基づき航法が制限されるTSS（分離通航方式）が、船舶がふくそうするス

ンダ海峡及びロンボック海峡に設定され（図2.4. -2 ：TSSスンダ海峡、図2.4 -3 ：TSS

ロンボック海峡 参照）、2020年7月より効力が発生している。ここには、すでにVTSが整

備されており、航法の順守の監視や情報提供を行うことで航行船舶の安全対策が講じられ

ている。 

AIS の普及にともない AIS の蓄積データを解析することにより従来の慣習的なルートが

視覚化できるようになった（第2.5 -1図 ：AISによる交通密度マップ 参照）。今後、船

舶の増加が見込まれる状況下であるが、群島航路帯を利用して太平洋とインド洋を行き交

う大半の船舶は、地理的条件が良いマラッカ・シンガポール海峡を利用することから、現

状の交通量からして、更なる群島航路帯の開発は見込まれない。したがって、IMOの採択を

必要とするTSSの設定箇所も当面見当たらない。 

ただし、領海内の国内交通路において TSS を設けようとすると、特別な航法を強いるこ

とになるので、何からの法整備を行う必要があろう。 

一方、港湾整備の推進は、船舶の入出湾の増加に直接関係し、港湾整備の内容によって

は、船舶の大型化や高速化が図られることから、これら船舶の航行安全対策は港湾ごとに

個別に検討することとなり、船舶が秩序良く航行できるよう船舶の道筋の設定や航路標識

の設置、船舶が必要とする情報の提供体制などの安全対策を港湾整備の内容に応じて検討

されなくてはならない。 

現在、指定港が 167 港、その他一般の港が約 700 港あり、これらすべての港について航

路等の設定は必要ないと思われるが、指定された港から順次、上記に述べているような安

全対策を検討するためには、一港ごとに港湾管理者と安全対策について協議することから

始まる。これらの安全対策は、港湾の特徴、地域性、自然環境を踏まえて整備されるもので

あり、航路指定の場合、航路幅員、水深、長さを指定することになり、設計及び実施につい

てはIMOの決議書(SOLAS IMO ResolutionA572(14)に沿う他、航路標識の設置につてはIALA 

Guideline、IALA Manual を基準にし、自国の法整備を進める必要がある。  
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さらに、具体的な安全対策の策定に当たっては、港湾管理者、船舶運航者、付近で操業す

る漁民等の関係者と協議が必要であり、航路の設定や標識の設置について、設定基準や設

置マニュアルを提示して関係者と共通の認識を持つ必要がある。そのために、航路標識の

設置マニュアルや標識の基準を策定する必要がある。 

6.4光波標識 

前項で述べたように、船舶の測位方法が大きく変わり、沿岸航法をする船舶にとって陸

地初認標識となる灯台の役割が大きく変わったといえる。また、GPS の測位精度の向上や

ECDIS（Electronic Chart Display and Information System）、ARPA（Automatic Radar 

Plotting Aids）などの搭載航海計器の発達も灯台の役割を変えた。 

特に、GPSにより船舶の測位が自動で行えるようになったことにより、搭載したGPSやレ

ーダーシステムの機器等が故障した場合を除いて、複数の灯台を使って測位するクロスベ

アリング方式は、現在では殆ど使われていない。 

6.4.1 光波標識整備の「適正化」について 

DGSTが 2015年に作成した戦略的整備計画で、光波標識の基数について、「適正化」の

概念が初めて導入されている。 

この目的は、インドネシアの海岸線上に光波標識をどの程度設置する必要があるかを

概念的に計算し、必要な基数に基づいて実施の割合を数値化したものである。言い換え

れば、目標の達成度を示すものである。 

下図は、整備計画書の表紙と「適正化」の部分が記してある写しである。 

 

第6.4.1 -1図 光波標識の適正化 

「適正化」の考え方は、沿岸航法をする船舶がクロスベアリング方式で常時測位でき

る最低２基の灯台が見えるように光波標識を配置したと仮定して、海岸線の長さと光波

標識の平均光達距離範囲（大灯台、中灯台、小灯台、灯標）から必要基数の最大値を算

出し、その数値と整備されてきた基数と比率で比較したものが「適正化」の値となる。 

＊光波標識の平均光達距離 = 12NM（海里） 

＊インドネシア国海岸線の距離 = 42,628 NM 

＊適正化基数  42,628 NM /12 NM = 3,469 基 （必要基数） 

概念的な説明図を次頁に示す。  
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第6.4.1 -2図 「適正化」の概念図 

1) 「適正化」率 

「適正化」について、前回のMPが作成された2002年に適用すれば、53％であった。 

なお、戦略的整備計画が発表された 2016 年は 74％、今回の調査時点の 2019 年では、

87％となっている。 

下表に該当年のデータを示す。 

第6.4.1 -1表 光波標識の「適正化」 

 

2019 年現在、光波標識は 3,004 基あり、2015 年の戦略的整備計画で示された目標数

(2,587) を大きく上回っている。一方、第3.1.1-2図（光波標識の設置基数の遷り変り）

に見られるように、前回のMPで提案された基数と現在の基数を比較すると、灯台の整備

は目標数を超えていないが、灯標は大幅に増加していることが判る。 

この数字の背景には、港湾開発に伴い DGST 以外の港湾管理者等により設置された所

管外の灯標が多く含まれていることにある。 
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今後、経済成長に伴い港湾開発が進めば、沿岸部や港湾での安全な航行のために航路

標識の必要性は益々高まり、それに伴って航路標識の基数も増加することになる。 

しかし、それらはクロスベアリング方式により船位を出すためのものでなく、第 6.2

項で述べているような水路に対する距離や方位、危険水域を示す標識であり、港湾整備

担当機関や海事関係者の意見を聞きながら、これら光波標識が整備されることになる。 

    2) 光波標識の基数 

光波標識の整備は、航海計器の発達により必要とされる標識の種類や基数も大きく変

化をしており、「適正化」比率が90％近くに達している現状を踏まえれば、陸地初認標識

となる沿岸灯台の今後の整備については、従来のように予算規模に合わせ単に基数を増

やすだけでなく、航海者が真に必要とする箇所に整備し維持管理されるべきである。 

港湾や漁港の光波標識となる灯標・灯浮標の整備は、水路（航路）の設定や港の整備

の状況にあわせ、だれが設置するかも含めて検討することになる。 

また、既存標識の維持管理の負担を軽減するために、光波標識の有効範囲が幾重にも

重複しているような標識があれば関係者と協議して廃止することも今後は検討されるべ

きである。 

6.4.2 光波標識の整備の基準化 

「適正化」率が90％近くになったことは、国土全体に灯台及び灯標が展開され、主だ

った航路筋には標識がほぼ整備されたと受け止められなくもなく、先に述べているよう

に船舶の航法の変化により従来のように画一的に標識を設置する必要はない。 

今後は港湾整備に合わせて必要な標識を整備していくことになり、港湾整備を実施す

る関係者が標識を設置しなければならないのかも併せて、標識を管理監督する側と港湾

整備を行う関係者とが共通の認識がもてるよう設置のための基準となるガイドラインの

制定を図って安全対策を推し進めることになる。 

ガイドラインの作成にあたっては、整備指針の確認、国際浮標式に基づく水源の確認、

標識の設置モデルの周知、装置の規格化などを明確にしておく必要がある。 

    1) ガイドラインの制定 

航路標識の設置及び管理に関するガイドラインの構成を次に示す。 

イ 航路標識の役割 

・ 航路標識の定義 

・ 種類 （灯台、灯標、灯浮標、導灯、指向灯） 

・ 浮標式 （種類、灯質、水源、灯色、頭標） 

ロ 航路標識の設置 

・ 設置モデル （防波堤、岩礁、工事区域・漁業区域、航路） 

・ 設計基準 
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ハ 適用範囲と手続き 

・ 設置の義務と範囲（国が設置するもの、許可を受けて国以外が設置するもの、 

国以外のものが設置するが届けだけで良いもの） 

2) 整備指針 

今後の光波標識の整備は、航海者、漁業者、港湾整備関係者の要望を聞きながら協議

していく中で決められることになるので、整備指針の方向性を定めておくことになる。 

イ 灯台 

 灯台は、新規に沖合航路が開発された場合や既存航路において航海者から設置

の要望がなされた場合に、どのような標識が必要なのか個別に検討することにな

る。 

ロ 灯標 

灯標は、防波堤、障害物及び航路筋に設置されるものに分類される。これらは、

船舶の増大や港湾・漁港の整備に伴う海上交通の活性化に呼応して設置されるも

ので、航海者及び港湾管理者と協議しながら設置されることになる。 

代表的な灯標を下図に示す。 

    

Break-water Beacons               Obstruction Beacon 

   
Traffic Beacon 

第6.4.2 -1 写真 代表的な灯標  
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ハ 灯浮標 

灯浮標は、海上に設置されるもので、海底よりチェーンで連結されて浮いてい

るタイプと海底の沈錘と連結されているタイプに分けられる。 

これらは、航路、浅瀬、障害物を明示するもので、航海者や漁業に従事する関

係者と協議の上、港湾ごとに個別に種類や設置場所が検討されるものである。 

代表的な灯浮標を下図に示す。 

 

第6.4.2 -2 写真 代表的な灯浮標 

灯浮標は、少なくとも水路（航路）の片舷に設置され、目視又はレーダーで確認

できなくてはならない。これを踏まえて航海者は関連海域での視認状態を考慮に入

れ灯浮標までの距離を知ることになる。したがって、灯浮標の最大間隔は、視認可

能な距離以下でなければならない。(船体の大きさ、船速、船橋からの視界状況、搭

載電子機器の使用により、船舶が認識する最小視認距離は、実際の気象上の視界よ

りも小さく認識されることもある) 

海底の沈錘と繋がっているタイプは、浮体式灯浮標と呼ばれており、従来の海上

に浮いているタイプに比べて、風や波の影響を受けにくく、また、灯器も従来のも

のより水面から高い位置に設置できるため、視認性が非常に良くなる。また触れ回

りが小さいため、下図のように広く有効的に航路幅を確保することができる。 

 
第6.4.2 -1図 スパーブイのメリット  
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浮体式灯浮標は、本体とその沈錘に取付けてある高張力シャックル間をチェー

ンまたはユニバーサルジョイントで連結されており、動きが小さくコントロール

されるため、航路側線を表示する標識に適している。 

浮体式灯浮標の一般的な結束は、下図のようになっている。 

 

第6.4.2 -2図 ユニバーサルジョイント部 

また、下図のように、一連の浮体式灯浮標の灯火を同期を取って点滅させるこ

とで、航路側線が認識しやすくできる。 

 

第6.4.2 -3図 同期点滅(B地域) 

浮体式灯浮標は、設置場所の水深や波高などの条件に合わせて個別に設計する

必要があり、一方でメンテナンス面では、従来の浮体式ブイに比べて、海上に引

き出された本体部分の交換サイクルが長くなるメリットがある。 
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海底の航行障害物の明示のために新たな形式の灯浮標（緊急沈船標識）が採用さ

れた。これらは、水路調査や航海者からの報告で確認された浅瀬、岩礁、砂洲、沈

船などの海上交通に支障をきたす障害物があるところに設置されることになる。 

 
第6.4.2 -4 図 緊急沈船標識 

ニ 導灯、指向灯、照射灯 

一般に水路や障害物を明示する代表的なものとして水路に沿って設置される浮

標（灯浮標）があるが、海上に設置されるこれら施設は、陸上施設に比べて維持管

理の面で大きな負担があり、灯浮標と同じ機能を有する標識が陸上に設置できるの

であれば、点検はいつでも行うことができるなど多くの利点がある。 

それらには、導灯、指向灯、照射灯がある。 

導灯は、航路を明示する機能と同じ役割を果たし、船舶を安全に誘導するもので、

狭い水路の直線部分についての正確な情報を提供することができる。 

 

 

第6.4.2 -5図 導灯  

導 灯 
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指向灯は、浅瀬や危険水域を避けて安全に航行できるように誘導するために使用

されることが多い。 

 

 

第6.4.2 -6図 指向灯 

地方港湾や漁港などの浅瀬に囲まれて岸壁に一方向からしか侵入できないよう

な水路、あるいは浅瀬の中に突き出た桟橋（ふ頭）に通じる狭い航路などに適して

いる。 

 

第6.4.2 -7図 桟橋先端の指向灯  

指向灯 
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照射灯は、航路標識の設置が困難な場所にある岩礁などを内陸側から照らして

海上にある障害物を知らせるもので、下記で示す。 

 

第6.4.2 -8図 照射灯 

3) 浮標式 

IALAでは、航路標識を3つのカテゴリーに分類しており、カテゴリー１は、海上で最

も重要な航路に設置する海上標識、カテゴリー２は、次に重要な航路及び先の重要航路

を補完する航路に設置する海上標識、そしてカテゴリー３は、航海に必要とされる標識

となっている。 

標識の設置を計画する場合には、先ず、どのような航路標識のカテゴリーに適合する

標識であるかを決定する必要がある。 

IALA海上浮標式は、全世界を「A地域」と「B地域」に区分しており、両者の違いは、

船舶から標識を見た場合の側面の形の違いと色分けが逆となっていることである。 

  "A地域" : 方位（可航域）標識及び側面標識の組み合わせ（港湾入港時に左舷側が赤） 

  "B地域" : 方位（可航域）標識及び側面標識の組み合わせ（港湾入港時に右舷側が赤） 

インドネシアは、A地域を採用している。「A地域」の場合、船舶が港湾に入港する際、

左舷側が赤色となる。 

インドネシアが採用しているIALA海上浮標式のA地域の標識設置図を下図に示す。 

 

第6.4.2 -9図 IALA浮標式（A地域）  
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 浮標式では港湾に入港する方向を水源としており、港湾以外の海域では一般的に時計

回りの方向を水源としているが、島に挟まれた水路など水源の方向が不明確な場合は、

下図のような記号を海図などに明記しなければならない。 

     

      

第 6.4.2 -10図 水源 

海に囲まれた島国の場合は、国毎に水源の方向が決まっており、日本とイギリスの例

を下記に示す。 

      

   第6.4.2 -11図 水源の方向 
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4) 設置モデル 

 これからの光波標識の整備は、港湾整備に伴う灯標や灯浮標の設置が中心となること

から、港湾管理者をはじめとする関係者に標識の認識と標識についての知識を理解して

もらうため、標識の塗色、灯質、光力等についての設置モデルを作成して関係者に周知

し、安全対策に遺漏が無いようにする。 

 防波堤、岩礁（岩棚）、沖合工事区域、航路に設置する例を下図に示す。 

イ 防波堤 

 

     
第6.4.2 -12図 防波堤での灯標設置例  

・   Location

  Port Side   Red   Tower, Pillar or Stand Pipe

  Starboard Side   White   Tower, Pillar or Stand Pipe

  Port Side

  Starboard Side

※ Synchironized flashing, when beacons show the same entrance of a port

The range of a light is that the light can be seen from a distance where a ship can avoid the
colision with the breakwater, when the ship approaches the breakwater.

Indication of Breakwater

  Requirement of Beacon

  Red

  White

Single-Flashing, Group-Flashing, Isophase Light, Single-Occulting, Group-Occulting,
Continous Quick-Flashing, Group Quick-Flashing or Fixed Light  Light Characteristic

・

・

・

・   Luminous Intensity

  Purpose

  Method of Indication

  Paint Color, Structure "Reagion A"

  Light Color

  Showing the entrance of a harbor, Preventing the collision of vessels

  Instalolation of Light-Beacon on the Breakwater

  Tip area or Outer area of Breakwater on Traffic side
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ロ 岩礁（岩棚） 

 

 

 第6.4.2 -13図 岩礁（岩棚）上の灯標設置例 

ハ 沖合工事区域 

 

 

  第 6.4.2 -14図 沖合工事区域での灯標設置例  
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ニ 航路 

 

   

第6.4.2 -15図 航路での灯標設置例 

 

5) 小型灯標及び灯器（LED）の標準化 

地方の港や漁港において、周囲がサンゴ礁などに覆われ沖合まで長い通路をもった桟

橋に船舶を安全に誘導するための灯火を設置する場合、標識まで長い電力ケーブルを敷

設する必要があり、海上工作物への電力供給に大きな課題があったことから灯標が桟橋

に設置されているところは非常に少ない。 

灯火が無いことにより夜間の出入港が出来ないのはもちろんのこと、昼間であっても

危険エリアや水面下の岩礁などを示す標識がないところは、常に乗揚げの危険があり船

舶は沿岸部に近づくことさえできない。  
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特に、集落の少ない長い海岸線が続くような島しょにおいては、真っ暗な夜間ではど

こからが海岸線となるのかも識別できず、レーダーのない小型船や漁船は、常に暗礁の

危険と背中合わせで航行を強いられていることになる。 

このような無灯火地域用に電源の心配もなく手頃に簡単に設置できるよう、本体、灯

器、電源（簡易太陽光発電）が一体化した装置を開発し、標準化することで無灯火地域

の解消につながる。標準化した小型灯標を下図に示す。 

 

第6.4.2 -16図 簡易太陽光発電式灯器 

今日の光波標識の画期的な改善点の一つとして、従来型光源の電球型ランプに代わり、

半永久的に交換を必要としないLED（発光ダイオード）への変更が挙げられる。光波標識

の光達距離が25海里以上必要な場合はメタルハライドランプが使用されていたが、高輝

度 LED の開発により、メタルハライドタイプを含む電球型ランプはほとんど姿を消しつ

つある。 

また、光源が LED に切り替わったことにより、消費電力が少なくなったことも大きな

革新であり、航路標識の電源の大部分は商用電源や交換式蓄電池から太陽電池（充電式

蓄電型）に代わってきている。このことは、補給船を使って灯台へ発電用燃料を補給す

ることや灯浮標の発電用蓄電池の交換を不要とした。 

LED と太陽電池システムの組合せにより、定期的に交換を要する部品がほとんどなく

なり、基本的には、部品の劣化による機能低下に対するメンテナンスだけとなる。 

LED灯器は、世界数カ国で製造されており、各社が大型、中型、小型というようにそれ

ぞれ独自の規格を決めてパッケージ化されたものが出回っている。このようにパッケー

ジ化されている装置は、故障時には灯器一式を新しいものに交換し、基地に持ち帰って

修理することが一般的となっており、予備装置も同じものが準備されることになる。 

現状においては数社の灯器が採用されており、それぞれのメーカの灯器に対して予備

品を持つことになり、それらは他社の灯器との共通予備品とならないことから多くの在

庫を抱える結果になっている。 

LED灯器は、港内用の短距離型、港外用の中距離型、沿岸灯台用の長距離型に分類する

ことができ、視認距離に応じた許容光度や電源の仕様を決めて調達すれば、保守の合理

化が行えるだけでなく多くの在庫を所有しなくてすむ。 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

6-18 
 

 

LEDを光源に使っている灯器は、LED、制御回路、光スイッチ装置等で構成され装置全

体が密閉されるもので設置環境に耐えうる仕様でなければならない。 

参考に、灯器の仕様（一部）例を、下図に示す。 

 

第 6.4.2 -17図 航路標識用LED灯器 

光度等の仕様決定に際しては塗色および発光色もIALAの基準に併せて、白、赤、

黄、緑または青のいずれかであることを明示する。発光色の色度範囲は下図のようにな

る。 

 

第 6.4.2 -18図 発光色の色度範囲 

 

6) 適用範囲と手続き 

航路標識は不特定多数の航海者や漁業従事者に利用されるものであって、非常に公共

性の高いものである。さらに諸外国の船舶も利用することになることから国際的に統一

の取れたものであり、管理運用は厳格なものでなくてはならない。 
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したがって、多くの標識は国が管理運用を行うこととなるが、特定船舶のみが入出湾

する港湾については、港の管理者の責任のもと標識が設置されることもある。このよう

な場合でも、航路標識の公共性から他の船舶が利用する可能性や誤認をすることもある

ので国はこれらについても管理する必要がある。 

これらの適用範囲は次のように仕分けられる。 

イ 許可標識 

所要の手続きを条件にして設置及び運用の許可が与えられる標識とする。 

ロ 届出標識 

光力が非常に小さく（例えば、15カンデラ以下）他の標識と見違える可能性の低

いものについては、設置の届けの義務だけを課す標識とする。 

6.4.3 遠隔監視システム 

航路標識の消灯、灯火の異常、位置の移動が発生すれば、船舶の海難事故に直結する

可能性があり、ただちに航海者に知らされなければならない。そのためには航路標識を

常時監視する体制を整えておかなければならない。 

これまでの灯火の監視は、灯台職員や灯台近辺の住人により直接視認して確認される

か航海者によって灯火の異常が知らされてきた。今でも大部分はこの方法で灯火の監視

がなされているが、灯台の無人化や目の届かない標識も多数あり、航海者からの通報だ

けでは灯火の異常を関係者に周知するのに時間を要し、危険な状態を長く放置すること

になる。 

航路標識の監視の重要性を再認識し、現在の電子技術や無線技術を利用して灯火の自

動監視システムを導入することを検討する必要がある。 

標識は遠隔地や海上に設置されていることから多くの制約があり、標識と監視する箇

所の間の通信手段の如何によるところが大である。今日では携帯電話のネットワーク網

がインドネシア全土に普及しており、この通信網を活用することである程度の航路標識

の監視を実現化することが可能と考えられる。 

インドネシアの主要な通信ネットワークであるインドネシアテレコム社が公開してい

るデータサービスエリアを下図に示す。 

     
第 6.4.3 -1図 携帯電話網（データモード別）  
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自動監視のためには、灯器に接続される以下のようなモニターユニットを準備する必

要がある。 

・電流検出ユニット 

灯器の LED に流れる電流に比例した電圧を検出し、点灯時の信号をモニターユ

ニットに出力する機能を有すること。 

・灯火監視ユニット 

灯器の消灯時や灯器に異常が発生した場合、無電圧接点の信号をモニターユニッ

トに出力する機能を有すること。 

・過電流防止ユニット 

灯器点灯用の太陽電池によって、二次電池を充電する際にフル充電を検知し、充

電を自動停止する機能を有すること。 

これらユニットに信号が出せるよう灯器の標準化に合わせて仕様を定めれば、携帯電

話網を通じてどこでも標識の監視が可能となる。 

航路標識の監視システムの概念図を下図に示す。 

 

第6.4.3 -2図 航路標識用遠隔監視システム 

6.5 電波標識 

第 6.2.1 項で述べたように、これまでの電波標識であったオメガ、ロラン、デッカな

どの双曲線航法システムは、GPS の出現とその精度向上により船舶向けのシステムは全

く無くなった。現在では測量などの極限られた分野でしか使用されていない。 

レーダーを搭載した船舶に対する電波標識としてレーダービーコンやレーマークビー

コンが開発され世界各地に設置されてきたが、GPS や電子海図の発達によりその役目も

薄れてきたことから、老朽したものから廃止され新規に設置されることはなくなった。 

電波標識とかつて呼ばれていた舶用のシステムは、GPS 及び航路標識 AIS しか残って

いない。 

米国政府の公式発表による最近のFAA（連邦航空局）のGPSデータによると、GPS単独

測位で水平精度（単周波 GPS 受信機）は、下図のように 95％の確率誤差で 1.891m 以下

となっている。GPS対応スマートフォンでは、その位置精度は4.9m以内とのことである。 
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参考： ハイエンドユーザーは、二周波受信機または補強システムによって、GPS の精度

をさらに高めることができる。これによって、数センチ以内のリアルタイム測位や、

ミリ単位での長期計測が可能となる。 

 

第6.5 -1図 GPS精度 (FAA Report) 

6.5.1 航路標識AIS 

航路標識用AIS（AtoN AIS）には3つのタイプがある。 

一つは、既存の航路標識に、物理的に取り付けられる「リアルAIS」である。 

二つ目は、遠隔地にある AIS 基地局から、航路標識情報を送信する「擬似 AIS」であ

る。 

三つ目は、物理的には存在せず、実際に航路標識があたかも存在しているような情報

を送信する「バーチャルAIS」である。これは、AIS受信装置の表示器または電子海図上

に、標識の存在が現実のものであるかのように表示されることを意味する。 

この３種類のAtoN AISにはそれぞれ特徴がある。 

・リアルAIS 

従来のレーダービーコンのように、シンボルマークだけでなく静的情報を表示す

ることで、航路標識の存在をより明確に示すことができる。浮標に設置した場合は、

現時点の浮標の位置情報を送信するため、仮に浮標が漂流などで位置がずれた場合

もすぐに判明できる。気象観測装置と組み合わせ、AIS の放送機能も活用して、そ

の箇所における風速や風向の気象情報をリアルタイムで放送することができる。 

・擬似AIS 

既設の航路標識の位置情報を別の場所から送信しているため、何らかの原因で洋

上の浮標の位置がずれると、告知位置との間にズレが生ずるため、「擬似AIS」の利

用には十分な注意が必要である。 
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・バーチャルAIS 

洋上には存在しない航路標識の情報を送信するものである。水深が深い場所や潮

流が強く航路標識の設置が困難な場所において障害物の存在や船舶の通航分離を

促すために設置されるものである。海難発生箇所や沈船の存在を船舶に知らせるこ

ともできる。 

AIS 装置を装備していない船舶は仮想の標識を認識することができないことから、

AISを装備した船舶との間で海域の状況に認識の違いが生ずることもあり、「バーチ

ャルAIS」の設置に際しては、関係者、特に小型船舶に対する周知が重要となる。 

「バーチャル AIS」は、陸上設備の整備だけなので海上工事が伴う灯標や灯浮標

の設置に比べ比較的に簡易に設定ができ保守の軽減化ができる。 

「バーチャルAIS」の概念図を下に示す。 

 

第6.5.1 -1図 リアルAIS 

 

第 6.5.1 -2図 バーチャルAIS  
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下図は、日本の東京湾の入り口に、「リアルAIS」と「バーチャルAIS」を配置し

た例である。 

 

第6.5.1 -3図 「リアルAIS」と「バーチャルAIS」の組合せ例 

 

第6.5.1 -4図 「バーチャルAIS」による通航分離 

東京湾口のふくそう海域における通航をより秩序あるものにするために、航海者、

漁業関係者、港湾関係者、学識経験者からなる委員会を設置してIWRAP解析を含む

安全対策が検討され、通航分離のためには標識の設置が必要となったが当海域は水

深が深いことから「バーチャル AIS」の設置が選択された。同海域は南北に長いこ

とから北航する船舶、南航する船舶の双方が遠くからでも「バーチャル AIS」が認

識できるよう、南北2箇所の陸上AIS局から仮想ブイの情報が送信されている。 



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

6-24 
 

 

6.6 VTS 

VTSは、船舶が安全かつ効率的に運航ができるよう、かつ船舶の運航管理を支援するため

に主要航路や主要港湾において整備されてきた。今後も新たな港や航路が開発された際に

は、航行安全対策の一環としてそれぞれの港湾に合わせたVTSが整備されることになる。 

VTSを整備するにあたっては、その海域において、どのような船舶にどのような情報を提

供し、どのような交通管理をすれば航行の安全が担保されるかが事前に検討されているも

ので、VTSのシステム構成はこれらの業務に必要なものが準備されることになる。VTSの業

務は、一般的には情報供給業務が主たる目的とされるが、航行支援や航行管制業務も取込

まれることがある。これらの業務の内容に応じて機器の構成や仕様が決定される。 

VTS は設置されただけでは機能するものでなく、構成機器を十分活用してそれらを運用

することで船舶の安全運用に寄与することになる。これらは、現在 IMO、IALA 等で検討さ

れているe-Navigationの一躍を担うことにもなるので、VTSの日々の発展はそれらの礎に

なりうる。 

6.6.1 VTSの機能 

VTS が十分に機能するためには、下図に示すように船舶の動静に係わる情報や安全運

航に係わる情報の収集、それらのデータ処理・保存、データ解析、データ共有、無線通

信による船舶への情報提供（無線通信）が一連の作業として実施されることになる。 

 

第6.6.1 -1図 VTSの機能図 
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情報の提供にあたっては、運用者の判断の遅れや人為的なミスが起こらないよう、か

つ情報を受ける船舶にとっても混乱が起こらないよう、情報の種類、情報が提供される

場所、提供のタイミング、情報の内容等について、具体的な手順が定められていなけれ

ばならない。運用者にとっては運用マニュアルであり、船舶にあってはユーザーマニュ

アルとなる。 

・情報（データ）収集 

船舶の動静に係わる情報の入手手段として、レーダー、AIS、監視カメラがあり、こ

れらは相互に位置情報等を交換することにより各々の不足した機能を補い、より高機

能な情報収集手段となる。これらの設置箇所は、情報を収集する海域の広さにより異

なってくる。 

船舶の安全に関わる情報として、気象・海象は欠くことのできないもので、できる

限り船舶が航行する近辺のリアルタイムな情報でなければならない。情報収集センサ

ーとしては、風向・風速計、気圧計が一般的である。視程計を設置する場合もある。 

静的な情報である、船舶の登録状況、港湾管理者が把握している船舶の入出港予定、

気象機関が発する気象情報等も収集される。 

・データ処理、保存 

各種センサーから収集された情報は、表示や帳票のために各種の処理がほどこされ、

他の情報との関連付け等が行われる。これらは、統計やレビューのため保存されるこ

とになる。 

・データ解析 

処理されたデータは、乗揚げ予測、衝突予測、進路予測等の解析が行われ、運用卓

を通じて運用官に即時に知らされ、船舶への情報提供や注意喚起が行われることにな

る。 

また、蓄積データの解析は、統計や政策立案に活用されることになる。 

・データの共有 

収集された情報及び処理されたデータは、船舶への情報提供だけでなく、船舶の運

航管理や海上の監視に当たっている機関にとっては貴重な情報となることから、これ

らの機関とはインターネット等を介して情報の共有がなされる。 

・情報提供 

船舶への情報提供は、VTS 運用官により国際 VHF 無線通信を通じて適時、適切に行

われることになる。また、近い将来は、航行安全情報がデータ通信（VDES）を用いて

自動的に電子データとして送信されることも予想される。 
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・運用マニュアル 

運用マニュアルは、個人の判断で情報が処理や提供されないよう、情報の取扱を定

めた手順書で、各VTSによりそれぞれの地域や地理的状況、交通形態によって異なり、

VTS毎に定められるものである。 

また、関係機関との連携や運用体制まで記載することもある。 

マニュアルは、具体的な事例を示して情報の収集方法や提供方法が記載されるもの

で、以下の内容が含まれる。 

a) 用語の定義 

b) 情報の収集方法 (監視対象、目的、海域) 

c) 周知、指導、指示の仕方 (項目、タイミング、対象、手段) 

d) 情報の整理・分析方法 

これらは、日々の運用の中で、状況の変化に合わせて常に見直し、修正、更新され

るものである。 

 東京湾VTSセンター（日本）で採用されている運用マニュアルに近いものを簡潔に

整理したもの下図に紹介する。 

 

第6.6.1 -2図 運用マニュアル目次（例） 
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第 6.6.1 -3図 運用マニュアル（例） 

・ユーザーマニュアル 

ユーザーマニュアルは、その海域で安全に航行するための情報が記載された船舶の

ためのものである。船舶は、定められている航法や順守事項を知ることができ、安全

運航を見守るVTSセンターの業務と合致したものとなっている。 

下図の東京湾 VTS ユーザーマニュアルを付録 6.6.1 -1 に添付する。

 

第6.6.1 -1写真 東京湾VTSユーザーマニュアル表紙  
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  6.6.2 VTSの発展的役割 

現在の VTS は単独でシステムを構築しているが、これらが保有するデータを統合する

ことで広域監視、新たな業務の創設、他機関とのデータの共有によるデータの有効活用

が可能となる。各 VTS の業務が充実し統合のための通信インフラが利用可能となれば、

これらを統合することにより将来のe-Navigationの一角をなすことができる。 

IMO/IALAで検討されているe-Navigationの概念は、「海上の安全と海洋環境の保護の

ために、ふ頭とふ頭間の航法および関連サービス強化のため、電子的手段を用いて船上

及び陸上の海洋情報を調和的に収集、統合、交換、提示、分析することである」(IMO MSC85, 

2007)としており、現在のVTSの業務と大いに関連性をもっている。 

検討されるシステム構成の概念図を下図に示す。 

 

 

第6.6.2 -1図 インドネシア統合情報システム（構想）  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

6-29 
 

 

本システムは、e-Navigationの陸上側をイメージしたもので、VTS、船舶、陸上支援施

設（民間企業等による陸上オペレーションセンター）の機能を統合したものである。 

このシステムでは、VTS が中心的役割を担うもので、機能をまとめると以下のように

なる。 

a) 海・陸から収集した情報のデータベース（レーダー、AIS、気象センサー） 

b) 気象庁と海事当局から収集した各種情報のデータベース 

c) 運用のためのカスタマイズされた総合コンソール 

d) 海事情報ポータルサイトの構築 

DGSTの業務でもある海難救助についても、統合VTSと沿岸無線局のクラウドシステム

を利用して下図のような新たな拡張したシステムを構築することができる。 

 

第6.6.2 -2図 海上捜索救助ネットワークシステム 
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6.7 航路標識支援施設 

 多くの航路標識は、次の写真に示すように遠隔地の不便な過酷な条件のもとに設置され

ている。 

 

第6.7 -1写真 過酷な条件下に設置された標識（参考例） 

これらの標識が正常に機能するためには、船舶を用いて現地に赴いて設備及び機器の定

期的な保守見回りが必要となる。これらを支援するため、陸上側には作業場、部品用倉庫

などを備えた浮標基地が設けられる。 

 

 

  第 6.7 -2写真 作業場及び資材置き場（浮標基地） 
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洋上の灯浮標は、貝類の付着に伴う沈下や海中鉄鎖の劣化による流出を防ぐため定期的

な交換が必要で、次の写真に示すような特殊な船舶にて灯浮標の交換が行われるとともに

各種装置の予備部品等が運搬される。 

 

第6.7 -3写真 灯浮標交換の様子（参考例） 

6.7.1 浮標基地 

 浮標基地の代表的（日本）な鳥瞰写真を次に示す。 

 

第6.7.1 -1写真 浮標基地 

 浮標基地は、灯浮標や関連機器の保守、修理をするところで鉄鎖や賃錘を保管する施設

で、それらは、写真に示されている施設で構成される。  
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 作業場は、現場から持ち帰られた標識を修理、調整、測定、改修などを行う中心施設で、

工作機械、木工機械、工具などが備え付けられ、強度計やオシロスコープなどの計測機器

も良好な状態で備付けられていなければならない。 

 また、基地には作業スペースが必要となる。長時間海中にある灯浮標は貝類が付着し腐

食の原因となることから、灯浮標は定期的に洋上から引き揚げて浮標基地まで運搬して保

守を行わなければならない。 

 次の写真のように、灯浮標は時々船舶と接触することもあり、障害を受けた漂体本体や

機器類は一端陸上の浮標基地まで運搬され修理後に再び洋上に設置されることになる。 

 

第6.7.1 -2写真 引揚げ中の灯浮標と障害を受けた漂体 

 浮標基地には複数の予備漂体が用意されており、それらは修理が終了すれば一基ずつ交

換されることになる。下の写真に示すように、ブイ本体は比較的大きく修理のための広い

スペースが必要で、その他鉄鎖や沈錘のためのスペースも必要となる。 

 

第6.7.1 -3写真 予備漂体、沈錘、鉄鎖  
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 浮標基地の機能的なレイアウトの例を下図に示す。 

 

第6.7.1 -1図 浮標基地レイアウト 

 また、航路標識の定期的な保守や施設の点検、灯台への燃料などの物資の補給、灯台守

の交代などの用務のために設標船、補給船、見回り船などの航路標識業務用船が必要とさ

れる。 

 これら船舶のために、作業場と同様に迅速な荷揚げが出来るよう陸上施設と船舶を取り

持つ桟橋やある程度のスペースが必要とされる。 

 第 3.1.3 -1表 「支援施設集計結果」にあるように、全管区のDISNAVは作業場をもって

おり、2001 年と 2019 年を比較すると広くはなっているものの、80 ㎡しかないところもあ

り、必ずしも全箇所十分な広さが確保されているとは言えない。 

 6.8 航路標識業務用船 

3.1.3項で述べられているように航路標識を維持管理する船舶として設標船、補給船、見

回り船とあり、合わせて 71 隻が在籍している。約半数近い船舶が建造から 30 年以上経っ

ており、老朽度も激しい。船齢の構成は下図のようになっている。 

 

第6.8 -1図 船齢構成図  
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ここ5年以内（2016年以降）に建造された船舶が全体の約3割（19隻）あるにも係わら

ず、全体の約 6 割にあたる船舶が技術要件を示す標準テクニカルコンディションを下回っ

ている。 

船齢20年を超える船舶は、一般的にはスクラップ・アンド・ビルドの検討対象となるが、

過半数を超えるこれら船舶の状態確認を行う必要があることや今回の調査でも確認できた

ように比較的新しい船舶にも課題があることが判明した。これら船舶は造船の専門家によ

る詳細な調査を待たなければスクラップ・アンド・ビルド等の判断も難しい。 

また、最近では、灯台の無人化にともなう船舶による物資の補給業務や灯浮標の LED 化

による蓄電池の交換業務が無くなっており、従前と比べて船舶が担う業務は大幅に変わっ

てきている。物資の補給に要する日数、見回り日数、灯浮標の交換日数などの業務量から

船舶の行動日数を求めて真に必要な船舶数が求められる訳で、今日の業務量が正確に把握

されていなければならない。 

耐用年数を大幅に超過している船舶の中からさらにテクニカルコンディションの悪い船

舶、また比較的船齢が若いにもかかわらず不具合のある船舶を選別して、その中からスク

ラップ・アンド・ビルドの判別が行われる訳であるが、これらは造船の専門家による判断

が不可欠であり、それとともに適正船舶の船種や隻数を割り出すためにも現在の業務量が

正確に把握されていなければ、次の計画が立たない。 

今回の調査からでも、次のような多くの課題を指摘することができる。 

  6.8.1 新造船 

2016年及び2017年に新設計による15隻の設標船が新造されたが、以下のような課題

点が指摘されている。 

a)ライフボートとレスキューボート 

SOLAS で要求されている救命機器の手配については、救命ボートだけではなく、

ライフラフトを備えたレスキューボートを、下図のように手配しなければならない。 

 

第6.8.1 -1図 SOLAS の要求事項  
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DAMAEN が設計した KN Bimasakti Utama とかつて新潟鐵工が設計した KN-

Jadayat については、下図のように、レスキューボートとライフラフトを一艇配置

している。 

 

第6.8.1 -2図 SOLAS の要件 

海難事故下において、船から避難しライフラフトに乗り込んだ後、救命ボートと

各ラフトをロープで縛り、ひとまとめにする作業が要求されるからである。 

次頁に膨張式救命ラフトの写真を示す。 

 

第6.8.1 -1写真 膨張式救命ラフト 

密閉型のライフボートでは、このような作業を行うことは容易ではなく、上記に

加えて、ライフボート建造費や維持管理に関して費用対効果がある。 

  

第6.8.1 -2写真 ライフボートとレスキューボート  
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b) 船体振動 

KN Edam と KN De Brill の乗船士官へのインタビューによると、船体振動のた

め、主機関が 50%以上の負荷では走行できないとのことである。振動は部分的なも

のではなく、船体全体の振動である。KN De Brillでの船上調査では、船体振動に

よるひび割れ部分を溶接で補修していた。 

1 号から5号までの姉妹船は、1隻に970kW（1,300PS）の主機関を2基、6号か

ら15号までの姉妹船は、1隻に1,920kW（2,610PS）の主機関を2基搭載している。

主機関の出力が、970kW から 1,920kW（ほぼ 2 倍）にアップした際に、船体構造の

設計が見直されたかどうかは疑問である。 

通常、船体振動測定は納船前の海上試運転にて行い、ISO 規格と比較して許容で

きない振動が検出された場合には、適切な処置が取られることとなっている。 

次頁に振動によると思われるひび割れ部分の写真を示す。 

 
第6.8.1 -3写真 ひび割れ部分ならびに許容範囲グラフ 

c) 高速主機関 

インドネシアで設計・建造された新しい設標船は、高出力のエンジンを搭載して

いる。KN Maratuaのエンジン出力は、KN Jadayat、KN Bimasakti Utamaと比較し

てほぼ2倍である。さらにKN Edamのエンジン出力は、下表に示すように4倍であ

る。 

第6.8.1 -1表 機関出力及びシリンダー数の比較 

 

建造費、ランニングコスト、メンテナンスコストは当然高くなる。KN Maratuaの

場合、V型シリンダーゆえに、オーバーホール時に24気筒（12×2）を抜く必要が

ある。  
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KN Jadayatのオリジナルの設計目標・コンセプトの一つは、低メンテナンス・低

ランニングコスト（低燃費）にある。KN Jadayatの主機関は低速（回転）機関であ

る。 

しかし、上記の他の船では中速・高速機関のため減速機が必要となるが、KN 

Jadayatの主機関は減速機なしのまま直結で走行可能である。 

つまり、KN Jadayatは維持費・ランニングコストの低い船と言える。一般的に低

速機関の寿命は、中速機関（KN Edam）や高速機関（KN Maratua）に比べて長い。 

d) ブイハンドリングクレーン 

ブイ用のハンドリング用クレーンに関して、以下のような問題点が指摘されてい

る。 

・ カーゴフックの下降・上昇速度が遅い 

・ クレーンが、操舵室から作業甲板までの視界を妨げる。 

・ ブイを高く吊り上げた場合、現行のクレーンでは使用が困難である。何故な

ら、クレーン作業室に当たることになり、ブイチェーンをストッパーに挿入

する必要があるからである。 

ホイールハウスからの視界を以下に示す。 

 

第6.8.1 -4写真 ホイールハウスからの視界状況 

ブイハンドリングギアとしてはブームシステムよりもクレーンの方が好ましい。 

2種類のブイハンドリングシステムアを下図に示す。 

 

第6.8.1 -3図 ブイハンドリングギア      
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e) シャフトベアリング 

KN Bakanのプロペラシャフトの両端ベアリングが、保証期限直後に破損してしま

った。 

シャフトの芯位置合わせが、元々、うまくされていなかったことが疑われ、これ

が船体振動の原因の一つではないかと推測される。 

 

第6.8.1 -5写真 シャフトベアリング 

f) オートパイロット 

オートパイロットリミッターのロッドが折れてしまっている。元々、細すぎて折

れやすかったことが原因である。ステアリングギアの錆とその部屋の床は、築2年

の割には程度がひどいと認められる。 

 

第6.8.1 -6写真 ラダーシャフトと油圧シリンダー 

 ステアリングギア用の油圧シリンダーはエンジンパワーを考えると小さ過ぎる

ようで、操舵トルクが十分なのか疑問である。 

g) 発電用エンジンの設置位置 

海水冷却が適切に流れない、つまり、冷却ポンプを駆動させるため発電機のエン

ジンの設置位置が高すぎる。 

概略図を次頁に示す。 
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第 6.8.1 -4図 発電機     

h)シーチェストの高部設置 

底部にシーチェストが設置してあるため、高所のチェストが行えない。底部設定

であると浅瀬通過時に海底の泥を簡単に吸ってしまい、海水冷却水パイプの目詰ま

りを起こしてしまう。 

 

第6.8.1 -5図 シーチェスト 

i) その他 

バウスラスター、ECDIS、INMARSAT 及びスピードログが作動しておらず、修理必

要リストに記載されている。 

  6.8.2 バイオディーゼル (BDF) 

インドネシア政府は2018年 9月1日より、ディーゼルエンジン用燃料としてBDF B20

の使用を義務付け、バイオディーゼル燃料の供給と利用を促進するためのパーム油プラ

ンテーション基金に関する省令を発出した。 

a) 背景 

次頁の図に示すように、インドネシアは世界有数のパーム油の生産国であり、BDF

のバイオ燃料部分は、パーム油から抽出される脂肪酸メチルエステル（Fatty Acid 

Methyl Esters: FAME）を原料としている。 
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インドネシアでは、Sinar Mas Group、Wilmar、Musim Masなどの大手企業を含む

26社が、FAMEを生産している。また、単位面積当たりの収穫量は、大豆油が380kg、

ひまわり油が480kgであるのに対し、パーム油は3,740kgと高い生産性を誇ってい

る。 

最近のインドネシアでは、2017年に貿易黒字で約118億ドルだったものの、一方

で2018年には約80億ドルの赤字になった。原油40万バレル（1日あたり）と同量

の精製石油をそれぞれ輸入していることが一因でもある。 

 

第6.8.2 -1図 パーム油の収穫量 

b) 設標船での実際の状況 

一般的には、BDFと軽油を一定の割合で混合し、B20は 20％（体積比）のバイオ

ディーゼルと 80％の軽油で構成されている。B100 は、100%バイオディーゼルであ

る。インドネシアでは現在、B20 の使用が義務付けられている。その場合、発電機

エンジンフィルターは毎週、主機関のフィルターは200時間運転毎に交換しなけれ

ばならない。 

従来の軽油のみを使用している場合、発電機エンジンメーカーは600時間毎（ま

たは2ヶ月毎）にFOとLOフィルターの交換を推奨している。 

 

第6.8.2 -1写真 FOフィルター  
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  6.8.3 延命用補修 

DISNAV Tual、Kupang、Samarindaに配置されているKN Mahkota、KN Mina、KN Mithuna

の主機関が延命目的で交換された。 

a) KN Mahkota、KN Mina (設標船 : KBP) 

1996年と1997年に新潟造船所の技術支援の下、PT DOK DAN PERKAPALAN SURABAYA

において、7 隻の供給船が建造された。この技術支援は、基本設計、詳細設計、設

備、機械設備を提供する、いわゆる「パッケージディール」と呼ばれるものである。

KN Mahkotaと KN Minaは、このシリーズにより製造された2隻である。 

2018年、KN Mahkotaの主機関は、PT DOK & PERKAPALAN KODJA BAHARIにて、6

気筒の直列型（新潟）から12気筒のV型に変更された。 

そのため、オーバーホール時には、従来の 6 本のみから 12 本のシリンダー（ボ

ードゥアン製）を引き抜く必要があり、また、Ｏリング等のメンテナンス部品も12

本用必要となるため、メンテナンス作業やコストも比例して高くなっている。 

 
第6.8.3 -1写真 主機関 

KN Minaの主機関は、2017年に6気筒の直列型（新潟）から8気筒の直列型（ド

レッサー・ランド社製グアスコー、スペイン製）に交換されている。当エンジンメ

ーカーはアジアに代理店を持たず、修理部品をスペインに発注しなければならない

とのことであったが、パンフレットには地域本部「Dresser-Rand Asia Pacific Sdn 

Bhd」がマレーシアのクアラルンプールにあるとされている。 

b) KN Mithuna（設標船：KIP） 

新潟造船所では、約40年前に6隻の設標船が建造されており、KN Mithunaはそ

のうちの1隻である。 

2014年には主機関を低速エンジンから高速エンジンに変更され、エンジン出力を

850PSから1,500PSにアップされた。 
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第 6.8.3 -2写真 主機関 

一般的に、燃料油消費量（FOC）は、下表のようにエンジンの種類によって変化する。

低速エンジンの場合は、減速機が不要であり、メンテナンスの必要がない。 

低速エンジンは、回転・可動部の動きが遅いため、中速・高速エンジンに比べて寿

命が長い。 

第6.8.3 -1表 オリジナルと載せ替え後の主エンジン仕様 

 

以上を考慮し、エンジン出力や FOC の増加に伴う船体構造への影響については、走行

コストやメンテナンスコストの観点をも含めた課題と認識をする必要がある。 

下表に、エンジンの回転数別のエンジンタイプのパラメータを示す。  

第6.8.3 -2表 スピード別エンジンタイプ 
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6.8.4 航路標識業務用船の保守 

2001年にIACS(International Association of Classification Societies)が、船上で

の計画保全システムに関する要求事項を公表した。また、IMO決議A.741(18)として、ISM

コード（国際安全管理コード）が採択され、同コードのパートA第 10節では、「船舶及

び装置のメンテナンス」と題した要求事項が記載されている。このコードは、第IX章の 

SOLAS（Safety of Life at Sea）に組み込まれている。 

DISNAVが所有する非国際航海の船舶には適用されないが、メンテナンスは、船舶の日

常運航に不可欠な要素であり、同様のメンテナンス基準を設定しなければならないと考

える。 

日本では、内航船の所有者からの要求により、ISM コードと同様の認証制度が実施さ

れている。一例として、DISNAV業務用船と日本の船舶との比較を、以下の表と次頁の写

真に示す。 

     第 6.8.4 -1表 インドネシア航路標識業務用船と日本水産庁所有船舶の比較 

 

 

次頁の写真は、船体の外観、エンジン、その他の外装部品を示している。日本の船齢

は30歳以上で、DGST所有の設標船よりも10年以上船齢が古い。 
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    第 6.8.4 -1写真 インドネシア航路標識業務用船と日本水産庁調査船 

外部に露出したデッキやラダー（段差部）の塗装は摩耗し易いので、内部構造物を守

るためには、塗装のメンテナンスが重要である。しかし、次頁の写真のように、メンテ

ナンスが行き届いていないのが現状である。 

このような状態の船体を、船上整備（OBM）として乗組員が整備できるかどうかを検討

する必要がある。 

  

NAVIGASI (設標船)  水産庁（調査船） 
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第 6.8.4 -2写真 設標船の床面及びステップ状態 

  6.8.5 対処すべき課題 

設標船の基本設計概念は以下のとおりである。 

・ 本船は沿岸サービス船（国際航海ではなく、国内航海用）として設計されているこ

と。 

・ 作業甲板面積は、直径 2.2m のブイを 6 個積むことができるように確保する。 

・ 必要作業甲板面積、船室配置、機関室配置、安定性等を考慮し主要寸法を決定する。 

・ 水線上の主船を含む上部構造は、横風を受けた場合の船体の転がり運動を極力小さ

くすること。 

・ ビルジキールの前端位置は、ブイ交換・整備作業時のチェーンによる損傷を避ける

ように決めること。 

・ ブイハンドリングクレーンまたはブームには、チェーン吊り上げ作業の代替として、

カーゴフックを 2 セット装備すること。  
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・ シンカー重量が5 t、最大シンカー重量が12 tであることを考慮し、2個のフック

を同時に使用する場合は、各フックのSWL（安全作業荷重）が15 t、クレーン・ブー

ムの SWL が 30 t 必要である。同時使用は、濁りのある海底からシンカーを吊り上げ

る場合に有効となる。 

・ クレーン型またはブーム型の選定は、ブイ入札の詳細設計のため、プロジェクトの

詳細検討を行ったうえで決定すること。 

  

第6.8.5 -1図 クレーン型とブーム型 

・ 船上でのブイメンテナンスのために以下の機械類を作業場内に配置し、機関室と作

業場の間に小型ハッチを配置し、機関部と甲板部との共用を図る。 

➣ 作業台上に、電動ベンチグラインダーと万力（保持装置）を配置すること。 

➣ 電気穿孔機、エアーコンプレッサー 

➣ 旋盤・回転帯鋸盤 

➣ 電気溶接機、ガス溶接機、高圧洗浄機 

・ 低速時の高い操縦性とブイハンドリング作業の要求を考慮して、高性能舵（フィッ

シュテール舵、シリング舵と呼ばれる）を装着しなければならない。従来の舵の舵角

が35度であるのに対し、この舵は片側70度まで舵を取ることができる。バウスラス

ターとの組み合わせにより、接岸・離岸時にはほぼ平行移動が可能である。 

・ 耐久性（航続距離）は、 2,000 海里以上であること。低回転主機関は１基とする。 

・ 機関室内の海水による配管腐食を避けるため、中央冷却装置の採用を検討すること。 

 

第6.8.5 -2図 中央冷却装置  
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・ 航路標識保守要員用の8人部屋を1室用意する。 

・ プレイルーム（祈祷室）を配置すること。 

・ GMDSSの運用エリアを考慮して、海域は "A1 + A2 "とする。 

・ Sバンドレーダーは、従来のマグネトロン型に比べてメンテナンス性の低い固体型を

選択すること。 

・ 多機能船として、SAR(Search and Rescue)運用のための以下の装備品を装備するこ

と。 

➣ スクランブルネット、投網、投網装置、パラシュートフレア、グラップネル 

ビッグアイ双眼鏡、ナイトスコープ双眼鏡（単眼鏡） 

  

第6.8.5 -1写真 装備品 

➣ 船舶と航空機との通信用のVHFエアバンドトランシーバー 

➣ VHFハンドヘルド無線機（フローティングタイプ）、UHFハンドヘルド無線機 

  6.9 GMDSS 

GMDSS はインドネシア全土にある 151 局の沿岸無線局のうち 112 局に設置されている。

最近は電波の受信記録がほとんどなく、一部の機器は動作していない。 

インドネシア海域は膨大なことからこれだけ多くの沿岸無線局が全国に展開されている

が、今日のインドネシアの通信網を考えると、151局の有人局が分散しているのは非効率と

いえる。（分類別けの局数の内訳は、第 3.1.5-1 表 及び沿岸無線局の位置図は第 3.1.5-1

図 のとおり） 

多くの３級局及び４級局は少人数で辺鄙な個所に設置されており、これのような無線局

は下図に示すように都市部にある管区本部等に併設されている１級局や２級局に統合し無

人化すれば、職員の負担軽減や合理的な運用が期待される。 

 

第6.9 -1図 沿岸無線局の統合  
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しかしながら、ほとんどの機器は老朽化しており、かつ遠隔制御に対応していないこと

から、統合に際しては全ての機器の入れ替えが必要となることも考えられる。 

また、MF NAVTEX機器は、老朽はもとより交換部品の入手が困難であることから、国によ

ってはMF（Medium Frequency）のNAVTEX放送を中止し、衛星放送に移行しようとする動き

もある。 

一方で、GMDSSの近代化がIMOで検討されており、機能的な要目は現行のものとほぼ同じ

であるが、衛星利用の強化、e-Navigation（VDES : VHF Data Exchange System）の採用が

新たなものとなっており、近いうちにこれらの技術要件が決められることになっている。 

新しいGMDSSの概念図は、下図のとおり。 

 

第6.9 -2図 GMDSSの近代化図 

GMDSSを運用している無線局の統合を検討するに際しては、技術的な課題のほか、組織、

運用者の配置、AIS、VTS等との統合も視野にいれた総合的なシステムの検討が必要である。 
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6.10 人材育成と研修 

業務を遂行するに当たっては、効率良くかつニーズにあったものでなくてはならず、こ

れを実行するためには常にその業務を理解し新しい技術や仕組みを取込んでいかなくては

ならない。そのためには、職員の努力と勤勉が必要であり、それらは実務の中から養われ

る場合や研修等を通して培われるものである。効率良く成果を上げるには目的にあった研

修を恒常的に実施して人材を育成することになる。 

航路標識業務のような特殊な分野においては、人材育成は最も重要な課題であり、研修

制度が充実されていなければならない。現状においては、適切な航路標識業務を実施する

ために必要な研修コースは整備されており、組織や研修プログラムは制度化されているも

のの、専門分野の指導教官不足や、目に見える成果が上がっていない現状がある。 

  6.10.1 航行安全業務に係る教育訓練プログラム 

 海上交通教育訓練センター（ジャカルタ）には、2014年に航行安全業務に携わる職員

のための実務的な次の14の研修プログラムが準備されている。 

 研修コース 

1 航路標識基礎研修 

2 航路標識技術慣熟研修 

3 海上無線技術研修 

4 VTS基礎研修 

5 VTS運用官研修 

6 VTS運用統括官研修 

7 VTS実務訓練 

8 VTS指導官実務訓練 

9 船舶無線通信訓練（レベルⅢ） 

10 無線資格認定研修（レベルⅡ） 

11 GMDSS一般研修 

12 水路技術者研修 

13 水路図誌（海図）研修 

14 海事英語研修 

 各研修コースには、シラバス、カリキュラム及びその時間割並びに受講者の要件も整

理されている。 

 VTS基礎研修の受講要件は、以下のとおり。 

1 高等学校と同等以上の教育を受けていること 

2 公務員グループⅡ/勤続年数2年以上 

3 ORU又はANT-IV(航海資格)を持っていること  
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4 本研修センターで海事英語研修を修了していること 

5 TOEFL320以上の英語力があること 

6 出来ればVTS運用官またはVTS運用官の候補者であること 

7 医師の健康認定書があること 

8 50才以下 

 インドネシア運輸省が持っている8つの海事訓練施設のうちの１つである、「海上交通

教育訓練センター（BPPTL : Balai Pendidikan dan Pelatihan Transportasi Laut）」の

パンフレットの表紙のコピーを下図に示す。 

 

第6.10.1 -1写真 海上交通教育訓練センター（BPPTL） 

 VTS基礎研修コースのシラバス、カリキュラムは次頁の表のとおり。 

 また、海上教育訓練センターで実施されている航路標識関連の研修コースのシラバス

/カリキュラムを付録6.10.1 -1、聞取り調査結果及び2019年の研修計画表を付録6.10.1 

-2として添付する。 
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第 6.10.1 -1表 VTS基礎研修コース・シラバス 
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  6.10.2 研修システムの改善 

 海上交通に関する各研修コースは、海洋及び海事に関する最低限の基礎知識があるも

のとして成り立っており、訓練生がこれらの知識を持っていない場合、基礎コースであ

ってもこのコースを理解し先に進むのは難しい。 

 各コースは、高校の学力に相当するものを求めていますが、高校レベルでは海洋及び

海事に係わる専門分野はほとんど扱われていない。結果として、研修は受講したものの

十分な理解を持って修了した可能性は低く、形式的な修了証が発行されたに過ぎない。 

 業務の質を上げるには、研修を受けたことがある無しにかかわらず、海事に従事する

職員全てが先ずもって海事に関する最低限の基本的な知識を持っている必要がある。職

員採用時に全職員が基礎知識を身につける体制を整えるか、既存の研修コースを受講す

る前に基本知識が身につけられる機会となるようなプレ研修コースを開設することが薦

められる。 

また、既存のプログラムでは、OJT 研修コースがあるが、机上での OJT はあまり効果

的でなく、各サイトで実際の状況に合わせた実務研修でなくてはならない。 

  6.10.3 参考 

 VTS運用官の要件は、IALA V-103に明記されているように、8つのモジュール（言語、

海上交通、装置、海事知識、通信設定、国際VHF、管制官の資質、緊急対応）を体得する

ことになっている。また、管制官になろうとする職員は、VTSまたは港湾業務に従事した

ことがあり、海技資格や英語の知識があることが当局から認定されていることなどが求

められている。 

 このことを踏まえれば、数百名の運用官を抱える組織として要員を賄うには、VTS 運

用官の教育訓練に特化した機関を設立する以外に選択肢はない。日本の海上保安庁では、

海上保安学校に2年制のVTS 運用官の専門課程を設けているほか、船員養成の課程も設

けている。 

 参考に、情報課程とVTS運用官課程のカリキュラムを第7章の第7.2.6 -2表「カリキ

ュラム概要」に示す。 

 

 

 

 



 

 

 

第７章 

海上交通安全システムの開発計画 
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第7章  海上交通安全システムの整備計画 

  7.1 序論 

現地調査による現状把握と前回MPの検証を行う過程で、第6章で述べているような課題

が明らかになった。今後の航行安全対策を検討する上で、航路標識、AIS、沿岸無線局、VTS、

航路標識業務用船、総合情報システム及び人材育成の分野において、将来を見据えて検討

しておく事項を長期計画として、早急に対処すべき事項を優先プロジェクトとして取りま

とめた。 

2040 年までの工程表を次頁、第7.1 -1図 長期整備計画（付録 7.1 -1）及び第7.1 -2

図 優先整備計画(付録 7.1 -2) に示す。財政や政策の優先順位が許せばすぐに実施できる

事業として実施年次を棒グラフに示した。いずれの計画も従来のプロジェクトのように単

体なものでなく、社会基盤の整備や他のプロジェクトと相互に密接に関わり合っており、

それぞれの事業の進捗状況を加味しながら推し進めることになる。 

優先プロジェクトについては、2025 年までに実施するものとして、年間ロードマップ及

び概算費用の内訳表を添付した。 

また、6.3項で述べられている航路明示等については、IMO等のガイドラインで示されて

いるように、国際的なレベルでの海上での人命の安全、航行の安全と効率的運航及び海洋

環境の保全に寄与するものである。これらにはシーレーンや通航分離帯の設定があり、基

本的にはふくそう海域の事故防止を目的として全ての船舶、特定の船舶、特定の貨物を積

載した船舶に義務を課せることになる。したがって、これらの整備計画策定に当たっては、

長期的な交通流、交通量、船種、船籍等の動向調査や、IALA が推奨する評価ツールである

IWRAP等を用いてそれらのデータ解析を行い、安全対策の方向性を見いだすことになる。更

に、国の政策や社会情勢（国際情勢を含む）の要素が大きく関係することから、他の関連機

関との調整が必要となる。 

一般港湾の整備計画策定に当たっても、船舶の航海方法が前回MP作成時と大幅に変化を

成し得ていることから、従前のような国が机上で立案し整備を一方的に行うのでは無く、

航海者が真に必要とする箇所への適正な整備を行うことで安全対策の実効が上がり、かつ

予算の有効活用が図られる。そのためには、港湾を利用する者や地域に精通した団体から

船舶交通に関連する意見や要望を聞くことが重要であり、これらの仕組みを構築する必要

がある。 

沖合を行き交う船舶の航行安全対策としては、今日では多くの船舶が GPS や電子航法装

置を用いて航海を行っているが、沿岸灯台の役目も変わってきており、航海者が真に要望

する箇所のみ整備を行う時代に入っている。このためにも、関係者から意見を定期的に聞

き取る仕組みの構築が、机上でのMPを作成するより優先される。 

整備計画立案プロセスを、未整備港湾、既存港湾及び新港湾、並びに航路設定について

フローチャートを第7.1 -3図 から第7.1 6図にそれぞれに示す。 
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第7.1 -1図 長期整備計画 
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第7.1 -2図 優先整備計画  
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第7.1 -3図 未整備港湾  
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第7.1 -4図 既存港湾  
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第7.1 -5図 新港湾  
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第7.1 -6図 航路設定  
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  7.2 長期計画 

 本プロジェクトでは2040年を見据えた検討を行うこととされているが、航路標識を含む

航行安全対策の分野においては、GPS 及び AIS に見られるように電子技術の発展に呼応し

て新しい技術が率先して取込まれており、20年先を見通すことは難しい。 

しかしながら、海上交通安全システムの運用及び維持管理は今後もずっと続くものであ

り、将来の発展も視野に入れると人材の確保と育成は最優先事項である。人材を安定的に

供給するための手段の一つは、ニーズに応じた教育システムを構築することである。 

今後の施策の観点からは、効率的かつ合理的なシステムや体制が求められており、また、

高度な時代に合ったものでなければならない。つまり、新技術の導入であり、社会インフ

ラを活かした統合システムの構築を視野に入れる必要がある。海事分野における新技術の

導入については、e-Navigation の動向を見ながら、いつでも対応できる体制を構築するこ

とが重要である。通信インフラを活用した広域の情報ネットワークシステムの構築やITを

活用した新技術の導入も欠かせない。 

このような観点から長期計画を検討する場合、航路標識の整備指針の整理、AIS情報のデ

ータベース化及び監視エリアの拡大、多数の分散した沿岸無線局の統合、VTSの刷新を含め

たふくそう海域での安全対策の開発、航路標識業務量の見直しに伴う船舶のスクラップ・

アンド・ビルドが対象となってくる。 

なお、長期計画の中に AIS に係わるものとして AIS の監視エリアの拡張がロンボック及

びマカッサルルートに提案されているが、これは海難事故等の迅速な対応を可能とする以

外に第2シーレーンの実効監視強化につながるものである。 

VTS に係わるものとしてサバン沖合の VTS の整備が提案されるところであるが、これは

サバン沖合の交通流を整流することにより事故の防止及び通航船舶の管理が期待されるも

のであり将来の TSS の布石ともなり得るものである。サマリンダVTS の AIS 拡張等につい

てもマハカム川三角州沖合の瀬取海域の複雑な交通流を監視することにより新たな交通ル

ートの検討に寄与するものである。 

  7.2.1 航路標識 

 航路標識のうち、光波標識については、現状と課題で述べているように、これからは

画一的に灯台や灯標を整備すると言うより、ユーザが求める真に必要とされる標識を整

備して行くことになる。ユーザの意見を聞く体制や地方港湾の整備の進捗状況を把握で

きる体制を確立すること及び基本的な標識の設置についての基準を定め関係者に周知す

ることが優先される。その後、国が設置すべき標識なのか、関係者が設置し国が管理す

る標識なのかの仕分けが行われることになる。 

 したがって、従前のような年次と標識の基数を決めて整備を行う手法は、現状に合わ

ない。設置のためのガイドラインの策定や機器の標準化が行われるべきである。 

 電波標識としては、航路標識 AIS の整備が検討されることになるが、光波標識の補完

としての意味合いが強いことから、光波標識の整備の一環として見て良い。 
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  7.2.2 AIS情報のデータベース化とエリア拡大 

 AIS のモニター局は、VTS の情報収集手段の一環として整備され、収集された情報は

VTSのみで使用されて他の機関との共有はなされていない。今日では、AISの情報は、VTS

業務以外にも、船舶の動静把握や船舶の運航管理を行っている機関にとって非常に有用

なものであり、これらがデータベース化され共有化されれば、各分野で役立つ。現状の

通信インフラを活用すればデータベース化は実現可能であり、早急に取組むべき課題で

あり、優先プロジェクトとして検討する（第7.3.2項 AISのデータベース化 参照）。 

データベース化に伴い、より広域の情報が得られれば、船舶の動静監視が一元化でき、

船舶の通航実態の把握や海難救助の運用に大いに役立つ。AISによる船舶の動静収集は、

他の機関でも行っており、共有及び監視エリア拡張については、これらの関係機関と協

調しながら整備計画を作成する必要がある。 

現在の交通流の実態及び整備に必要な通信インフラの状況を勘案すれば、第 2 シーレ

ーンに沿った海域にAISの監視エリアを拡張することが進められる。 

概要は、次のとおり。 

  AIS監視エリアの拡張：ロンボック・マカッサル ルート 

1998年 5月に開催された国際海事機関（IMO）の海上安全委員会（MSC72）は、イ

ンドネシアの3箇所に群島シーレーンが採択された。その一つである第2シーレー

ンは、インド洋と太平洋を結ぶマラッカ・ンガポール海峡の代替ルートであり、こ

こを航行する船舶の安全かつ効率的な運航を確保することは重要であり、これらの

船舶の動きを監視することも不可欠なことである。 

第2シーレーンの位置図を次に示す。 

 

第 7.2.2 -1図 第2シーレーン位置図  
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第2シーレーンへのゲートウェイの一つであるロンボク海峡には、海峡を通過する

船舶の動きを監視するVTSベノア局が設置されており、また、マカッサル沖とサマリ

ンダ沖にはマカッサル海峡を通航する船舶の動向を監視するAIS局が設置されている。 

しかし、第2シーレーンを含む海域は広大であり、既存の監視機器で海域全体を監

視するには不十分である。 

第5.4項及び第5.5項の交通流動調査で述べているように、この海域を航行してい

る船舶は多様な動きを見せており、多くの船舶が外国籍船であることも分かった。 

監視体制の強化・拡充のポイントは、地方に拡大しているインターネット網などの

通信回線を確保することである。 

2012年から2017年までの当地域の主な海難事故を次に示す。 

 

（出典：インドネシア国家運輸安全委員会の統計に基づくデータ（KNKT）） 

第7.2.2 -2図 第2シーレーン海域の海難事故 

海難事故が発生した場合には、迅速な対応と捜索救助体制を構築する必要があり、

そのためにも AIS による広域な船舶の動静監視が重要となる。AIS 局のデータベース

化の一環として、特に、重要海域であるマカッサル海峡の通航船舶の監視体制の強化

が提案される。  
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整備の概要は次のとおり。 

本海域における船舶の安全で効率的な運航を支援するために、関連するVTS局との

連携、VTS 局間での情報共有、船舶への広域的・予備的な情報提供が必要である。そ

のためには、AIS の不感帯を解消するために AIS 局を増設し、AIS ネットワークのさ

らなる充実を図ることとする。 

AIS の設置予定箇所として、特にスラウェシ島西岸で、電力が安定し、かつ通信回

線が利用可能な沿岸灯台を選ぶ。具体的な設置場所については、通信網の条件や設置

候補地周辺の海抜高を確認するために、フィージビリティスタディを実施する。 

船舶が航行する第 2 シーレーン海域は、沿岸から 50〜100km 沖合に位置しており、

船舶から送信されるAIS信号を確実に検出するためは、高感度の利得が得られる指向

性八木アンテナの採用を検討する。 

主な灯台の位置及び AIS の設置案とそれに伴う有効範囲海域を下図に示す (参考

に、3G/4Gの Telkomselカバー率を添付) 。 

 

第7.2.2 -3図 AIS有効範囲図、主要灯台位置図、通信網 
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第2シーレーンにある既存VTS局の配置を下図に示す。 

 

第7.2.2 -4図 VTS位置図 

 

システム構成図を下図に示す。 

 

第7.2.2 -5図 AIS整備におけるシステム構成図 
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  7.2.3 沿岸無線局の統合 

 沿岸無線局については、老朽機器の換装及びそれに伴う運用の効率化のための遠隔監

視制御の導入が優先されるところである。しかし、本事業の実施にあたっては小規模局

の統合問題も絡み、これらの計画は同時に検討されなければならない。 

沿岸無線局は、第1級から第4級までの４種類のクラスに分類されており、第１級は

12局、第2級は6局、第3級は54局、そして第4級は79局の合計151局の沿岸無線局

が運用されている。第3級及び第4級局は比較的辺鄙なところにあり、これらが第1級

局及び第2級局に統合されることになる。 

近年、遭難・緊急・安全・一般呼出等に使用されるDSC（Digital Selective Calling）

信号の受信頻度は年に数回程度しか無く、しかも機器が老朽化していることから遠隔操

作可能な機器に換装し業務の改善を図るとともに、第3級及び第4級局を無人化し、職

員を再配置することにより、職員の待遇改善も図られる。 

したがって、単純にハードウェアの整備だけの問題でなく、業務の緊急性も見受けら

れないので、制度的なものも合わせて検討されるべきである。単純に機器の換装を実施

して統合する場合の工程及び概算予算を、次「行動指針」の中で示す。 

また、GMDSSの近代化についても、今のところは具体的なものは無く、今すぐ対応する

ことは無いが、無線局の換装機器の仕様決定にあたっては、近代化についても配慮がな

されなければならない。 

  機器換装と局の統合 

第 1 級及び第 2 級の合計 18 局の沿岸無線局を有人のキー局として再配置し、第 3

級と第4級を全て無人局（133 局）として、第1級と第2級の組織下に統合すること

が望ましい。小規模局をどこに統合するかは、インターネット網を含む通信回線の状

況や業務との関連性を考慮して決定する。 

例えば、従来のようにマイクロ波無線回線や衛星回線を利用して各局を独自の通信

回線で結ぶ計画であれば、莫大な予算と設置にかかる時間が必要となる。しかしなが

ら、今日のインターネット回線は、全国規模で拡大されており、かつ、通信品質が確

保されていることから、このインターネット回線を利用することが合理的であり、予

算を削減することができる。そのため、設置計画を作成する際には、社会インフラと

してのインターネット網の展開に十分な注意を払う必要がある。 

また、現在、設置・運用されている無線局の機器は 2015 年以前に製造されたもの

で、IP（インターネット・プロトコル）に対応していない機器が多く、無線局の統廃

合のためには、換装や改造が必要である。  
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第7.2.3 -1写真 運用に使用されているGMDSS装置 

 ほぼ全ての局は、インターネットが利用できる環境下にあるため、全ての情報が電

子化されればネットワークを介して情報の交換を行うことができる。各無線局の情報

は、構内サーバや外部サーバを経由してどこからでもアクセスできるようになる。 

 沿岸無線局の統廃合は、通信ネットワークの進展状況に関係しており、運用や職員

の福利厚生に大きな影響を与えることになる。 

a. 当直時間の短縮（一人での当直） 

b. 効率的かつ適正な運用 

c. 運用能力の拡大 

d. 運用する無線局の組織が大規模化され、かつ、都市部に配置されるようになると、

職員の生活の向上につながる。 

本システムの基本構成案及びこれら全ての機器を換装する場合の想定される行程

表及び概算予算を次頁に示す。詳細な改修計画書を作成する場合は、フィージビリテ

ィスタディを実施する必要がある。 

 

第 7.2.3 -1図 統合システム図  
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第 7.2.3 -2図 機器換装行程表及び概算予算  
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  7.2.4 VTS 

 VTS に与えられている機能を最大限に生かすためには、現在整備されている VTS の運

用見直しを最優先することであり、各 VTS における運用マニュアル・ユーザーマニュア

ルの作成、カスタマイズされた運用卓の整備、運用官の熟練がなされなくてはならない。 

運用卓の整備は、運用官の研修にも係わることで、同時に早急に取り組む優先プロジ

ェクトとして検討する（第7.3.2項 AISのデータベース化 参照）。 

 VTSの新規整備については、これらの刷新ができてから検討されるべきで、今後は、港

湾整備に伴い港湾型 VTS の設置が主に検討されることになる。これは港湾標識の整備の

一環となることから、関係者と協議されながら計画されるものである。 

 また、沿岸型及び海峡型については、マラッカ・シンガポール海峡の東端ゲートウェ

イとして機能しているバタム VTS の対となる西端ゲートウェイとしてスマトラの北端に

位置するサバンに VTS を整備することが提案される。これは海峡を行交う日本船を含む

多くの外国大型船にとって、非常時の情報提供や航行制限時の情報伝達に大きく貢献す

るものとなる。 

 特殊な VTSとして、海域（河川）に設置されているサマリンダVTSは、船舶の監視及

び無線による情報提供だけでなく、センサー技術を用いた信号装置によるリアルタイム

な情報提供を行う新しいタイプの VTS が提案される。航行が制限された水路では航行安

全はもとより船舶の効率的運用が大いに期待できるものである。 

 サバン沖VTSの整備 

サバンは、スマトラ島北西端から沖合約30kmのウェー島にある都市で、マレー半島

とスマトラ島の間にあるマラッカ海峡（長さ約890㎞）西側入口に面している。また、

インドと海を隔てる国境の町でもある。 

 

第7.2.4 -1図 サバン沖合の通航船舶の状況 

マラッカ海峡はインド洋と南シナ海を結ぶ海上交通の主要ルートであり、世界で最

も交通量の多い海域である。この航路を航行する船舶隻数は、年間 85,000 隻（2018

年）を超え、重要な物資を運ぶタンカーやコンテナ船などの巨大船も通航している。 
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サバン沖はアラビア海や中東からマラッカ海峡を通過する船舶にとっては、変針点

であるとともに、船舶が集中する海域でもあることから、当該海域における海難事故

を未然に防ぐためにも、サバンは通航船舶を監視・管理するには理想的な場所である。

サバン沖の船舶の通航実態は、第5.1項で述べられているとおりである。 

一方、シンガポール海峡の東側に位置するバタムVTSセンターは、同海峡の東側の

入口を監視する役割を担っており、サバンと反対の立場にある。そのため、サバンで

船舶の動静が把握できれば、マラッカ海峡やシンガポール海峡を通過する船舶の追跡

が可能となり、船舶の動静監視や統計的にも重要な意味を持つことになる。 

 

第7.2.4 -2図 マ・シ海峡東西ゲートウェイ 

VTS のシステムを設計するに当たっては、局の設置場所の選定や施設の設計のため

に詳細な実施設計を行う必要があり、周辺の環境調査を含めフィージビリティスタデ

ィを行う必要がある。 

基本的なVTSの構成を下図に示す。 

 

第7.2.4 -3図 VTS基本構成図  
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サバン沖の北 12NM に位置するロンド島には、マラッカ海峡西口に出入りする船舶

の動静を監視するためのレーダー、AIS を設置し、さらに、気象・海象状況を収集す

るための気象観測装置やCCTVを設置する。また、船舶の位置通報の受信や海上交通情

報を提供するための国際VHF無線機も設置する。 

VTS の運用室には、VTS 運用官がリアルタイムで船舶の動きを把握し、船舶に適切

な海上交通情報を提供できるように、レーダー映像、AIS 情報、船舶の要目が表示で

きる多機能運用卓の他、データの蓄積、データの共用のためのサーバも設置されるこ

とになる。 

サバンVTS局で収集されたデータは、インターネットを介してバタムVTSとドマイ

VTSに転送され、マラッカ・シンガポール海峡を通過する船舶の移動情報を共有する。 

ロンド島はインドネシアの最北端に位置し、領海とそれに続く接続水域を決める基

準線上にあり、国境監視の要所ともいえる。 

 

第7.2.4 -4図 領海及び接続水域図 

レーダーとAISをロンド島に設置した場合の有効範囲図を次頁に示す。 
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第7.2.4 -5図 レーダー及びASI有効範囲図 

サバンにVTSを設置することにより、次のような効果が期待できる。 

a. マラッカ海峡の西口(ロンド島)にレーダー及びAIS を設置し通航船を確認する

こと、既に運用されているシンガポール海峡の東口にある無人のレーダー局（Tg. 

Berakit Radar Sensor Station)で同じく確認すれば、海峡を通過する船舶の交

通量（タイプ別、サイズ別、国籍別など）を包括的かつ統計的に得ることができ

る。 

b. VTSの運用官は、海峡内で発生した異常事態や海難状況の情報を瞬時に船舶に提

供することができる。 

c. 定期的に観測された気象情報の提供は、海峡を通過する船舶の航行の安全と効

率的な運航に大きく貢献できる。 

d. 交通流の実態を収集することで、交通流の是正等の適切な対策を講じることが

できる。 

特にサバン沖はアラビア海とインド洋から東進する大型船が合流する海域で

あり、それらの交通流の中心に小島（Rondo島）があるため、交通流が複雑にな

っている。 

仮想AISの導入を検討するために、IWRAPによる解析を行う場合、データ収集

は貴重なものとなる。 
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 サマリンダVTSのAISエリア拡張と新機能開発 

サマリンダ港の概要については第4.1.5項で述べたように、この港の特徴は、マハ

カム川沿いにある河川港であり、この水域を航行する船舶は主にバージやタグボート

である。このマハカム川に架かる橋脚には、通航船舶による接触事故が頻発している

ことが報告されている。 

また、雨季には、川の流れが速く潮位の差が大きいこともあり、船舶への荷物の積

み下ろしが難しく、かつ橋の下の通航が制限されることもある。 

下に示す写真は、マハカム川に架けられた橋であり、海図に見られるように川幅が

狭く、橋の北側の水域は浅いことが分かる。 

 

第7.2.4 -1写真 マハカム川に架かる橋と同流域の海図 

船舶が航行するマハカム川はサマリンダから下流に向かって9つの支流に分かれて

おり、河口から港の中心までの距離は約50kmである。VTSサマリンダには3つのセン

サーステーション（レーダー、AIS）が設置されているが、これらのセンサーだけでは

有効範囲は限定され、航行可能エリア全体の船舶の動きを把握するには十分ではない。 

現在設置されているセンサーステーションにより収集された通航船舶の動きを次

頁に示す。 
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第 7.2.4 -6図 AISセンサー局位置図及び船舶動静図 

サマリンダ付近の河川の特徴は、川が屈曲しており、船舶が航行するには狭く、船

舶の動きを監視するにはレーダーよりCCTVでの監視が効率的と考えられる。 

また、港につながる支流がいくつかあり、その中に AIS の不感帯が存在している。

そのため、本支流には、船舶の通航状況が把握できるように、AIS 局を追加設置する

ことが提案される。 

また、強潮流や満潮時の船舶の安全航行を確保するために、潮流・潮汐センサーを

備えた情報システムを新たに構築することも提案する。 

整備の概要は、次のとおり。 

AIS 有効範囲の拡大と橋下を通過する船舶への新情報提供システムに関する実施設

計が最初に実施される。 

新しいセンサー局と信号所の配置案を次頁の図に示す。 
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第 7.2.4 -7図 新AISセンサー局及び信号所配置図 

整備の概要は次のとおり。 

a. 主な支流の河口部に AIS 局を増設し、AIS 範囲を拡大して支流を遡上する船

舶の動きをきめ細かく監視する。 

b. 橋脚の両側にCCTVを設置し、橋梁付近の交通の流れを監視する。 

c. 橋桁の両側に潮流の状況を示す電気表示信号盤を設置し、橋下を通航する船

舶の行き合い状況を監視・調整する。 

d. 川の屈曲部には潮流信号所を設置し、潮流の流速や橋の下のクリアランスを

リアルタイムで船舶に提供する。 

e. 無線を使用していない船舶を対象として、橋梁下のクリアランスを示す情報

信号盤を橋梁の両側に設置する。 

システム構成図は、下図のとおり。 

 

第 7.2.4 -8図 新情報提供システム構成図  
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新システムの導入により、次のような効果が期待できる。 

a. 橋の前面に潮流及び通航情報を提供する電気表示信号盤を設置することによ

り、橋の下を通航する船舶が行き合わないようにすることができる。 

b. 川の流れの速さ、及び橋脚と水面のクリアランス距離を表示することにより、

橋の下を船舶が通過できるかどうかの判断が容易になる。 

c. 多くの海事関係者に貢献することができ、さらなる安全対策のための情報を

提供することができる。 

7.2.5 航路標識業務用船 

船舶は、安全性が最優先されるべきものであり、一般に言われている船舶の耐用年数

を超え（老齢船：20年）テクニカルコンディション（TC）の低いものから代替されるべ

きであるが、全てをスクラップ・アンド・ビルドするのでなく、建造時の業務量及び業

務内容を現在と比較し、真に必要な稼働日数及び必要な仕様を決定して新造船は設計さ

れるべきである。 

一般的な設標船の仕様決定までのプロセスを次々頁第7.2.5 -2図に示す。 

灯台への燃料補給業務の削減や灯浮標への蓄電池交換業務の廃止、標識の増加に伴う

船舶による見回り日数の増加などによる現状の船舶の稼働日数、船舶の基地での整備日

数（職員の休日含む）及び法令で定められた船舶の検査日数（ドッグ入渠日数）を求め

て必要な船舶の船種及び隻数が決まる。最初にこれらの作業が実施されなければならな

い。 

航路標識業務用船の任務には、次のものがある。 

a. 灯浮標の設置と交換 

b. 航路標識機器の定期点検 

c. 灯浮標、灯標、灯台などの現地機器保守 

d. 予備品等の現地輸送 

e. 保守職員の輸送 

f. 救難捜索活動 

次に、これらの作業に合わせ、現状船舶の詳細な状態確認が行われ、廃船の順位及び

代替船の順位を決めていくことになる。この過程では、造船の専門家による検査・確認

が不可欠であり、場合によっては入渠して検査をすることになる。 

 船齢40年を超えた船舶が外洋に出て業務を行う安全面及び効率性を配慮すれば、この

ような船舶は可能な限り早くスクラップ・アンド・ビルドされるべきである。 
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この観点のみで、船齢及びテクニカルコンディションを参考にスクラップ・アンド・

ビルドの工程を作成した。設標船等の大型タイプの代替計画の工程表を第 7.2.5 -3 図 

設標船代替計画、見回り船等の小型船の代替計画の工程表を第7.2.5 -4図 見回り船代

替計画に示す。 

かかる経費については、一般船舶のトン当たりの建造費から概算を出したもので、あ

くまで参考的な予算額である。当然のことながら、新しい船種が決まり、その船舶の装

備品が決まった段階で詳細な建造費が決まってくる。 

提案される新造船の設計コンセプトは次のとおり。 

a. 単一ねじ 

b. シングルラダー 

c. ディーゼルエンジン駆動 

d. 全溶接鋼 

e. 船首楼と船尾楼（設標船） 

f. 傾斜船首 

g. トランサム船尾（平板形状） 

h. 連続甲板 

i. 国際航海には従事しない貨物船 

典型的なクレーン型、デリック型の設標船の基本設計を下図（付録 7.2.5 -1、付録

7.5.2 -2 を添付）に示す。 

 
第 7.2.5 -1図 船体形状の設計図  
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第 7.2.5 -2図 船体形状の設計図  
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参考 

 

◎ 設標船「ほくと」の主要目 

全  長 55.0 m  

型  幅 10.6 m  

深  さ 4.8 m  

総トン数 619 GT  

速   力 約 14.1 Kt  

船   型 平甲板型  

 

◎ 特徴 

● 揚収用にベレー・トムソン式の 15 トン・デリックを備えており、前部の作業甲板に L-2

型灯浮標 3 基ないし L-3 型 2 基と 4 トン沈錘 4 基を搭載することができる。また作業甲

板の舷側には、防舷材がつけられている。 

● 船体塗色は作業で汚れやすいためグレーに塗られている。 

● 灯浮標の設置は、浮標位置測定装置で船位を確認しつつ、可変ピッチ・プロペラとバ

ウ・スラスターで微調整しながら行う。 

● 船橋は 3 層になっていて、最上段は操舵室、中段の窓のあるところは、クレーンの操

縦室になっている。 

 

◎ 写真 

 

 

  
設標船 ほくと 
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第 7.2.5 -3図 設標船代替計画  
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第 7.2.5 -4図 見回り船代替計画   
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7.2.6 人材育成 

 航行安全対策立案及び業務推進にあたっては、一般的な海事知識はもちろん、航路標

識等の各分野に精通した専門家が必要であり、かつこれらの業務に携わる職員も最低限

の海事知識をもっていなければならない。 

 このような人材を育成するためには、関連する職員が恒常的な教育専門機関で学び業

務に必要な資格を取得して職場に出ることが理想であるが、このような制度及び枠組み

を作るには時間を要するので、第 6 章で取り上げた課題を解決するためにも、緊急に特

別チームを編成しこれに当たることが提案される。 

さらに、資格を必要とするVTS運用官、沿岸無線局の無線通信士は多くの人材を要し、

一人でも多くの対象者が研修を受けられる体制を作るのも急務であり、この特別チーム

がこの任を担当することとし、特別チームの立ち上げ及び VTS 運用官の研修を早急に取

り組む優先プロジェクトとして検討する。 

長期にわたり、持続可能な海上交通安全システムの運用を維持するためには人材の確

保が不可欠であることは言うまでもない。人材を安定的に供給するための手段の一つは、

ニーズに応じた教育システムを構築することである。第6．9項で述べたように、様々な

訓練コースが用意されているが、訓練コースに参加する研修生には、前提条件となる基

本的な海事知識を必要としていることから、このような基本的な海事知識の習得に必要

なコースを設立することにより、既存コースの有効性の向上が期待される。 

長期的には、海事に携わる全ての職員が海事の基礎知識を習得できる体制を整えるこ

とが望ましい。新入社員全員が一定の間基礎知識を習得しその後各専門分野コースに分

かれて訓練を受ける訓練制度について触れてみる。 

 海事基礎知識コースの設立 

このコースは、既存のトレーニングコースを受講したい職員を対象とする。特に、

海事に関する経験や知識が全くない職員を対象とする。 

また、既存の「航行援助業務支援ツールの基礎技術研修」コースの事前教育として

位置付けることができる。 

概要は次のとおり。 

a. このコースはBPPTLに設置する。 

b. 参加者はNAVIGASIに所属し、初めて海事関係の業務に従事し、将来は航行援

助業務に従事する者を対象とする。 

c. 研修時間は、他のコースと同様に200時間／30日間とする。 

d. カリキュラムは、誰もが海事業務に従事するための最小限の知識を簡潔にまと

めたものとする。（詳細なプログラムは、第7.1項で説明する管理グループが作

成するものとする）。  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

7-30 
 

 

カリキュラムの内容は、既存の航行援助コースの科目をさらに細分化したもので、

日常生活に関連する事項を含めた基礎的な科目が理解できるように作成する。 

想定されるカリキュラムの項目を下表に示す。 

第7.2.6 -1表 基礎海事知識コースカリキュラム 

 

研修管理計画グループは、研修参加要件やカリキュラム項目について検討するほか、

関連科目における評価を得た者のキャリアパスについても総合的に検討することと

する。 

研修に使用する教科書も、このグループにおいて開発する。 

次のような成果が期待される。 

a. 業務遂行において曖昧なアプローチが無くなる。 

b. 海事に関する知識の習得により、業務に対する理解が深まるだけでなく、積

極的に業務に取り組む姿勢が期待される。 

c. 海事関係の仕事において、適切な判断ができるようになる。 

d. 関心のある専門の海事分野への道が開けるようになる。 

e. 自信がつき、積極性が発揮される。  

Item Basic Level General Knowledge

1 Ocean   What is the sea?

  Size

  Depth

  Territorial waters   Baseline, UNCLOS, Right of Passage, The Open Sea, EEZ

  Straight   Waterway, Traffic routes, Chanals

2 Ship   Types   Merchant, Work, Fishing, Special and Naval vessels   

  Size   Tonnage, LOA, 

  Speed   Nautical miles, Knot

  Shipbuilding   Body, Painting, Ship-power, Fuel, Electricity, Dirinking water

  Maneuvering   Steering wheel,  Ladder, Side-thrusters,  Mooring, Ballast

  Cargo   Loading, Unloading, Quantity and Weight of the cargo

  Ship marks   Ship's name, Nationality-Port, Load Water Line, Deck Line, Pushlines, Funnel marks

  Inspection   Global standards, Insurance, P&I Insurance

3 Navigation   Fixing position   Celestial navigation, Radio navigation, 

  Nautical charts   Marks, ECDIS

  Course   Gyrocompass

  Aids to Navigation   Visual aids, Radio aids, Buoyage

  Navigation roules    Act on Preventing Collision at Sea, Maritime Traffic Law, Lights

  Marine accident   Stranding, Collision, Distress signals, Search and Rescue 

  Sailor   Captain, Engineer, Navigator, Deck crew, Watchstander

  Radio Communication   Morse code, Flag signals,Hand signals, Radio

  Other   UTC, Anchor, Pilot, Pirate, Call sign

4 Marine Transportation   Trade   Import and Export, Number and nationality of ships, Flag of convenience

  Port   Passenger terminal, Cargo terminal, Cointainer Terminal, Fishing port

Subject
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 航行援助に関する研修コースの設立 

VTS の運用を含む航行援助業務のための教育訓練分野として、新卒者を対象とした

恒久的な研修コースを設立する。 

この新しく設立する航行援助コースは年間を通じた研修コースであり、新しく採用

された職員は、新学期から全員参加することとする。コース修了期間は1年（または

2年）であり、研修期間中は、NAVIGASIの職員として必要な航行援助業務の基礎技術

とスキルを習得させる。施設や制度の面で可能であれば、研修生全員が寮に滞在し、

一緒に食事をすることで、効率的に研修成果を出し、連帯感を醸成することができる。 

以下に、例として、日本での航海援助業務に従事する職員となることを目指す海上

保安学校と研修内容について説明する。 

日本における航行援助業務に携わる全ての職員は、海上保安庁の海上保安官であり、

国土交通省が設置する海上保安学校に入学し、卒業しなければなりません。 

 

第7.2.6 -1写真 海上保安学校全景 

a. 入学要件 

> 受験者は18〜30歳で、高校を卒業していること。 

> 応募者は全国を対象とし、男女共同参画で募集される。 

b. 学生の状況 

> 採用試験に合格した受験者は、一定期間公務員として一時雇用され

る。 

> 採用者は「学生」のステータスを持ち、学校でのトレーニング中に給 

与を受け取ることができる。  
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c. 場所と施設 

> 研修施設は、総合的な教育訓練が実施できるような場所であり、十分

な広さと容易にアクセスできる場所である。 

> 次のような施設を有している。 

クラスルーム、トレーニングルーム、備品保管室、グラウンド、ジ

ム、スイミングプール、インストラクタールーム、ICT（情報通信技

術）トレーニングルーム、管理棟、寮、食堂、ホール、スクールバス 

d. 研修期間 

修了期間は、関連する知識とスキル、及び仕事に必要な国家資格を取得

するために2年間となっている。 

e. 航行援助業務のための主な授業科目 

航行援助業務の遂行に必要な研修コースには、「情報コース」と「VTS

運用官コース」の2つのコースがあり、これらのコースの概要を以下の

表に示す。 

第7.2.6 -2表 カリキュラム概要 

 

航行援助業務のための教育機関の設立の主なポイントとしては、海上安全業務に

従事しようとする者は、既存のコースにおいて訓練を受けるか、或いは最小限の訓

練コースに参加しなければならないことであり、また、卒業後の進路や進学後の進

路を示すことで、研修生の参加目的を明確にすることである。  

Subjects 1 Subjects 2

(Common) (Expertized)

(Common 1)   English (Advanced)

  Fundamental knowledge   Mathematics

>Outline of domestic laws   Physics

>International law   Data Processing (Advanced)

>Outline of JCG mission   Radio Engineering (Basic)

>Knowledge as Governmental officials   Navigation Safety

  English (Basic)   AtoN Equipment and their Management

  Data Processing (Basic)   Operational Skill for Telecommunication

  Physical training   Electric Devices and Equipment

  Group behavior   VTS

  Small-craft handling   AIS

  Onboard training and training

  Comprehensive practice

(Common 2)

  Criminal Code

  Criminal Procedure Code   English (Advanced)

  Maritime Police   Navigation Safety

  Maritime Environment   VTS Equipment

  Search & Rescue   Overview of Maritime Affairs

  Disaster Protection   Practice of VTS Simulation

Information System
To study/learn knowledge and technical skill
necessary for operation and management in
maritime traffic safety services, and also knowledge
necessary for guard and rescue mission

VTS Operator To study/learn knowledge and technical skill
necessary for operation of vessel traffic services
(VTS)

Outline of Curriculum in the "Information Course" and the "VTS Operator Course" in JCG

Course Outline
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進学後の進路について、日本の現状を下図に示す。 

 
第7.2.6 -1図 卒業後の一般的なキャリアパス図 

（期待される成果） 

a. 研修制度の採用により、安定した人材の採用・配置が可能となり、既存の研修

コースを一元化することができる。 

b. 仕事に必要な資格や資格を簡単に取得できるようにする。 

c. すべての職員の能力を平準化することができる。 

d. 人事交流も可能で、職場の活性化につながる。 

e. インストラクターは内部組織によって育てることができる。 

f. 人材育成を計画的に策定することができる。  
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（参考） 

日本の VTS 運用官の募集パンフレットの表紙を紹介するとともに、シンガポ

ールの海事および港湾局に所属する VTS 運用官のトレーニングシステムとキャ

リアパスのモデルを以下に示す。 

 

第7.2.6 -2写真 日本のVTS運用官募集ポスター 

 

          第 7.2.6 -2図 シンガポールのVTS運用官訓練とキャリアパス図 
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  7.2.7 その他 

IT（Information Technology）を含むコンピュータ技術を取り組んだシステムが一般

的になった今日、効率的かつ合理的な体制が求められており、それらは質の高い時代に

適合したものでなければならない。 つまり、新技術の導入であり、社会インフラを活か

した統合システムの構築と考えることができる。 

海事分野における新技術の導入については、e-Navigationの動向を見ながら、いつで

も対応できる体制を構築することが重要である。 

今後、通信インフラを活用した広域の情報ネットワークシステムの構築や IT を活用

した新技術の導入が欠かせない。 

 統合情報システムの開発 

これまで記述してきたレーダーシステム、AIS システム、沿岸無線局から得られる

船舶の動向に関する情報は、海上交通の安全対策を立案するために必要不可欠なもの

であり、これら収集された情報は統計的な処理や将来の予測のための分析に有益であ

る。 

一方で、これらの情報は海事関係者や他の政府機関にとっても貴重な情報内容が多

く含まれている。 

情報通信ネットワークが急速に整備されたことで、これらの情報をネットワーク経

由で共有することが容易になり、ネットワークとの統合的な情報システムを構築する

ことは、各省庁にとって有益となる。多くの情報を集約、共有することで、個別に情

報を収集する無駄を省き、結果として、より価値のある情報が得られることになる。 

海上交通の世界では、ITを取り入れたシステムの研究が盛んに行われているが、e-

Navigationもその一つで、航海支援に関連したシステムである。e-Navigationシステ

ム構成の中では、VTSと AISの機能は陸上施設との関連性が高く、e-Navigationが利

用可能となるまでに、VTSとAISの統合整備が完了していないと、e-Navigationの仲

間入りは難しい。 

統合情報システムを瞬時に構築するための準備や設計には時間と予算がかかるた

め、AIS のデータベース化、VTS 運用の刷新、沿岸無線局の統合の整備計画を順次推

し進めることが重要である。 

これらのシステムの構築には、通信インフラの整備や新システムに関わる人材の育

成が必要であり、長期的な計画を立てる必要がある。 

予想される統合情報システムの概念図を次頁に示す。 
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第7.2.7 -1図 統合情報システム構築概念図 

統合された情報階層と表示のイメージを下図に示す。 

 

第7.2.7 -2図 統合情報のイメージ図 
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統合情報システム導入の整備工程は、下表のとおり。 

第7.2.7 -1 表 統合情報システム設立のためのアプローチ 

 

行政組織や海事関係者との相関図は下図のとおり。 

 

第7.2.7 -3図 外部組織との情報共有相関イメージ図 

  

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

1 Study Committee

  Discussion about Fundamental Function

  Verification of the Base System

  Approval of the System Outline

2 Feasibility Study

  Preparation 

  Site Investigation

  Design of Base System

3 Detail Design
  Preparation

  Site Survey

  Preparation of Plan

  Decide on Specification

4 Procurement of Supplies and Equipment
  Preparation

  Contruct, Delivery

  Inspection

5 System Setting Up

  Preparation

  Contruct

  Setting Up

  System Change

  Inspection 

1st Year 2nd Year 3rd Year

Approach for Establisment of Integrated Information System

4th Year
Subjects
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  7.3 優先プロジェクト 

航路標識に関連する各分野で浮かび上がってきた課題は、それぞれの分野における業務

が予定どおりに実施されていないところにあり、その背景には明らかに人材不足や専門家

の不在がある。人材の育成は、躊躇することなく直ちに取り組むべき最優先課題である。 

次に、全国23箇所に整備されているVTSの日々の運用とこれに関連するVTS運用官の訓

練についても、運用に係わる問題が起こる前に早急に検討を加えておいたほうが良い。 

また、AISについては、個々の局単独で稼働しており、今後の安全対策を検討する際に必

要となる海上交通の分析等に使えるような体制になっていない。個々の AIS 局で収集され

たデータを統合してデータベース化し、分析できるシステムを早急に構築する必要がある。 

さらに、国の政策の一つとして観光促進事業が進められており、マリンレジャーを楽し

むための観光客が誘致されている。これら多くの人が訪れる箇所では、海難事故を防止す

るための航行安全対策、 特に小型船やプレジャーボートに対する対策を早急に講じる必要

がある。 

  7.3.1 キャパシティビルディングの開発 

1) 研修管理グループの設立 

現状では、研修生は、研修の実施機関であるインドネシア運輸省内に設置されている

教育機関の中の「運輸教育訓練センター」（BPPTL: Balai Pendidikan Dan Pelatihan 

Transportasi Laut）に派遣されるだけであり、研修生の選定、研修成果、その後の研修

計画の策定など、必ずしもDGST内で一元的に取りまとめられているとは言えない。これ

らの点から、十分な研修成果が得られていないところがある。 

初めに、既存の研修コースの実施状況を検証するために、総合的に管理・計画ができ

る研修管理グループをDGST内に設立することである。同時に、このグループに携わるス

タッフが専任講師となりうるようにする。 

（行動指針） 

DGST の各部門から 1名を選出し、グループを結成する。このグループは、研修計

画の策定、カリキュラム・テキストの見直し、研修結果の検証を行う。 

また、このグループは、当初は、外部から招致した専門家や経験者の指導のもとに

置かれ、研修を受けたのち専任講師となる。 

（実施行程） 

外部から専門家を招聘し、次にグループのメンバーを選定する。専門家により作成

された研修プログラムに基づき、グループメンバーは1年間の研修を受け、インスト

ラクターとマネージャー（計画管理責任者）となる。このプログラムを3年間継続す

る。毎年4名程度の研修を行い、3年間で合計12名程度のインストラクターが養成さ

れる。 

管理研修グループの概念図、研修実施行程及び予算を次頁と次々頁に示す。 
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第 7.3.1 -1図 管理研修グループ概念図 

 

第7.3.1 -1表 インストラクター養成コース研修実施行程 

 

  

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

1 Adoption of Long Term Expert 1 ※ JICA Scheme

  Request of Expert

  Setting up the preparatory office Jakarta

  Invitation of Short Term Experts 3×３

2 Selection of candidates for Instructor ４×３

  Setting up the group of a preparatory Instructor

  Orientation

3 General Course

  General Discipline

   (Marine Affairs, Laws and Regulations)

  Academic Discipline

   (Hydrographic, Ship, Radio-communication, IT)

4 Specialized Course

  Visual  Aids to Navigation

  VTS, AIS

  Radio Operator (VTS, GMDSS)

5 Practical Exercise

  Excursion (VTS, CRS, Lighthouse, Ship)

Capacity Building
Training framework for Instructor

1st Year 2nd Year 3rd Year
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（予算） 

 

（期待される成果） 

本計画の実施により、次のような広範囲な効果が期待される。 

a. BPPTLで実施される研修への専任講師の派遣 

b. 研修制度の企画 

c. 管区における訓練の実態把握と管理 

d. カリキュラムとシラバスの見直し 

e. 新しい講師の採用 

f. 企画部門への支援 

2) VTS運用官の研修 

現在、BPPTLでは3つのVTSトレーニングコース（基礎、運用官、インストラクター）

とVTSに関わる２種類のOJTコースが実施されている。この他、近隣諸国ではASEAN を

ベースとしてマレーシアやシンガポールなどでの研修コースがあり、これらのコースに

参加する機会もある。 

VTSは23局整備されており、全体で百数十名のVTS運用官が運用に携わっている。こ

れら VTS 運用官全員が何らかの研修に参加するには業務を犠牲にしなければ数年を要す

ることになる。 

今日ではインターネットの普及に伴い、ネット学習のソフトフェアも充実して来てお

り、遠隔地での学習・訓練にe-ラーニングシステムが採用されている。このシステムを

各VTS局が導入すれば、それぞれの局において必要な研修を受けることが可能となる。 

各局に端末（PC）を設置し、管理サイト（例えば、NAVIGASI内に設置）にサーバを設

置することで、各VTSの職員はこの端末機を通じて研修に参加することができる (上記

の研修管理グループが、システムを統括・運用することで相乗効果が生まれ、より持続

的な運用が可能となる) 。 

  

Item Spec. Quan. Price ($) Total ($) Remarks

1   Equipment PC, Book 1 18,500   18,500   

2 　Expenses (Expert)*   Training Course for Instructor 3 6,800   20,400   　　1 x  3 years

3    Expenses (Short-term Expert)*         　　　　〃 3 18,525   55,575   　　2 x 3 months x 3 years

94,475   

Budget

Total

* Excluding the expensies for  labor costs of Expert and Short-term experts
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(行動指針) 

VTS の運用に必要な各業務科目の開発を含めた e-ラーニングシステムの実施設計を

行う。 

NAVIGASIと各VTS間の通信インフラの確定または整備を行い、研修に必要な資機材を

調達する。 

これらの整備が完了した後、システムのセットアップと演習を行う。 

システムの概念図、構成図及び資機材リストを以下に示す。 

 

第7.3.1 -2図 VTS運用官のためのe-learning システム概念図 

 

第7.3.1 -2図 e-learning システム構成図 
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（整備に必要な資機材リスト） 

 

（実施行程） 

第7.3.1 -2表 e-learning システムの整備 

 

（予算） 

  VTS23局合計の必要概算経費 

実施設計費 :      US $24,000.- （約250万円） 

資機材購入費 :   US $519,000.- （約5,500万円）（設置経費を含む） 

（注）経費内訳は付録7.2.1に示す。 

（期待される成果） 

次のような効果が期待できる。 

a) より多くのスタッフが研修に参加できる。 

b) 出張することなしに研修を受けられる。 

c) 研修生同士で情報交換や意見交換ができ、共に学ぶことができる。 

d) IALA V-103研修の参加要件の取得が可能となる。 

e) 他業務（Web会議、情報共有）へのシステムの拡張が可能となる。 

  

Item Site Quan. Remarks

  E-Learning Console  VTS Station 2   Lap top PC

  Control Unit 　　　〃 1   Hub, Router

  E=Lerning Server   Management Office 1   Software

  E-Learning Console 　　　〃 2   Desk top PC

  Control Unit 　　　〃 1   Hub, Router

1

2

Equipment List

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

1 Implementation Design

  Preparation of Specification for Contruct

  Contract

  Design Customized Program

2
Establishment of Communication Network and
Procurement of Equipment

  Contract with Telecommunication Company

  Perchase of Equipment PC, Server

3 Setting up the System and Exercise

  Contract with Execution Supplier

  Setting up the System

  Exercise

Capacity Building
E-Learning System for VTS Operator

Items
1st Year 2nd Year
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  7.3.2 AISのデータベースの構築 

AIS は、VTS システムにおいて船舶の動きを検知する重要な装置であり、VTS の運用

には欠かせないものである。 

NAVIGASI が管理する AIS の基地局は、VTS 局と沿岸無線局に併設され合計 62 局あ

る。 

その他、KPLP（インドネシアコーストガード）が運用しているAIS局が複数ある。 

受信したAIS情報はVTS局内のモニターに表示され、主に、位置通報をした船舶の位

置確認及びその後の動静監視に使用されている。 

現在導入されている装置は、各局で機器製造会社が異なり、監視装置は、一般的な表

示機能が提供されているに過ぎず、それぞれの VTS 局によって必要とされる機能に対応

できていない。 

現在の監視装置には、静的情報（名称、種類など）、動的情報（コース、速度など）、

AIS 船のコースや速度のベクトルの他、追尾コースなどを表示する機能があるが、運用

に必要な最低限の機能である交通の流れを解析するために必要なデータ検索機能やデー

タ編集機能、統計処理などの機能がない。 

AISデータは監視業務だけでなく、データを蓄積することで統計的な業務にも役立ち、

航行安全対策を立案する上で非常に重要なデータとなる。これらのデータは、個々のVTS

局だけで処理するのではなく、一元的にデータベースを構築することで、より効果の高

いデータとなり得る。 

また、センター（本部）でデータを収集することで、インドネシア海域全体の船舶の

動向を一画面に表示することが可能で、海難事故発生時の全体状況の把握が容易になり、

センター（本部）と他部署との連携も可能となり救助活動の指示等を迅速に発すること

ができ、より効果的なシステムとなる。 

 (行動指針) 

AISデータベースシステム開発の実施設計として、AIS基地局とセンター（本部）間

の通信網の現状確認、現在設置されている機器の状況、それら機器の出力信号フォー

マットの確認などを行い、サーバや運用コンソール、通信に必要なネットワーク機器

の調達を行う。 

これらの準備が整った後、システムのセットアップを行う。 

このシステムの概念図、構成図及び調達資機材リストを次頁に示す。 

  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

7-44 
 

 

 

第7.3.2 -1図 AISデータベースシステム概念図 

 

 

第7.3.2 -2図 AISデータベースのシステム構成図 
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（調達資機材リスト） 

 

（実施行程） 

  AISデータベース構築の実施行程及び予算は下のとおりである。 

第7.3.2 -1表 AISデータベース構築実施行程 

 

（予算） 

実施設計費 ：      US $75,000.– （約790万円） 

資機材購入費 ： US $2,365,000.- （約2億4,800万円 : MCC + 62 AISサイト) 

システム構築費 ：  US$122,000.- （約1,300万円）  

（期待される効果） 

インドネシア全土に配置したAIS局からデータを収集しデータベースを構築するこ

とにより、インドネシア海域を航行する船舶の動静をリアルタイムかつ統合的に監視

することができる。 

また、蓄積されたデータを統計的に処理することで、交通流の把握や交通流の変化

を知ることができる。これらのAISデータは、安全対策や経済政策を立案するための

基礎データとなり、経済成長の分析に不可欠なデータとなり得る。  

Item Site Quan. Remarks

  Operation Console    Multi Function Console 3   MCC

  Network Terminal   Hub, Router, Firewall 1 　　〃

  Integrated AIS Data Base Server   AIS, RP Processor, Resorce System 1 　　〃

  System Software 1 　　〃

  IP Converter   Serial - LAN 1   AIS Base Station

  Network Terminal   Switching Hub, Router 1    　　　　〃

  Firewall 1  　　　　　〃

Equipment List (AIS Data Base)

    ※ Possible devices are listed.

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

1 Implementation Design

  Preparation of Specification for Contruct

  Contract

  Design 62 staions

2
Establishment of Communication Network and
Procurement of Equipment

  Contract with Telecommunication Company

  Perchase of Equipment

3 Setting up the System and Exercise

  Contract with Execution Supplier

  Setting up the System

  Guidance Training (IWRAP)

Server, Operatinal Console,
Network Equipment

Establishment of AIS Data Base

Items
1st Year 2nd Year



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

7-46 
 

 

さらに、AISデータを一元管理し、蓄積されたデータを分析することで、以下の項目が

解析できる。 

a）特定船舶の監視・捜索・追跡 

b) 海上交通の流れ 

c) 各海域の船舶交通状況（規模、種類、混雑状況、通過時間・ゾーン） 

d) 特定船舶の予測航法（航路・時間） 

e) 特定船舶の航行履歴 

f) 各種統計情報（出荷トン数、船舶の国籍など） 

g) リスク管理（衝突、座礁） 

AISデータの効果的な利用は、船舶の運航、検疫の実施、捜索救助、安全の確保を

行う機関にとって非常に重要な情報源の1つと見なされている。このシステムは、これ

らの関係機関と情報を共有することができ、情報を管理する主要な関係機関となる可能

性がある。 
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  7.3.3 VTS運用の刷新 

VTS 業務の使命は、情報を提供することにより、船舶の安全で効率的な航行を支援す

ることにある。提供される情報の内容や提供を受ける船舶の種類は、VTS が設置されて

いる港の環境や状況によって異なる。 

港湾に設置された VTS の業務は、港内の無線通信、入出港管理、停泊地の指定、港内

の船舶管理等を行う。 

交通路を管轄する VTS は、位置情報の受信、通過船の管理、気象情報を含む航海情報

サービスの提供等を行う。 

VTS 運用官は、操作卓に表示される所定の監視支援エリアを確認し、入出港船舶や航

路を出入りする船舶の動きを監視する。また、位置通報を行った船舶を表示部で確認す

る。これらの業務を円滑に遂行するためには、海域やこの任務に適した情報を表示でき

る操作卓が必要である。既存のVTS 局に設置されている表示装置は、主にレーダーやAIS 

から取得した船舶の位置を表示するだけのものであり、機器製造会社によって機能が異

なり、必ずしも運用上のニーズを満たしているものではない。 

運用に必要な要件は、各 VTS 局が作成する標準運用要領（SOP: Standard Operating 

Procedure）に規定されている。SOP には、管轄区域、情報提供、無線通信手順、当直手

順などが詳細に記載されている。 

しかし、当直に当たっている VTS 運用官には、ディスプレイ上の映像を監視したり、

船舶への実用的なメッセージを無線で伝えたりするための詳細な「運用手順書」（プロセ

ス文書）が、個人の特性や能力のばらつきを避けるために必要であるが、各 VTS 局には

これに相当する手順書が無い。 

このような運用手順書は、当直に立った VTS 運用官が実際に操作を行うために必要な

操作要領の台本であり、常に通航船舶の動きを想定しながらこの台本に沿って OJT を行

うことで、スキルアップを図るためのものである。 

VTS 運用の改革には、次のような具体的な運用要領とそれに対応するための機器の提

供が必要である。 

 1) カスタマイズされた運用卓の整備 

VTS 局の運用卓は、局の運用要領に合わせてカスタマイズされなければならない。

この運用卓には、レーダー映像とAISデータを同時に画面上に重ね合わせる機能、監

視エリアや文字を描画する機能、特定エリアの船舶数をカウントする機能、特定の船

舶とデータを検索する機能、船舶データを集計・蓄積する機能、気象情報や海上警報

を表示する機能などを有する。 

(行動指針) 

カスタマイズされた運用卓を整備するための実施設計は、現在設置されている機

器のインタフェースや出力信号形式の確認を行い、運用卓を調達する必要がある。 

また、運用ニーズに基づいた詳細な運用マニュアルを策定し、運用卓の設計に反

映させる必要がある。  



The Republic of Indonesia 
Ministry of Transportation 

Directorate General of Sea Transportation 
                                                                                         

7-48 
 

 

これらの準備を行った後、システムを立ち上げ、運用卓を使用したOJTを行う。 

下図は、運用卓を含むVTS局のシステム構成図である。 

 

第7.3.3 -1図 VTS局のシステム構成図 

 

 
第7.3.3 -2図 運用卓姿図 
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現行のSOPを見直すとともにディスプレイ上での映像監視や無線通信等を行うため

の「運用手順書」（手順書／工程書）を策定する。 

各VTS局において運用官を対象に研修を行って、自局VTS局を取り巻く海上交通の

現状についての認識を共有し、研修を通じて運用手順書の確認と必要があれば修正等

を行う。その後、新たな手順書に基づいたOJTを実施する。 

表示機能の参考例および調達資機材リストを下に示す。 

 

第7.3.3 -3図 表示機能例図 

（調達資機材リスト） 
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（実施行程） 

VTSの運用刷新のための実施行程および予算を下に示す。 

第7.3.3 -1表 VTSの運用刷新 

 

（予算） 

1局のVTS局当たりの概算額 

実施設計費：     US$ 44,300.-  （約470万円） 

資機材購入費：   US$ 269,000.-  （約2,800万円） 

システム構築費：   US$ 89,500.-  （約940万円） 

（注）詳細は付録7.2.3に示す。 

 （期待される効果） 

個々のVTS局業務に対応した運用卓の導入により、VTS 運用官が何をすべきかを

明確にすることができる。また、船舶の監視方法や情報提供の方法を統一すること

ができる。 

運用結果を知るための統計処理が記録され、運用の改善につながる。 

交通量や交通流の状況に応じて運用手順を見直した時、運用卓において手動で操

作変更の設定が可能となる。 

VTS 運用官の業務が活性化し運用が充実することにより、船舶の安全で効率的な

航行に貢献することが期待できる。 

 2）OJTの実施 

カスタマイズされた運用卓の機能を十分に活用し、正確で適切な情報を提供する机

上訓練は、船舶の安全で効率的な航行をサポートするために重要である。 

情報提供のタイミングについてもOJTから学ぶことができる。 

以下、OJTの実施例を紹介する。  

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

1 Implementation Design Several stations

  Preparation of Specification for Contruct

  Contract

  Design Customized Software

2 Procurement of Equipment including Setting Up Several stations

  Contract with Supplier

  Manufacturing of Equipment MFC, DB Server

  Installation of Equipment Several stations

3 Review of SOP and OJT with New Console

  Contract with Consultant

  Preparation (Review of SOP)

  Workshop and Training

  OJT

Development of Customized Operation Console and OJT

Several stations

Items
1st Year 2nd Year 3nd Year
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VTSの実践訓練ガイダンス 

 ➣ VTS運用官の基礎知識 

   a) システム構成 

     b) 設備構成 

     c) ターゲットのシンボル（記号） 

     d) 運用項目 

     e) 無線通信 

➣ 演習の内容 

 a) 運用卓の基本的なキー操作 

 b) VHF通信の基本キー操作 

 c) 個別操作（運用手順書に準ずる） 

   - 港湾管理のためのルーチン通信 

   - 海事情報の提供 

   - 照会事項 

   - 緊急事態 

 d）編集とファイリング 

➣ 演習の手順 

 a) 教室での実践 

      - VTSのための一般的な知識 

      - VHF無線による標準的な海上通信 

 b) 運用卓の訓練 

      - 運用手順 

      - 無線通信のグループ演習 

➣ シミュレーション実習 

 - キーボード操作 

 - VHF 無線操作 

     - 運用卓操作 

➣ OJT（インストラクター指導に基づく） 

➣ 評価 

 （行動指針） 

システムの改修に伴うVTS研修やOJTは、運用卓の購入契約に含まれる。 

 （実施行程） 

スケジュールを第7.3.3 -1表 ：VTSの運用刷新（カスタマイズされた運用卓の

整備とOJT）に示す。 
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  7.3.4 観光促進にともなう航行安全対策の整備 

インドネシア政府は海洋国家として海洋観光政策を推進しており、ラブアンバジ

ョもその候補地の一つで、近くにはダイビングスポットが多く点在し、ドラゴンが

生息するコモド島は近年観光客で賑わっている。 

ラブアンバジョ沖には観光の拠点となる小島が多く、観光客を乗せたボート類が

多く行き交っている。 

 
第 7.3.4 -1写真 港の沖合に停泊している多数の小型船 

湾内を巡航する小型船舶は、観光客の増加に伴い今後さらに増加することが予想され

る。 

これらの小型船舶の動静を正しく把握し、必要な航行安全対策を講じることは不可欠

であり、その中には、船員や海洋活動に従事する人々に、海の安全に関する情報を提供

するシステムの構築が求められる。 

この海域を航行する船舶の多くは小型船であり、これら船舶の動静を把握し情報の提

供を実施するためにはレーダーシステムやAIS Class-Bによるほか、位置情報の送信も

できるスマートフォンの利用が有効である。 

このような海域において航行安全対策を講じるためには、港を管理している事務所に

レーダー等のデータ処理装置を含むオペレーションコンソール、AIS やスマートフォン

の情報管理及び情報発信ができるWebサーバ等を備える必要がある。 

レーダー及び AIS で湾内を監視できる箇所に気象観測装置を備えたセンサー局を適宜

数箇所に設置する必要がある。 

  （行動指針） 

レーダー、AIS、スマートフォンの電波伝搬調査を含めた小型船舶のための海上安全

システムの実施設計を行う。 

設計に際し、ラブアンバジョ湾には小さな島が多く点在しており、沖合を航行する

船舶からのAIS信号はこれらの島の影響を受け電波障害が発生することが予想される

ため、湾内の適切な箇所（島）にレーダー局及びAIS基地局を設け信号のデッドゾー

ンを最小限に抑えるための検討を行う必要がある。 

実施設計が終われば、システム構築に必要な機器の調達や関連設備の工事を行う。 

システムの概念図と構成図を次頁に示す。  
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第7.3.4 -1図 小型船舶を対象とした海上安全システム概念図

 

第7.3.4 -2図 システム構成図 

今回の調査では現地での詳細な調査は出来なかったが、机上でレーダー局やAIS基

地局の整備箇所について検討すると、次のような配置が考えられる。 

 

第7.3.4 -3図 センサー局の配置構成案  
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システム装置構成図及び調達資機材リストを次に下に示す。 

 

    第 7.3.4 -4図 海事事務所のシステム装置構成図 

 

（海事事務所用調達資機材リスト） 

 

 

  

Item Spec. Quan. Remarks

1   Multi Function Console 2

2   Network Terminal 1    Hub, Router

3   Integrated Monitoring Information Server 1 　Mount rack

4   Database Server 2 　　　〃

5   System Software 1

Equipment List (Marine Office) 
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次に、AIS基地局の機器構成図及び調達資機材リストを下に示す。 

 
第7.3.4 -5図 AIS基地局の機器構成図 

 

（AIS基地局用調達資機材リスト） 

 

  

Item Spec. Quan. Remarks

1   AIS Transponder   Dual Type 1

2   CCTV Camera 1

3   Meteorological Sensor 1

4   Shed 1

5   Solar Power System 1

6   Monopole Tower 1

Equipment List (AIS Base Station) 
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次に、レーダー局の機器構成図及び調達資機材リストを下に示す。 

 

第7.3.4 -6図 レーダー局の機器構成図 

 

（レーダー局用調達資機材リスト） 

 

 

  

Item Spec. Quan. Remarks

1   Radar Antenna   18 Feet 1

2   Radar TRX 1

3   Radar Images Processor 1

4   CCTV Camera 1

5   Meteorological Sensor 1

6   Shed 1

7   Solar Power System 1

8   Radar Tower 1

Equipment List (Radar Station) 
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海事事務所管轄内の海上安全システム整備の実施行程および予算を下に示す。 

（実施行程） 

       第7.3.4 -1表 海上安全システム整備実施行程表 

 
 

（予算） 

海事事務所、AIS基地局（１局）及びレーダー局（２局）の整備費概算 

実施設計費：       US$57,800.-    （約600万円） 

資機材調達費：    US$6,139,000.-  （約6億4,500万円） 

システム構築費：   US$1,841,000.-   （約1億9,300万円）  

（注１）通信回線の費用は含まれていない。 

（注２）費用の内訳は付録 7.3.4 に記載。 

（期待される効果） 

船舶を監視することで、エンジントラブルや燃料切れ、座礁などの小型船舶の予期

せぬ事故にも迅速に対応することができる。 

また、急な天候の変化や航行制限などの情報を迅速かつ適切に提供することができ

ることにより安全で効率的な運航に貢献することができる。 

船舶の移動に関連して蓄積されたデータは、入島者数の統計や登録船の管理にも活

用でき、今後の政策立案のための貴重なデータとなる。 

  

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

1 Implementation Design Site survey

  Preparation of Specification for Contruct

  Contract

  Design

2
Procurement of Equipment and
Construction Work

Radar, AIS Base statin
Marine Office

  Contract with Supplier

  Manufacturing of Equipment Radar, AIS,Operation Console

  Preparation of facilities Tower, Renovation of Office

  Installatino of Equipment

3
Guidance for Equipment and
Training for Operation
  Contract with Consultant

  Guidance and Training Vessel's Registeration

  OJT

Development of Maritime Safety System for Small Craft

Items
1st Year 2nd Year 3nd Year
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海事事務所の運用イメージ及び運用卓イメージ画面を下図に示す。 

 

 

第7.3.4 -7図 海事事務所の運用イメージ図 

 

 

第7.3.4 -8図 運用卓イメージ画面 
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